
 

個別研究開発課題評価書 
－平成２５年度－ 

 
平成２６年３月２８日 国土交通省 

 
国土交通省政策評価基本計画（平成２６年３月２８日改正）及び平成２５年度国土交通省事後

評価実施計画（平成２５年８月２７日最終変更）に基づき、個別研究開発課題についての事前評

価及び終了時評価を実施した。本評価書は、行政機関が行う政策の評価に関する法律第１０条の

規定に基づき作成するものである。 
 
１．個別研究開発課題評価の概要について 
 個別研究開発課題評価は、研究開発に係る重点的・効率的な予算等の資源配分に反映するため

に行うものである。 
 国土交通省においては、研究開発機関等（国土技術政策総合研究所、国土地理院、気象研究所、

海上保安庁海洋情報部及び海上保安試験研究センターをいう。以下同じ。）が重点的に推進する個

別研究開発課題及び本省又は外局から民間等に対して補助又は委託を行う個別研究開発課題のう

ち、新規課題として研究開発を開始しようとするものについて事前評価を、研究開発が終了した

ものについて終了時評価を、また、研究開発期間が５年以上の課題及び期間の定めのない課題に

ついては、３年程度を目安として中間評価を行うこととしている。評価は、研究開発機関等、本

省又は外局が実施する。 
 
（評価の観点、分析手法） 
 個別研究開発課題の評価にあたっては、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２４年

１２月６日内閣総理大臣決定）を踏まえ、外部評価を活用しつつ、研究開発の特性に応じて、必

要性、効率性、有効性の観点から総合的に評価する。 
 
（第三者の知見活用） 
評価にあたっては、その公正さを高めるため、個々の課題ごとに積極的に外部評価（評価実施

主体にも被評価主体にも属さない者を評価者とする評価）を活用することとしている。外部評価

においては、当該研究開発分野に精通している等、十分な評価能力を有する外部専門家により、

研究開発の特性に応じた評価が行われている。 
また、評価の運営状況等について、国土交通省政策評価会において意見等を聴取することとし

ている（国土交通省政策評価会の議事概要等については、国土交通省政策評価ホームページ

（http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka）に掲載することとしている）。 
 
２．今回の評価結果について 
 今回は、平成２６年度予算概算要求等にあたり実施した事前評価の結果を含め、個別研究開発

課題の事前評価、終了時評価を平成２５年度中にそれぞれ３８件、４８件実施した。課題の一覧

は別添１、評価結果は別添２のとおりである。 
 個々の課題ごとの外部評価の結果については、別添２の「外部評価の結果」の欄に記載のとお

りである。今後とも、これらを踏まえ適切に個別研究開発課題の評価を実施することとしている。 



No. 評　価　課　題　名 ページ

1） マルチオペレーション型スマート電車標準電車システムの開発 1

2） マルチドア対応ホームドアの安全性向上とトータルコスト低減に向けた技術開発 2

3） 地震時における構造物の共振現象の解明と走行安全性への影響の研究 3

4） 鉄道施設の地震応答を考慮した長周期・長時間地震動の早期警報の開発 4

5） 簡易な軌道支持剛性評価手法の開発 5

6） Ｘ線を用いた経年レールの健全度診断手法の開発 6

7） 高架構造物の常時モニタリング技術の実用化の研究 7

8） 地域鉄道の運用拡大　フレキシブル運行システムの開発 8

9） 新たに開発中の昇降式ホーム柵に係る支障物検知機能の向上と乗務員運用支援装置の開発 9

10） 津波防災地域づくりにおける自然・地域インフラの活用に関する研究 10

11） リスクマネジメントの観点を組み込んだ維持管理の持続性向上手法に関する研究 11

12） 巨大地震に対する中低層建築物の地震被害軽減技術に関する研究 12

13） 都市の計画的な縮退・再編のための維持管理技術及び立地評定技術の開発 13

14） 住生活満足度の評価構造に基づく住宅施策の効果的実施手法に関する研究 14

○事前評価
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別 添 １

14） 住生活満足度の評価構造に基づく住宅施策の効果的実施手法に関する研究 14

15） 地震時の市街地火災等に対する都市の脆弱部分及び防災対策効果の評価に関する研究 15

16） 非構造部材の安全性評価手法の研究 16

17） 空港舗装の点検・補修技術の高度化に関する研究 17

18） 広域地殻変動データに基づくプレート境界の固着とすべりのモニタリングシステムの開発 18

19） 空中三角測量の全自動化によるオルソ画像作成の効率化に関する研究 19

20） 干渉ＳＡＲ時系列解析による国土の地盤変動の時間的推移の面的検出に関する研究 20

21） ＧＮＳＳによる地殻変動推定における時間分解能向上のための技術開発 21

22） 状態可視化点検および構造応答発電センシングによる診断技術の高度化 22

23）
鋼床版のデッキプレートとＵリブとの溶接部に発生する疲労クラックの高精度検査システ
ムの開発

22

24） 変状を伴う老朽化トンネルの地質評価・診断技術の開発 23

25） コンテナクレーンの耐震化技術及び維持管理技術の向上による国際競争力強化の研究開発 24

26） 機上の乱気流事故防止システムに対する信頼性評価の研究開発 24

27） 離島の交通支援のためのシームレス小型船システムの開発 24

28） 海洋鉱物資源開発における交通運輸分野の技術開発に関する研究 25

29）
沿道騒音対策策定のためのインテリジェント化されたアコースティックイメージングシス
テムの実用化研究

25

30） 液状化対策ドレ-ン/地中熱利用熱交換井のハイブリッドシステム 27



31） コンクリートスラッジの中和剤としての酸性廃水への用途開発 27

32） 「メゾネットハウス」の技術開発 27

33） 解体と恒久的再使用が容易で一般住宅にも応用可能な木造応急仮設住宅の工法技術開発 27

34）
入戸火砕流堆積物（シラス）を利用した建築分野における次世代型コンクリートの技術開
発

27

35）
木造家屋解体廃棄物（粘土瓦・ガラス陶磁器くず・床浚い残渣）の再資源化に関する技術
開発

28

36） 拡底率7.29倍、最大傾斜角21.1°の拡底部を有する場所打ちコンクリート杭の技術開発 28

37） 住宅等におけるアレルギー対策を目的とした集中換気システムの開発 28

38） 耐力の低減を受けない高性能増設耐震壁補強工法の開発 28

No. 評　価　課　題　名 ページ

1） 低炭素・水素エネルギー活用社会に向けた都市システム技術の開発 30

2） 社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術の開発 31

3） ミリ波・マイクロ波を用いた住宅大壁内の非破壊診断装置の開発 32

4） ライフライン地中埋設管の経済的・効果的な液状化対策技術の開発 33

5） 地下水位低下工法と排水工法を併用した既存戸建て住宅の液状化対策の開発 34

6） 浅層盤状改良による宅地の液状化対策の合理的な設計方法の研究 35

○終了時評価

7） 鋼矢板囲い込み・地下水位低下併用による液状化抑止工法の開発 36

8）
周辺道路も含めた既設宅地及び既設インフラの液状化対策として薄壁改良が可能な自由形状・
大口径高圧噴射攪拌工法による効果的な改良形状および簡易設計手法の開発

37

9） 基礎地盤不飽和化による液状化対策工法の実証的研究 38

10） 周辺地盤影響の少ない地中拡翼型地盤改良工法のモニタリング・制御方法の開発 39

11） 津波堆積土砂からのがれき分別と土砂の分級による良質な建設材料の有効利用 40

12） がれき残渣の有効活用によるアップサイクルブロックの開発 41

13） コンクリートがらを母材としたCSGの開発 42

14） 戸建住宅･小規模建築用地中熱ヒートポンプシステムの開発 43

15） 住宅の環境負荷を削減する先導的評価および普及技術の開発 44

16） オフィスの知的創造性を高める省エネルギーサーカディアン照明・温熱環境制御手法の開発 45

17）
雨水利用壁面緑化による暑熱環境の改善および省エネルギーの効果を定量化する熱・水収支的
評価技術の開発

46

18）
靭性が高く、軽量で施工がしやすい断熱コンクリートの開発による基礎又は躯体断熱工法の検証
と確立

47

19）
太陽エネルギー利用と蓄電・蓄熱技術を融合した高自立循環型エネルギー供給システムに関す
る技術開発

48

20） 蒸暑期にも有効な超高断熱・高気密住宅（パッシブハウス）に関する技術開発 49

21） 個別送風ファンを用いた次世代省エネ型建築・全館空調システムに関する技術開発 50



22） 戸建住宅における領域統合システム開発 51

23） 二酸化炭素を利用したコンクリートスラッジの再資源化に関する技術開発 52

24） 薄型ＡＬＣパネルのプレカットシステムに関する技術開発 53

25） 改修工事におけるエコ生産のための３次元レーザースキャナーを用いた計測の技術開発 54

26） 建築分野における土の高度利用と新構法の研究・開発 55

27） 安全安心な建物建設に資する配筋検査システムに関する技術開発 56

28） 鉄骨造建築物の安全性向上に資する新自動溶接技術の開発 57

29）
湿式外断熱工法外壁に係る火災安全性能評価基準、及び、燃え拡がりを抑制する施工技術の
開発

58

30） 既存RCフレームに合成接合される枠付き鉄骨ブレースを用いた耐震補強法に関する技術開発 59

31） 中高層建築物の大幅な重量軽減を目的としたプレストレスト集成材床スラブシステムの技術開発 60

32） 新型ボルトにより補強した木造軸組工法の技術開発 61

33） 既存小規模木造住宅の基礎の耐震補強工法の開発 62

34） 地震後の早期運転再開支援システムに関する研究 63

35） 鋼橋・橋台・盛土一体化による老朽橋梁の再生に関する研究 64

36） 高効率誘導電動機の開発 65

37） グリーンＩＴＳの研究開発 66

38） ３次元データを用いた設計、施工、維持管理の高度化に関する研究 67

39） 美しいまちづくりに向けた公共事業の景観創出の効果分析に関する研究 6839） 美しいまちづくりに向けた公共事業の景観創出の効果分析に関する研究 68

40） 社会資本LCAの実用化研究 69

41） 住宅種別に応じたエネルギー消費性能評価法の開発 70

42） 作用・性能の経時変化を考慮した社会資本施設の管理水準の在り方に関する研究 71

43） 物流の効率性と両立した国際輸送保安対策のあり方に関する研究 72

44） 沿岸域の統合的管理による港湾環境の保全・再生に関する研究 73

45） プレート境界の固着状態及びその変化の推定に関する研究 74

46） 測地観測に基づく地殻活動イベントの検知能力に関する研究 75

47） 航空レーザーデータを用いた土地の脆弱性に関する新たな土地被覆分類の研究 76

48） 公共的屋内空間における三次元ＧＩＳデータの基本的仕様と効率的整備方法の開発 77



 

 

（事前評価）【Ｎｏ．１】 

研究開発課題名 

 

マルチオペレーション型スマート電車

標準電車システムの開発 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 大容量蓄電池を搭載した１両完結形の省エネルギー型標準駆動システムを開発する。

標準電車システムは、電化／非電化区間用のアダプタにより、それぞれの電源供給区

分に対応でき、旅客輸送量に応じても、自在に編成構成も可能なため、多様な鉄道路線

へ標準システムを搭載した省エネルギー型鉄道車両の普及を目指して開発を行うもの。

【開発期間：平成２６～２７年度  技術開発費総額：４０６．５百万円】（評価時点）

研究開発の目的 多様な鉄道路線運用に対して、最小で最適なエネルギーで走行可能な標準型の蓄電池

電車の普及と運用により、鉄道事業の運転費（燃料費、電力費）の低減とクリーンな環

境（排気エミッション低減、騒音低減）への貢献を行うもの。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

近年のエネルギーコスト（燃料、電力）の高騰で、鉄道車両へのさらなる省エネルギ

ー化が鉄道事業の重要な課題となっている。本開発による標準型の省エネルギー蓄電池

車両の普及を目指すことで、燃料や電力消費量削減と、環境改善に大きく寄与できる。

【効率性】 

これまでに製作された蓄電池電車における制御技術等を応用することで、効率的に技

術開発を進めることが可能である。 

【有効性】 

回生エネルギーを大容量蓄電池に蓄えることで有効にエネルギー活用でき、省エネル

ギーとなる。また、電車同様のメンテナンスのため、保守の低減も可能である。 

海外鉄道向けについても、標準電車システムとして開発車両を普及することができる。

外部評価の結果 ・鉄道の省エネ化ために蓄電池を用いる方式は試みられてきたが、本課題はさらに標準

化や普及をめざしたもので重要な課題である。 

・汎用性を広げることによる技術的課題、車両コストの低減化について具体的に検討す

ることが必要である。 

・海外展開には、海外鉄道のビジネスモデルとの共通性や相違点を整理する必要がある。

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年７月１０日、平成２５年度鉄道技術開発課題評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 准教授  須田 義大 東京大学 教授 

  中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 

別添２ 

1



 

 

（事前評価）【Ｎｏ．２】 

研究開発課題名 

 

マルチドア対応ホームドアの安全性向

上とトータルコスト低減に向けた技術

開発 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 ２扉、３扉、４扉と扉数の異なる車両に対応可能なマルチドア対応ホームドアを製作

し、安全性の確認・据付工期の短縮技術の確立・リモートメンテナンスの開発を行う。

【開発期間：平成２６～２７年度   技術開発費総額：約６６百万円】（評価時点） 

研究開発の目的 ホームドアは、より安全・安心な鉄道の実現にきわめて有効な設備であるが、扉数の

異なる車両の混在対応、コストの問題等が課題となっている。これらの課題が解決でき

る、マルチドア対応の安全でトータルコストとして低減可能なホームドアを開発し、普

及促進を図ることを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

鉄道の駅について、駅のホームからの転落事故、列車との接触事故が多発しており、

転落事故の防止に効果の高い対策の必要性が高まっている。 

しかしながら、実際にはドア位置、ドア数の相違により既存のホーム柵では対応でき

ない技術的課題がある。そのため、マルチドア対応ホームドアの開発が必要である。 

【効率性】 

従来型のホームドアの知見等を活用することで、効率的にしかも短期間で安全検証並

びに据付工期の短縮技術を確立し、トータルコストの低減達成が期待できる。 

【有効性】 

プラットホームでの転落・接触事故により、列車遅延の要因の一つとなっている。 

より安全・安心な鉄道の実現の為には、ホームドアの設置が重要であるが、その普及

には、マルチドア対応のホームドアが有効である。 

外部評価の結果 ・ドア配置の異なる車両に対するホームドアの開発は重要課題である。 

・ホームドアの普及が進まないのはコスト高のためでもあり、コスト低減に向けた取り

組みとして評価できる。 

・４扉車両時のホーム側のドアに挟まれる可能性など従来型と異なる部分で生ずる危険

な事象について検討が必要である。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年７月１０日、平成２５年度鉄道技術開発課題評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 准教授  須田 義大 東京大学 教授 

  中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．３】 

研究開発課題名 

 

地震時における構造物の共振現象の解

明と走行安全性への影響の研究 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 現地試験等により鉄道構造物の減衰特性を調査し、特に低減衰性による構造物の共振

現象の解明と走行安全性への影響を把握する。また、低減衰による共振が問題となる構

造物を特定するための手法を提案する。 

【開発期間：平成２６～２７年度   技術開発費総額：約１１０百万円】（評価時点）

研究開発の目的 東北地方太平洋沖地震での新幹線脱線の主な原因の１つとして、地震時の構造物の共

振現象が挙げられている。一般な鉄道構造物ではあまり問題とならないが、減衰性が著

しく低い構造物ではこのような共振現象が問題となる。そこで本課題では、地震時にお

ける鉄道の安全性を向上させるために、鉄道橋梁・高架橋において、減衰特性の実態を

把握するとともに、低減衰構造物の共振による増幅特性と車両への影響を解明し、対策

優先順位付けに資する評価法を提示することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

運輸安全委員会鉄道事故調査報告書（H25.2.22）にもあるように、東北地方太平洋沖

地震での新幹線脱線における原因究明結果に基づき、車両の走行安定性上で問題となる

共振現象の解明とそれが生じることが想定される場所を明らかにするための研究を進め

ていくことが望まれる。 

【効率性】 

本課題の実施にあたり、鉄道構造物の減衰特性の実態把握が必要不可欠であり、鉄道

事業者との連携を図りつつ、効率的に実態調査を行う。また、これまで鉄道総研が開発

してきた解析コードをできるだけ活用する。 

【有効性】 

共振による脱線リスクが高い箇所を事前に抽出できるので、対策を効率的に行うこと

が可能であり、鉄道の地震リスクの低減につなげることが可能である。3.11 の地震では

新幹線の復旧が東北地方の復興に大きく寄与したとされており、鉄道の地震時安全性向

上は我が国の地震時のレジリエンス強化に大きく貢献することが期待される。 

外部評価の結果 ・これまで充分明らかにされてない部分の研究であり、重要な課題である。 

・早く基礎的研究の成果を出し、弱点箇所の抽出法を策定し、危険箇所の補修を行うべ

きである。 

・シミュレーション等の計算機で得られる知見と今回の実測で得られる知見の整理をし

てほしい。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年７月１０日、平成２５年度鉄道技術開発課題評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 准教授  須田 義大 東京大学 教授 

 中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．４】 

研究開発課題名 

 

鉄道施設の地震応答を考慮した長周

期・長時間地震動の早期警報の開発  

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 遠地で観測された地震動を用いて対象地点での地震波形を直接的に早期予測する手法

を開発し、その予測地震動を用いた鉄道施設の応答予測手法を開発する。 

【開発期間：平成２６～２８年度   技術開発費総額：約１１０百万円】（評価時点）

研究開発の目的 現行の早期地震警報システムとは異なるロジックを用いた情報量の多い高精度の早期

地震動予測手法を開発することにより、巨大地震時における列車の走行安全性を確保す

る。また鉄道施設の早期応答予測手法を開発することにより、運行のダウンタイム短縮

を図ることを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

現行の早期地震警報システムではP波を利用し、経験則より求めた震源情報に基づき、

警報判断を行うシステムであるため、2011 年東北地震のように破壊規模が極めて大きな

地震に対しては十分に対応できなかった。その問題を解決するためには、現行システム

とはロジックの異なる高精度の早期地震動予測手法を開発することが必要である。また

列車の走行安全性を適切に評価するためには、構造物の応答を考慮した地震動評価を行

う必要がある。 

【効率性】 

地震動や構造物、地盤の専門家と連携を図ることまた議論を重ねることにより、本研

究開発を効率的に実施する。 

【有効性】 

本手法では、対象地点の地震波形を早期予測するため、鉄道施設の地震応答を考慮し

た運転規制および運転再開判断ができ、地震動が著しく大きい場合には鉄道施設の早期

被害予測も可能である。また、駅舎ビルなどの地震後の耐震安全性を判断でき、対象地

点の被害予測結果を避難計画に利用することも可能である。 

今回の研究開発では長周期・長時間地震動を対象としているが、将来的には短周期ま

でを含めた地震波形の早期予測へ発展する可能性がある手法であり、さらなる鉄道の安

全性向上への技術開発が期待される。 

外部評価の結果 ・東日本大震災時の教訓を受けた取り組みとして評価できるが、早く警報を出すという

本来の目的と安全性の向上との関係を整理すべきである。 

・鉄道分野の研究としてこの研究を進めることの重要性、特徴、波及効果を明確にすべ

きである。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年７月１０日、平成２５年度鉄道技術開発課題評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 准教授  須田 義大 東京大学 教授 

 中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．５】 

研究開発課題名 

 

簡易な軌道支持剛性評価手法の開発 担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 本技術開発では、主に道路舗装の施工管理で使用されている FWD(重錘落下試験装置)

を応用して、バラスト軌道の軌道支持剛性を非破壊で簡易に評価できる装置を開発し、

タイタンパー等による軌道補修作業後の力学的な品質管理方法や、経年した軌道部材の

健全度を判定する手法を提案する。 

【開発期間：平成２６～２８年度   技術開発費総額：約９０百万円】（評価時点） 

研究開発の目的 バラスト軌道の支持剛性非破壊で簡易に評価できる装置および評価手法を開発するこ

とによって、主に中小鉄道事業者や地方閑散線区の軌道補修を効率化するとともに、信

頼性や安全性を向上させる。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

鉄道のバラスト軌道は、列車の繰返し荷重によって沈下が生じるため、定期的に線形

を検測し、必要に応じてタイタンパー等によって軌道補修が行われている。軌道補修後

の品質管理は、施工後のレールの仕上り線形によって行われており、バラストの強度や

締固め密度等の力学的な管理は行われておらず、バラストの締固め具合は保線技術者の

技量に依存しているのが現状である。特に、中小鉄道事業者では簡易的な線形計測で軌

道の品質管理を行なっている場合が多く、浮まくらぎや木まくらぎの腐食等、列車の走

行安全性に影響する変状を見逃す恐れがある。したがって、中小鉄道事業者や地方閑散

線区の走行安全性の確保を鑑みると、補修後の力学的な品質管理が必要である。 

【効率性】 

鉄道総研において平成 24年度から実施している小型 FWDを用いてバラスト軌道の支持

剛性を評価する手法の検討結果を活用することにより、本テーマの基礎的な検討は省略

して、平成 26 年度から直ちにプロトタイプの試作に着手することが可能である。また、

複数の鉄道事業者からの要請を受けて現地試験を行っており、各事業者が本テーマの趣

旨をすでに十分に理解していることから、効率的な実施が可能である。 

【有効性】 

バラスト軌道補修の品質管理を補修作業中に簡易に行うことができるため、バラスト

のつき固め不足等の発生頻度を格段に減らすことができる。特に機械化の遅れている中

小鉄道事業者の保線作業の信頼性と安全性が向上するとともに、補修効率の向上によっ

て維持管理コストの低減が期待できる。また、補修品質の人的誤差を減らすことで、将

来の熟練保線技術者の不足に備えることができる。 

外部評価の結果 ・中小鉄道事業者の軌道メンテナンスを向上させる技術として、実施すべき課題である。

・コストダウンの検討が必要である。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年７月１０日、平成２５年度鉄道技術開発課題評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 准教授  須田 義大 東京大学 教授 

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．６】 

研究開発課題名 

 

X 線を用いた経年レールの健全度診断

手法の開発 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 経年レールにおいて目に見えない形で進行し、レール折損や座屈の要因となる転がり

疲労や軸力の複雑化に対して、新しい定量 X線回折や解析法を適用し、これらの現象評

価に特化した装置開発を行う。また、試験材や実物レールの評価を通して、転がり疲労

組織の進展過程の評価手法を提案するとともに、レール軸力に及ぼす影響因子を検討す

る。 

【開発期間：平成２６～２８年度   技術開発費総額：約７０百万円】（評価時点） 

研究開発の目的 経年レールの転がり疲労やレール軸力に対して、新しい定量 X線回折や解析法を利用

した評価法を構築し、効率的なレール使用やレール軸力管理に資することを目的とする。

 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

老朽化が進む施設に使用される部材の維持管理にはメンテナンスが不可欠である。鉄

道にとっての基幹部材であるレールもその例外ではない。しかし、コストダウンを両立

させるにはメンテナンスの適正化が望まれ、それに資する評価手法が必要となる。 

【効率性】 

これまで蓄積してきたノウハウを生かすとともに、モデル化等を活用することで、開

発の効率性を上げる。 

【有効性】 

経年レールの転がり疲労状態やレール発生応力の分布状態を評価できることで、レー

ル寿命延伸や効率的なレール軸力管理が可能になると期待される。また、このことで省

メンテナンス化が可能となる。 

外部評価の結果 ・非接触に評価するという全く新しい取り組みであり、推進すべき課題である。 

・基礎的研究であり、今後どのように活用されるのかを明確にすることが必要である。

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年７月１０日、平成２５年度鉄道技術開発課題評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 准教授  須田 義大 東京大学 教授 

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．７】 

研究開発課題名 

 

高架構造物の常時モニタリング技術の

実用化の研究 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 本研究では、高架構造物の維持管理の定量化および省力化を目的に、センサ類を用い

て高架構造物の重要部位（基礎の不安定化、可動支承不良）の長期的挙動を状態監視す

る常時モニタリング技術の実用化、ならびに異常時の列車運行支援にも役立つ状態監視

手法の実用化を行う。 

【開発期間：平成２６～２７年度   技術開発費総額：約８０百万円】（評価時点） 

研究開発の目的 鉄道高架構造物の維持管理においては、目視を主体とした全般検査を行い健全度の評

価を行っているが、検査員の主観に頼った定性的な健全度評価となっていることから、

高架構造物の維持管理の定量化および省力化を目指し、鉄道の安全性向上を目的とする。

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

既設の鉄道高架構造物には、高経年化したものが多く、維持管理の高精度化、効率化

は喫緊の課題である。現状では目視を主体とした全般検査を行っているが、定性的な健

全度評価ならざるを得ない。したがって、路線上重要となる高架構造物については、健

全度の定量的把握、進行性把握により事前対策へ寄与する状態監視が必要となる。 

【効率性】 

プロトタイプ状態監視システムを制作、現地計測を研究の初段階から実施することで、

実態に即した健全度指標の構築に寄与する。 

【有効性】 

常時状態監視を主目的とするが、地震前後や増水前後の異常時の列車運行支援にも役

立つ状態監視手法の構築を目指す。 

外部評価の結果 ・状態監視は重要な開発課題であり、その実用の先駆けとなることを期待している。 

・エネルギー供給について新たな視点を入れているが、全体システムとしての評価も重

要である。 

・コストダウンの観点からの検討を行い、２年後にはターゲットコストを示してほしい。

・モニタリング機器の耐用年数を考慮したシステム維持の研究が必要である。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年７月１０日、平成２５年度鉄道技術開発課題評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 准教授  須田 義大 東京大学 教授 

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．８】 

研究開発課題名 

 

地域鉄道の運用拡大 フレキシブル運

行システムの開発 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 地域鉄道の利便性を向上するため、乗車予約と待合予約から運行定員になると、車両

と運転員の配車を行い、臨時運行ダイヤを立案するフレキシブル運行システムを開発す

る。 

【開発期間：平成２６～２８年度   技術開発費総額：約１８０百万円】（評価時点）

研究開発の目的 地域鉄道の利用者の利便性を向上。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

本格的な少子高齢化時代を迎える中、地域鉄道は必要不可欠な交通機関であり、高齢

者等の日々の移動を支えている。地域鉄道は、駅の拠点性を活かして、地域の形成・発

展や観光振興に寄与する等、地域の活性化に極めて大きく貢献するよう期待されており、

利便性と輸送効率を向上することが必要となる。 

【効率性】 

鉄道事業者と連携して、フレキシブルダイヤの作成内容及び運行条件を検討して、利

用者の利便性確保と運行コストバランスを検討しながら開発を実施する。また、利用者

へのアンケートも行いフレキシブル運行システムの利便性についてもアンケートを行

い、地方鉄道の客先ニーズにあった開発を効率的に実施する。 

【有効性】 

フレキシブル運行システムでは利用客の待ち時間の範囲も確認しながら運行する。人

数が揃えば運行されることでバスとの連携やイベントなどでも集客が可能となり、利便

性を向上し利用者が増加する。 

外部評価の結果 ・地域鉄道の利用者の利便性を向上させる技術開発として注目する点もあるが、現状の

鉄道システムとの整合性や、実現可能性について十分に事前調査が望まれる。 

・フレキシブルであることのメリットとデメリットを再検討する必要がある。特に、利

用者の側にたって使い勝手の良いシステムとすべきである。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年７月１０日、平成２５年度鉄道技術開発課題評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 准教授  須田 義大 東京大学 教授 

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．９】 

研究開発課題名 

 

新たに開発中の昇降式ホーム柵に係る

支障物検知機能の向上と乗務員運用支

援装置の開発 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 現在開発を進めている昇降式ホーム柵において、ホーム柵開口部の支障物を検知する

センサ機能の向上と、車上と地上間を連動させて柵の開閉を制御する機器の開発を行う

とともに、実運用に向けた安全性・信頼性の評価を行う。 

【開発期間：平成２６年度   技術開発費総額：約３０百万円】（評価時点） 

研究開発の目的 ・昇降式ホーム柵のロープ下部の隙間から線路側への「くぐり抜け」「転落」を検出する

センサの開発。 

・さまざまな編成長・車種が混在する運用時に必要なインターロック制御を行うための

列車を識別するセンサの開発。 

・乗務員の手動操作に変わる手段として、センサによる人の動作把握や簡易リモコン等

の乗務員操作を支援する装置の検討・開発。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

開発中の車両毎のドア枚数が 3枚・4枚のいずれの場合にも対応可能な新たな方式の

ホーム柵を実用化するために、従来方式と同等の安全レベルの確保と適切に運用できる

機能が必要であることから、開口部の更なる安全対策のための支障物検知機能の向上と

乗務員運用支援装置の開発が必要である。 

【効率性】 

既に着手している技術開発の成果や基本機能を確認するための試行運用の評価等を

活用することで、昇降式ホーム柵の実現へ向け効率的に開発を進めることが可能であ

る。 

【有効性】 

本研究開発の成果は開発中のホーム柵の実用化だけでなく、従来方式のホーム柵やホ

ーム柵を設置しない場合の転落検知等にも展開することが可能であり、ホームの安全性

をより一層向上させることにつながる。 

外部評価の結果 ・多客、高頻度運転区間も想定した技術開発として重要な課題であるが、多客、高頻度

運転区間における問題点と対策を検証する必要がある。 

・昇降方式、ロープ方式の安全性の十分な検証が重要である。 

・ホームドアの普及が進まないのはコスト高のためであるから、安くて設置工事期間を

短くする技術を開発すべきである。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年７月１０日、平成２５年度鉄道技術開発課題評価委員会） 

委員長 吉本 堅一 東京大学 名誉教授 

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授 河村 篤男 横浜国立大学 教授 

 古関 隆章 東京大学大学院 准教授  須田 義大 東京大学 教授 

 中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１０】 

研究開発課題名 

 

津波防災地域づくりにおける自然・地域
インフラの活用に関する研究 

担当課 

（担当課長名）

国土技術総合政策研究所 
河川研究部海岸研究室 
（部長：鳥居 謙一） 

研究開発の概要 海岸堤防の設計を超過する津波（設計超過津波）に対する砂丘・ラグーンなどの自然イ

ンフラの減災効果及び限界を明らかにし、これらを津波防災地域づくりに活用するための

技術的検討をおこなう。 

【研究期間：平成２６～２８年度   研究費総額：約１０３百万円】（評価時点） 

研究開発の目的 海岸周辺に既に存在する自然地形（砂丘・ラグーン等）や歴史的地物（水路・塚・鎮守

の森・干拓堤等）を津波に対する減災効果を有する自然インフラととらえ、その減災効果

と効果の発揮限界等を明らかにすること、及び、それらの効果を向上させるための改良方

法と継続的な保全方法を検討することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

南海トラフを震源とする地震の発生の切迫性が増しており、津波が来襲する沿岸におい

て、避難時間の短い沿岸部の避難に貢献できる迅速かつ現実的な方策を提示することが必

要。一方、復興が進む東北地方の沿岸部においても、自然環境と共存した持続性の高い地

域づくりが必要。 

【効率性】 

既存の自然インフラを活用することにより安い整備費用と短い整備期間で効率的に地

域の粘り強さを確保することができる。また、自然インフラの中には地域のコミュニティ

や企業によって維持管理・強化されてきたものも多いため、それらを支援できれば、国・

自治体の財政負担を増大させずに効率的に減災機能を持続することができる。 

【有効性】 

沿岸約６００市町村における津波防災地域づくりを推進させることができる。減災効

果、破壊限界・耐力、悪影響を評価するという手順は、自然インフラの効果を津波防災地

域づくりに反映させる際の共通の枠組みとして、その他の地域特有な自然インフラについ

ても応用できる。身近な地域の地物が評価対象となることで、津波防災地域づくりへの住

民の参加意識を向上させる効果も期待できる。また、これまで個々の目的に従って整備さ

れてきた農地、湿地等の制度を、津波防災地域づくりを共通軸として見直していくことに

もつながるため、一地域のみならず国土全体の計画に波及する。 

外部評価の結果 海岸堤防の設計を超過する津波（設計超過津波）に対する砂丘・ラグーンなどの自然イ

ンフラの減災効果及び限界を明らかにし、これらを津波防災地域づくりに活用するための

技術的検討をおこなう重要な研究であり、国土技術政策総合研究所において実施すべきと

評価する。 

 なお、研究の実施にあたっては、自然インフラの定義を明確にすることや、自然インフ

ラに特有の個別条件、環境の違い等について、必要に応じて分類を行った上で、一般化を

図ることに留意して進められたい。 

 
＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 25 年 7 月 18 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会(第一部会)）

主査 古米 弘明 東京大学大学院教授 

委員 岡本 直久 筑波大学准教授         高野 伸栄 北海道大学准教授 

   野城 智也 東京大学生産技術研究所教授   山内 弘隆 一橋大学教授 

 

※詳細は、国土技術政策総合研究所HP>国総研について>研究評価>評価委員会報告>平成25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１１】 

研究開発課題名 

 

リスクマネジメントの観点を組み込んだ

維持管理の持続性向上手法に関する研究 
担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 
総合技術政策研究センター 
（研究総務官 藤田光一） 

研究開発の概要 我が国の社会資本ストックは、高度経済成長期などに集中的に整備され、今後、急速に

老朽化することが懸念されている。そのため、予防保全の考え方に立ち適確に対処し長寿

命化を図る戦略的な維持管理が強く求められている。これまで国総研では、各分野（道路、

下水等）での戦略的な維持管理に向けた取組み（施設の性状把握、データベースの構築・

活用、維持管理計画の策定、人的・予算的制約への対応）の進捗状況の把握と、今後進め

ていくべき研究課題の検討を行ってきた。しかしながら、各分野が共通して抱える、維持

管理の持続性の観点と、維持管理で対応困難なリスクとの遭遇の観点からの検討が不足し

ていた。そこで、本研究ではアセットマネジメントシステムの国際規格である ISO5500X

の案を参考に、維持管理の評価軸に持続性とリスクマネジメントの観点を取り入れ、各分

野及び各管理者の維持管理の取組みを改善する手法を構築することにより、実効性のある

維持管理の確保に貢献する。 

【研究期間：平成２６～２７年度   研究費総額：約４０百万円】（評価時点） 

研究開発の目的 維持管理の評価軸に持続性の観点を取り入れることにより、各分野の取組みの実効上の

問題点や改善点を明確にし、その成果は維持管理要領の改訂等に反映させる。 

また、維持管理の評価軸にリスクマネジメントの観点を取り入れることにより、長寿命

化対策や補修にとどまらず、施設の使用制限、廃棄や取り壊し、あるいは設計上での対応

（点検や補強対策の行い易い構造形式、冗長性など）や防災・減災の考え方に資する等の

幅広い選択肢が見えるようにする。その成果は、各分野の維持管理要領、設計基準及び指

針の改訂等に反映させる。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

社整審・交通審中間答申において、維持管理・更新を合理的かつシステマティック（体

系的・規則的）に行うため維持管理の体系化が求められている。各分野に共通のフレーム

ワークと簡便な評価ツールを作成し、維持管理の評価軸の主たる部分に持続性やリスクマ

ネジメントの観点を位置付けることによって、要求にかなった維持管理業務の体系化が可

能となる。また、ISO5500X の視点（良い所）を社会資本の運営管理に具体的に取り入れる

手法を示唆する点において新規性があり、必要性が高い。 

【効率性】 

各分野の維持管理に関する政策・技術動向を集約し、研究成果の分野間共有や成果の横

断的フィードバックを図るため、国総研のストックマネジメント研究会を強化した体制で

効率的に取り組むこととする。 

また、ISO5500X の案が平成 24 年度に文書化され、あるべき維持管理体系のチェックリ

ストとして有効に活用できる環境が整った。 

【有効性】 

維持管理の持続性や維持管理のリスクなどを踏まえて、維持管理要領や強靭な社会資本

を造るための設計基準・指針の改訂等が可能になると考えられる。 

外部評価の結果 維持管理に関する実効上の問題点や改善点を明確にし、各分野及び各管理者の維持管理

の取組みを改善する手法を構築する重要な研究であり、国土技術政策総合研究所において

実施すべきと評価する。 

 なお、研究の実施にあたっては、研究計画・内容について具体性を深めたうえで研究を

進められたい。 また、リスクマネジメントの観点から、どのようなリスクを対象とする

のか明確にした上で研究を進められたい。 

 
＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 25 年 7 月 18 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会(第一部会)）

主査 古米 弘明 東京大学大学院教授 

委員 岡本 直久 筑波大学准教授         高野 伸栄 北海道大学准教授 

   野城 智也 東京大学生産技術研究所教授   山内 弘隆 一橋大学教授 

 

※詳細は、国土技術政策総合研究所HP>国総研について>研究評価>評価委員会報告>平成25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１２】 

研究開発課題名 

 

巨大地震に対する中低層建築物の地震被

害軽減技術に関する研究 
担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 
建築研究部構造基準研究室 
（室長：小豆畑 達哉） 

研究開発の概要 現行の建築基準法令では、巨大地震による震度６弱以上の揺れに対し、人命の安全確保を

目的とした最低限の耐震基準が設けられている。これにより建築物の倒壊は避けられるもの

の、ひび割れ等の損傷は許容されるため、地震後に取り壊しとなる被害に至る場合もあり得

る。一方、巨大地震による被災からの迅速な復興という観点からは、建築物の継続利用を可

能とする範囲に被害を軽減できる耐震技術の確立が求められる。このような技術により、巨

大地震が生じたとしても、建物利用者の速やかな社会活動の復帰が可能となる。本研究では、

建築物の多くを占め、また、建築基準法令の構造基準に準拠して設計されていることがほと

んどである中低層建築物を対象に、使用材料や基礎構造と上部構造のバランス等の工夫を加

えることで、効率的に中低層建築物の地震被害を軽減させる耐震技術の研究を行う。 

【研究期間：平成２６～２８年度   研究費総額：約４９百万円】（評価時点） 

研究開発の目的 2011 年東北地方太平洋沖地震等での過去の被害事例の分析から、中低層建築物の地震後の

継続利用を損ねる代表的な被害パターンとして、鉄筋コンクリート造の二次壁のせん断ひび

割れと杭の被害による建築物の傾斜が挙げられている。そこで、本研究では、鉄筋コンクリ

ート造における二次壁の損傷抑制技術と基礎構造と上部構造のバランスを考慮した建築物の

耐震設計技術について研究を行うとともに、「巨大地震に対する地震被害軽減のための技術ガ

イドライン」を取りまとめ、これにより当該技術の普及と関係する技術基準の適用方法の合

理化を図ることを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 以下を実現するために本研究が必要とされている 

・震度６弱以上の強い揺れに対し迅速な社会復興を可能とするための建築物の地震被害軽減

技術 

・国土強靭化につなげるべく、上記地震被害軽減技術を一般化するための技術ガイドライン

の作成と、関係する技術基準の適用方法の合理化 

 

【効率性】 

 本研究の目標とする成果に関連する繊維補強コンクリートのメーカー等の民間会社、大学、

(社)日本建築学会、(独)建築研究所、(社)日本建築構造技術者協会等と、サブテーマに応じ

て連携し、効率的な研究を実施する。 

 

【有効性】 

 中低層建築物の地震被害軽減技術の技術ガイドラインの周知と、これらを成立させる繊維

補強コンクリートや設計用地震力評価方法等に関係する技術基準の適用方法の合理化、明確

化により、これら技術の一般化と普及に繋がることが見込まれる。 

外部評価の結果  鉄筋コンクリート造における二次壁の損傷抑制技術及び基礎構造と上部構造のバランスを

考慮した建築物の耐震設計技術について検討を行う重要な研究であり、国土技術政策総合研

究所において実施すべきと評価する。 

 なお、研究の実施にあたっては、国総研の役割を明確にした上で、設計思想全体を明確す

ることや、政策やコストを含めた実用化に向けた課題にも留意し、進められたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 25 年 7 月 26 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会（第二部会） 

主査 野城 智也 東京大学生産技術研究所教授 
委員 伊香賀俊治 慶応義塾大学教授       大村謙二郎 筑波大学名誉教授 
   長谷見雄二 早稲田大学教授              (財)住宅保証機構理事長 

芳村 学  首都大学東京教授             ＧＫ大村都市計画研究室代表 
   岡本 直久 筑波大学准教授        佐藤 尚次 中央大学教授 
 
※詳細は、国土技術政策総合研究所HP>国総研について>研究評価>評価委員会報告>平成25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１３】 

研究開発課題名 

 

都市の計画的な縮退・再編のための維持

管理技術及び立地評定技術の開発 
担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

都市研究部 

（都市研究部長：金子 弘）

研究開発の概要 人口の減少と急速な高齢化の進行、産業構造の変化、厳しい財政状況化での行政サービ

スコストの増大等、都市をめぐる社会経済環境の大きな変化に対応し、都市の再構築を図

りつつ、集約型都市構造への転換が必要となっている。一方、拡散した郊外市街地の計画

的な縮退・再編のための計画、維持管理技術のほか、都市の再構築にも効果のある新技術

や新産業が市街地に立地した場合の都市環境の評定技術は確立されていない。このため、

本技術開発では、①郊外市街地の縮退・再編のための計画、維持管理技術の開発、②新技

術・新産業立地の環境評定技術について開発を行う。 

【研究期間：平成２６～２８年度   研究費総額：約９６百万円】（評価時点） 

研究開発の目的 都市の再構築を図りつつ、集約型都市構造に転換していくため、郊外市街地における縮

退・再編エリアの客観的な評価・選定手法及び計画的な縮退・再編の段階に応じた市街地

の維持管理技術の開発を行うとともに、都市の集約化を進める上で街なかや郊外の跡地活

用において新技術や新産業を適切に受け入れるために必要となる立地評定技術の開発を

推進する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

将来にわたり持続させることが困難な郊外市街地において、居住者の理解を得ながら縮

退・再編エリアの選定を行うための評価技術とともに、縮退後の土地利用の混乱や都市問

題の発生を抑制するための市街地の維持管理技術が必要である。また、都市の再構築に有

効な新たな形態の生産・サービス活動が街なかや郊外の跡地活用において適切に立地でき

るように、用途地域制度の合理的かつフレキシブルな運用が可能となるための立地評定技

術が必要である。 

 

【効率性】 

集約型都市構造への転換という国の政策と、建築基準法等の法令の運用改善に資するこ

とを目標とした研究であるため、国の研究機関において検討を行うことが効率的である。

また、開発済の都市構造予測モデル等の活用により効率的な技術開発が可能である。さら

に、本省関連部局や地方公共団体等と連携・調整するとともに、地域的実態に関する研究

蓄積を有する大学、既存技術を有する民間企業、実験を担う（独）建築研究所とも連携す

ることにより、研究の効率的・合理的な実施を図る。 

 

【有効性】 

市街地の縮退に関する具体の計画管理手法の研究はなされておらず、用途地域制度の制

度改善につながる研究でもあることから、本研究の成果が国の技術的指針類に反映され、

都市の縮退・再編の取組みや市街地への新技術導入に向けた地方公共団体の取り組みを支

援することにより、集約型都市構造への転換に寄与する。 

外部評価の結果  郊外市街地の縮退・再編のための計画、維持管理技術の開発、新技術・新産業立地の環

境評定技術について開発を行う重要な研究であり、国土技術政策総合研究所において実施

すべきと評価する。 

 なお、研究の実施にあたっては、「郊外市街地の計画、維持管理技術の開発」と「新産

業の立地評定技術の開発」との関連性を明確にした上で、進められたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 25 年 7 月 26 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会(第二部会)）

主査 野城 智也 東京大学生産技術研究所教授 
委員 伊香賀俊治 慶応義塾大学教授       大村謙二郎 筑波大学名誉教授 
   長谷見雄二 早稲田大学教授              (財)住宅保証機構理事長 

芳村 学  首都大学東京教授             ＧＫ大村都市計画研究室代表 
   岡本 直久 筑波大学准教授        佐藤 尚次 中央大学教授 

 

※詳細は、国土技術政策総合研究所HP>国総研について>研究評価>評価委員会報告>平成25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１４】 

研究開発課題名 住生活満足度の評価構造に基づく 

住宅施策の効果的実施手法に関する研究

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

住宅研究部住環境計画研究室

（室長：長谷川 洋） 

研究開発の概要 住生活基本計画では「豊かな住生活の実現」が大目標の一つに掲げられている。この目

標達成に向けて住宅政策の取組を行っていくことになるが、昨今の財政状況を踏まえる

と、選択と集中に基づき、効果的な施策を重点的に実施することが不可欠である。しかし、

国民が「住生活の豊かさ」をどのような意識構造で、どのように評価しているかについて

は十分解明されておらず、現行の住生活基本計画の成果指標も住宅単体のハード指標に偏

っているなど、住生活の豊かさに係る指標や施策評価のしくみが確立していない。 

このため本研究は、多様な世帯属性ごとの住生活の豊かさに対する満足度（以下「住生

活満足度」という。）の評価構造を解明し、住生活満足度を規定する指標及びその計測手

法の開発並びに指標を用いた効果的な住宅施策の実施手法及び評価手法を開発するもの

である。【研究期間：平成２６～２８年度   研究費総額：約５０百万円】（評価時点）

研究開発の目的 国民の住生活ニーズの多様化・高度化するなかで、豊かな住生活の実現に向けた効果的

な施策の実施が求められていることから、本研究では、①世帯の主観に基づく住生活満足

度とそれを規定する住生活資源の実態の関係から、多様な世帯属性ごとの住生活満足度の

評価構造を解明し、②住生活満足度を規定する指標とその計測方法を開発する。また、こ

れらを踏まえ、③住生活満足度を効果的に高めるための指標の改善量の推計手法及び特定

施策の実施による住生活満足度の向上効果の評価手法を開発する。これらの研究成果の普

及を通じて、住生活基本計画の内容拡充など住生活満足度を効果的に高める施策の立案や

評価を合理的に行い、もって国民の住生活満足度の向上に資することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 住生活基本法に基づく住生活基本計画において「豊かな住生活の実現」が大目標に掲げ

られており、また、「経済財政運営と改革の基本方針について（平成 25 年 6 月 14 日・閣

議決定）」では政策の「実効性あるＰＤＣＡの実行」が重点的取組に掲げられている。こ

うした目標の達成に向けては、住生活満足度を規定する成果指標の開発と、指標を用いた

効果的な住宅施策の実施及び評価手法を開発する本研究が必要である。 

【効率性】 

 昨今の財政状況を踏まえると、選択と集中に基づき、効果的な施策を重点的に実施する

ことが不可欠となっているなかで、本研究の実施により、多様な世帯属性ごとの住生活満

足度を効果的に高めることのできる住宅施策の立案及び評価を合理的に行うことが可能

となり、その便益は研究費よりも格段に大きいと予想される。なお、研究の実施にあたっ

ては、本省、地方公共団体、自治会、大学研究室等と連携して効率的に進める。 

【有効性】 

 本研究により、国民の住生活満足度を効果的に高める施策の立案や評価を合理的に行う

ことが可能となる。また、住生活基本計画の成果指標の見直し、指標の目標値の合理的設

定、住宅関連統計調査の調査項目の適切な見直しが可能となる。 

外部評価の結果 多様な世帯属性ごとの住生活の豊かさに対する満足度（住生活満足度）の評価構造を解

明し、住生活満足度を規定する指標を用いた効果的な住宅施策の実施手法を開発する重要

な研究であり、国土技術政策総合研究所において実施すべきと評価する。 
なお、研究の実施にあたっては、調査結果の客観性に十分配慮しつつ、系統的・継続的な
調査の必要性に留意しつつ、進められたい。 

 
＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 25 年 7 月 26 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会（第二部会）

主査 野城 智也 東京大学生産技術研究所教授 
委員 伊香賀俊治 慶応義塾大学教授       大村謙二郎 筑波大学名誉教授 
   長谷見雄二 早稲田大学教授              (財)住宅保証機構理事長 

芳村 学  首都大学東京教授             ＧＫ大村都市計画研究室代表 
   岡本 直久 筑波大学准教授        佐藤 尚次 中央大学教授 
 
※詳細は、国土技術政策総合研究所HP>国総研について>研究評価>評価委員会報告>平成25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１５】 

研究開発課題名 

 

地震時の市街地火災等に対する都市の脆
弱部分及び防災対策効果の評価に関する
研究 

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 
都市研究部・総合技術政策研究センター
（都市研究部長：金子 弘）

研究開発の概要 大地震時に市街地大火等により危険性が高いと想定される密集市街地に対し、国は住生活

基本計画において「地震時等に著しく危険な密集市街地」（197地区･5,745ha）に指定して

おり、その早急な解消に向けた防災対策の推進が必要である。一方、市街地の状況（建築物・

敷地・道路・地形・避難経路等）によっては防災面での脆弱部分の想定が不十分との指摘等

もあり、今後は住生活基本計画の中間見直し（平成 28年度）に向け、これまでより精密に

防災性を技術的に検証し、防災性の評価基準を改善して効果的に対策を進める必要がある。

そこで本研究では、これまで想定しなかった建築物や市街地の事象や変化に対応し、脆

弱地域の範囲、起因する条件、影響の程度等を検証し、それらに基づいて評価基準の改善

案を提案する。また、なお残る危険な密集市街地に対しては、新たに想定される事象を含

めた防災対策を適切に評価・検証し、迅速・効果的な防災対策を提案する。 

【研究期間：平成２６～２８年度   研究費総額：約３９百万円】（評価時点） 

研究開発の目的 市街地の諸条件（避難困難性や地形による影響等）を反映した市街地火災と市民の避難に関

わる脆弱部分の検証と対策効果の評価や、建築物等の個別要素（木造建築物の性能向上等）の

延焼への影響や効果の評価を行い、密集市街地の防災上の脆弱部分を解明する。併せて、効果

的な都市整備を中心とした対策案を提言する。さらに、市街地の諸条件による脆弱部分や建築

物等の個別要素による影響を反映させて、密集市街地の防災性評価基準の改善を提案する。

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

「地震時等に著しく危険な密集市街地」の期間内の解消に向けて、早急な対策の検討を

要する。また、平成 28 年度中に予定される住生活基本計画の中間見直しに向けても、技

術的な検証と評価基準の改善が必要である。 

 

【効率性】 

これまで総プロ等で得られた成果を有効に活用し、本研究の目的に沿って品質性能の向上を図る。

その際、密集市街地の整備を所管する本省都市局・住宅局の関係課と一体になって行政ニーズを取り

入れつつ進める。研究上の重要な課題については、最先端の技術・知見を有する研究機関や、研究成

果の活用が想定される地方公共団体と連係して研究を進め、プログラミングやデータ作成は民間企業

等の創意工夫を生かす。各主体の強みや得意分野を最大限に活かし効率的な研究推進体制を構築する。

 

【有効性】 

市街地を三次元として捉えて防災性能を評価する手法による検討結果を、防災面での脆弱部分

に関する評価基準や効果的な対策の案に反映して提示することにより、防災都市づくり計画策定

指針等の技術指針に的確に反映できる。当該指針等に基づく公共団体の防災都市づくりは個別の

住宅建築物単位でも実施可能な対策とするため、現状（脆弱性）の把握と個別の改善努力が視覚

的に理解でき、大地震時の市街地火災等に対する市民の安全・安心感の醸成にも有効である。 

外部評価の結果  密集市街地の防災上の脆弱部分を解明し、効果的な都市整備を中心とした対策案の提

言、密集市街地の防災性評価基準の改善を提案する重要な研究であり、国土技術政策総合

研究所において実施すべきと評価する。 

 なお、研究の実施にあたっては、過去の研究成果も十分に踏まえ、解明すべき部分に研

究範囲を絞り、効率性に留意して進められたい。また、シミュレータの高度化を進めるだ

けでなく、地方自治体等でさらに活用されるよう普及面にも留意して進められたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 25 年 7 月 26 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会(第二部会）

主査 野城 智也 東京大学生産技術研究所教授 
委員 伊香賀俊治 慶応義塾大学教授       長谷見雄二 早稲田大学教授 

芳村 学  首都大学東京教授        
   岡本 直久 筑波大学准教授        佐藤 尚次 中央大学教授 

 

※詳細は、国土技術政策総合研究所HP>国総研について>研究評価>評価委員会報告>平成25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１６】 

研究開発課題名 

 

非構造部材の安全性評価手法の研究 

 

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 
道路研究部 道路構造物管理研究室
（室長：玉越 隆史） 

研究開発の概要 笹子トンネル天井板落下事故でも認識されたように主たる構造以外の部材（非構造部

材）等、一般材料以外の材料は、安全余裕の程度などの要求性能の考え方が明確化されて

おらず、統一的な設計規範がない。また、定量的な審査基準もない。そのため、これらの

材料・構造については、定量的なリスクの見積もりや、具体的なリスクの低減・回避のた

めの定量的な検討が困難である。 

 本研究では、国民への調和のとれた安全性能の保証、性能の説明性確保・向上のため、

これら一般材料・構造以外の材料・構造について、第三者被害の防止などの普遍的な観点

から要求すべき安全性能の考え方、安全率の設定の考え方、安全率設定方法を整理し、設

計規範の確立（要求性能の明確化）を目指す。 

 

【研究期間：平成２６～２７年度   研究費総額：約５０百万円】（評価時点） 

研究開発の目的 設計規範がない一般材料・構造以外の材料・構造について、要求すべき安全性能の考え

方、安全率の設定の考え方、安全率設定方法を整理し、設計規範を確立し、国民への調和

のとれた安全性能の保証、性能の説明性確保・向上を達成する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

一般材料・構造以外の材料・構造は、要求性能が明確化されておらず、統一的な設計規

範がない。国民への調和のとれた安全性能の保証、性能の説明性確保・向上のため、設計

規範を確立する必要がある。 

【効率性】 

現在、道路橋設計基準の部分係数化を進めつつあり、道路橋の新設設計における要求性

能の信頼性水準評価技術の確立のための研究を行っている。 

 非構造部材や各種土木・建築資産が具備すべき第三者被害防止等の為の性能およびその

信頼性評価手法には共通する点も多いと考えられ、これと並行して実施することが双方の

整合性担保の観点からも効率的である。 

【有効性】 

道路分野において先行して設計規範を確立することにより、これを基礎とし、各分野で

調和のとれた説明性のある設計規範が確立されることが期待される。このことは、国民へ

の調和のとれた安全性能の保証、性能の説明性確保・向上を達成する上で広く寄与する。

外部評価の結果 設計規範がない非構造部材について、安全性能の保証、性能の説明性の確保・向上のた

め、設計規範を確立するための重要な研究であり、国土技術政策総合研究所において実施

すべきと評価する。 

 なお、研究の実施にあたっては、研究課題と目的、内容との整合性に留意しつつ、研究

課題名が適切であるか検討した上で、効率性・有効性について適宜改善しながら研究を進

められたい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成25年12月12日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会(第一部会)）
主査 古米 弘明 東京大学大学院教授 
委員 岡本 直久 筑波大学准教授     寶  馨  京都大学理事補 

執印 康裕 宇都宮大学教授           京都大学防災研究所教授 
高野 伸栄 北海道大学准教授    大村謙二郎 筑波大学名誉教授 
西村 修  東北大学教授           (一財)住宅保証支援機構理事長
                       ＧＫ大村都市計画研究室代表 

※ 詳細は、国土技術政策総合研究所HP>国総研について>研究評価>評価委員会報告>平成25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定）。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１７】                             

研究開発課題名 

 

空港舗装の点検・補修技術の高度化に

関する研究 

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

空港研究部空港施工システム室

（室長：中島 晋） 

研究開発の概要 空港においては、近年の航空機重量の増加、空港の運用時間の延長により、空港舗装の損

傷リスクが増大する一方で、維持管理の作業時間の確保が難しくなってきており、適切な点

検・補修に支障を来す恐れがある。 

このため、本研究では、①新たな計測技術を活用した、面的に短時間で効率的・効果的な

点検手法の検討・提案とともに、②新たな補修技術を活用した、短時間で施工可能な補修方

法の適用性評価・提案する。 

【研究期間：平成２６～２８年度   研究費総額：約２０百万円】 

研究開発の目的 近年の航空機重量の増加、空港の運用時間の延長により、空港舗装の損傷リスクが増大す

る一方で、維持管理の作業時間の確保が難しくなってきており、限られた時間での適切な点

検・補修を実施するため、面的かつ効率的な空港舗装の点検方法の開発とともに、早期補修

方法を検討する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 空港舗装は滑走路など空港の根幹を成す重要な施設であるが、近年空港運用時間の延長傾

向に伴い維持管理の作業時間確保が難しくなってきていること、新型航空機による空港舗装

へ対する荷重条件が厳しくなってきており、適切な点検・補修に支障を来す恐れがある。こ

のような中、空港舗装の点検・補修の確実な実施のため、面的点検や新材料による補修によ

る作業の時間短縮、精度の向上のための点検・補修技術の高度化が必要である。 

 

【効率性】 

 本研究は、空港土木施設管理規程等の規程類等への反映に資することを目的とした研究で

あるため、国が主体となり検討を行うことが効率的である。また、本省、地方航空局、地方

整備局、空港会社等との既存会議体を活用することで、検討内容について点検・補修の現場

部署への確認・情報交換を行いながら効率的・効果的に取り組むとともに、近隣にある独法

の施設を活用することで屋外試験も合理的・効率的に実施できる。 

 

【有効性】 

面的・効率的な点検技術により、点検時間の短縮、作業効率・精度の向上が期待されるとと

もに、新材料による補修により補修時間の短縮が期待される。 

もって空港舗装の維持管理に対する社会的要請に応え、空港サービスの向上に資することが

できる。 

外部評価の結果 本研究は、空港の運用時間の延長傾向に伴い維持管理時間の確保が難しくなってきている

なかで、空港舗装に対応した点検・補修に関する重要な研究であり、国土技術政策総合研究

所において実施すべきと評価する。 

なお、実施にあたっては、国内の舗装技術や他国の事例なども参考にするとともに、研究

成果の普及活用などにも留意して進められたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 25 年 7 月 26 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会） 

主査 柴山 知也 早稲田大学教授 

委員 喜多 秀行 神戸大学教授   中野 晋  徳島大学教授 

窪田 陽一 埼玉大学教授   兵藤 哲朗 東京海洋大学教授 

佐藤 尚次 中央大学教授   山内 弘隆 一橋大学教授 

岡本 直久 筑波大学准教授   伊香賀俊治 慶応技術大学教授 

 

 

※詳細は、国土技術政策総合研究所HP>国総研について>国総研の紹介>研究評価>評価委員会報告>平成25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１８】 

研究開発課題名 

 
広域地殻変動データに基づくプレート境

界の固着とすべりのモニタリングシステ

ムの開発 

担当課 

（担当課長名）
国土地理院  

地理地殻活動研究センター 

（センター長：齊藤 隆）  

研究開発の概要 プレート境界の固着とすべりの時・空間変化の推定において、マイクロプレートの運動の影

響を取り入れ、日本の主要なプレート境界全体の解析を行えるようにし、海域の地殻変動デ

ータを取り入れて解析できるように解析手法を改良する。また、それを用いて固着状態を半

自動的に監視するための監視用のシステムを開発する。 

【研究期間：平成２６年度～２８年度   研究費総額：約４９百万円】 

研究開発の目的 巨大地震の余効変動発生下においてもプレート境界の固着とすべりの状態を高精度に監

視できるようにするとともに、それを通して海溝型地震の長期評価の改善に貢献する。

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

プレート境界の固着状態の推定は将来の地震発生の予測に必要不可欠だが、これまでに

開発した手法は、広域的な地殻変動やマイクロプレートの運動の影響が考慮されていな

い他、海溝付近の固着推定の分解能が極めて低いため高精度な推定が困難であることが

明らかになっている。海溝型地震の長期評価への貢献や巨大地震後の大きな余効変動の

影響下において固着状態を精度よく把握するためには、本研究課題によるこれらの問題

点の解決が必要である。  

【効率性】 

国土地理院では、プレート境界の固着状態を効率よく推定する手法およびシステムの開

発を行なってきている。これらの基礎技術に改良を加えることにより、主要なプレート

境界における固着とすべりをより高精度に監視できるシステムを効率的に構築できる。

【有効性】 

主要なプレート境界の固着状態の高精度な推定を実現することにより、将来の地震発生

領域や地震の規模に関する情報が得られるため、長期的な地震発生予測への貢献が期待

できる。 

外部評価の結果 本研究は、プレート境界の固着とすべりの状況について、現状で可能なデータ解釈を

積み上げて、できる限り正しくモニタリングするシステムを作ろうとする非常に重要な

課題であるので推進されたい。なお、実施に当たっては、他機関及び他分野と連携・協

調をより密にやっていただきたい 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年６月１０日、国土地理院研究評価委員会） 

委員長 大森博雄  東京大学名誉教授 

委 員 厳 網林  慶應義塾大学環境情報学部教授 

 大野 邦夫 職業能力開発総合大学校顧問 

 里村 幹夫 神奈川県温泉地学研究所長 

 鹿田 正昭 金沢工業大学環境・建築学部教授 

 島津 弘  立正大学地球環境科学部地理学科教授 

 田部井 隆雄  高知大学教育研究部教授 

     中村 浩美 科学ジャーナリスト 

 日置 幸介 北海道大学理学部教授 

 山本 佳世子  電気通信大学大学院情報システム学研究科准教授 

詳細は、国土地理院 HP＞研究開発＞国土地理院の研究評価を参照 

（http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka-1.html） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．１９】 

研究開発課題名 

 

空中三角測量の全自動化によるオルソ画

像作成の効率化に関する研究 

担当課 

（担当課長名）

国土地理院 

地理地殻活動研究センター 

センター長（齊藤 隆） 

研究開発の概要 自動的に空中写真の歪みを補正して正射変換（オルソ化）するシステムを開発する。そ

のために、同時期の空中写真間の共通点や異なる時期の空中写真の間の共通点を自動的

に取得するシステムや、決められた精度になるまで適切に基準点を取り直して空中三角

測量を自動的に繰り返すシステムを開発する。 

【研究期間：平成２６～２８年度           研究費総額：約 ２３百万円】

研究開発の目的 研究開発終了後数年以内に、国土地理院が所有する過去の空中写真を他の地理空間情報

と重ね合わせて一般国民が自由に利活用できるようにすることを目的とする。そのため、

本研究では、1人の作業者が 1日 500 枚の空中写真をオルソ化できることが可能なシステ

ムを開発する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

地理空間情報活用推進基本計画において、「国及び地方自治体は、（中略）引き続き計画

的に空中写真の撮影を行うとともに、地図に重ね合わせが可能なオルソ画像を整備する」

と記載されており、空中写真をオルソ化したいというニーズに応えた必要性の高い研究

である。 

【効率性】 

本研究により、空中写真のオルソ化にかかる経費と人員が従来手法の 1/10 程度になると

想定され、国土地理院が所有する過去の空中写真のオルソ化が効率的に進展することか

ら、本研究は極めて効率的な研究である。 

【有効性】 

本研究により作成されたシステムを国土地理院内で運用して、過去の空中写真のオルソ

化を行い、電子国土 Web システム等を通じて一般に提供することで、環境、災害調査等

で、行政や一般国民が幅広く利用でき、有効性の高い研究である。 

外部評価の結果 本研究は、膨大な空中写真を効率的にオルソ化するための非常に重要な課題であるの

で推進されたい。画像の提供というのは非常に重要な地理情報の提供であり、その開発

であるという研究の意義は高い。なお、実施に当たっては、他機関及び他分野と連携・

協調をより密にやっていただきたい 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年６月１０日、国土地理院研究評価委員会） 

委員長 大森博雄  東京大学名誉教授 

委 員 厳 網林  慶應義塾大学環境情報学部教授 

 大野 邦夫 職業能力開発総合大学校顧問 

 里村 幹夫 神奈川県温泉地学研究所長 

 鹿田 正昭 金沢工業大学環境・建築学部教授 

 島津 弘  立正大学地球環境科学部地理学科教授 

 田部井 隆雄  高知大学教育研究部教授 

     中村 浩美 科学ジャーナリスト 

 日置 幸介 北海道大学理学部教授 

 山本 佳世子  電気通信大学大学院情報システム学研究科准教授 

詳細は、国土地理院 HP＞研究開発＞国土地理院の研究評価を参照 

（http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka-1.html）  

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．２０】 

研究開発課題名 

 
干渉SAR時系列解析による国土の地盤変動

の時間的推移の面的検出に関する研究 

担当課 

（担当課長名）
国土地理院  

地理地殻活動研究センター  

（センター長：齊藤 隆）  

研究開発の概要 微小な規模で進行する地盤変動の面的検出において、計測の空間密度と精度を劣化させ

る主要な誤差要因となる植生、大気、電離層の影響を低減するための技術開発を行い、

国土の地盤変動の推移の監視に適した干渉 SAR 時系列解析に発展させるとともに、国土

地理院における国土の地盤変動監視で実利用可能な解析システムを構築する。 

【研究期間：平成２６年度～３０年度   研究費総額：約７２百万円】 

研究開発の目的 干渉 SAR 時系列解析により、年間数 mm から数 cm 程度の微小な規模で進行する地盤変動

を、高い空間解像度で網羅的に監視可能とすることで、国内の噴火や地震の危険度予測

に貢献することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

東北地方太平洋沖地震後、噴火や地震の誘発が懸念される中、マグマや断層への歪み

の蓄積に伴って進行する微小な地盤変動を的確に把握し、その発生可能性の評価に繋げ

ることは重要である。しかし、既存の測量技術だけでは、国内にある火山及び内陸活断

層の全てを対象とした監視は困難な状況にある。国土で進行する微小な地盤変動の網羅

的監視のために、高い計測精度で面的に地盤変動を検出できる技術の開発が必要である。

【効率性】 

 先行研究において開発された大気及び電離層の影響低減に関する技術を利活用するこ

とにより、効率的な研究の実施が可能である。また、2013 年度に打ち上げ予定の L バン

ド SAR 衛星「ALOS-2」の実データを利用した効率的な技術開発が可能である。 

【有効性】 

 年間数 mm 程度で進行する微小な地盤変動を面的に計測する実用的な技術が確立し、そ

の時間的推移を網羅的に監視することが可能となるので、地盤変動の推移監視や、それ

に基づく地震及び噴火の発生危険度の予測に有効と期待できる。また、地盤沈下や地滑

り等の様々な地盤変動監視への利活用も期待できる。 

外部評価の結果 本研究は、地盤変動の推移監視には非常に有力な手段となり得る非常に重要な課題で

あり、緊急性も高いので、速やかに成果を上げるべく努力していただきたい。なお、実

施に当たっては、他機関及び他分野と連携・協調をより密にやっていただきたい 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年６月１０日、国土地理院研究評価委員会） 

委員長 大森博雄  東京大学名誉教授 

委 員 厳 網林  慶應義塾大学環境情報学部教授 

 大野 邦夫 職業能力開発総合大学校顧問 

 里村 幹夫 神奈川県温泉地学研究所長 

 鹿田 正昭 金沢工業大学環境・建築学部教授 

 島津 弘  立正大学地球環境科学部地理学科教授 

 田部井 隆雄  高知大学教育研究部教授 

     中村 浩美 科学ジャーナリスト 

 日置 幸介 北海道大学理学部教授 

 山本 佳世子  電気通信大学大学院情報システム学研究科准教授 

詳細は、国土地理院 HP＞研究開発＞国土地理院の研究評価を参照 

（http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka-1.html） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．２１】 

研究開発課題名 

 

GNSS による地殻変動推定における時間

分解能向上のための技術開発 

担当課 

（担当課長名）

国土地理院 

地理地殻活動研究センター 

（センター長：齊藤 隆） 

研究開発の概要 GNSS 解析技術を高度化し、過去の地震や火山活動に関して、時間分解能 5分程度で 5mm

程度の地殻変動情報を抽出する技術を開発するとともに、地殻変動の監視において、火

山活動時のマグマの状態等を適時的に推定するシステムのプロトタイプを開発する。 

【研究期間：平成２６～２８年度     研究費総額：約 ２１百万円】 

研究開発の目的 過去の地震や火山活動に伴う地殻変動を細かい時間分解能で抽出する技術を開発するこ

とで、地震発生や火山噴火に至る過程のメカニズムの理解に寄与すること、また、その

技術を発展させ、準リアルタイムでマグマの状態を推定するシステムを開発することで、

火山活動の推移等の監視に寄与することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

地震や火山噴火による被害軽減のためには、過去の地震や火山噴火の発生に至る過程を

理解するとともに、地殻活動の現況を迅速に把握することが必要である。そのためには、

地震前後や火山活動時において数十分から数時間で生じる数cm程度の地殻変動の推移全

体を明らかにする必要があり、時間分解能 5 分程度で 5mm 程度の地殻変動情報が必要で

ある。また、火山活動時に急激に変化するマグマの状態を適時的に把握するためには、1

時間程度の遅れでマグマの状態変化を推定するシステムの開発が必要である。 

【効率性】 

先行研究により、時間分解能が 1日の GNSS 解析に対して誤差軽減手法やマグマ状態の地

殻変動からの推定技術が開発されている。これらの技術をもとに、より細かい時間分解

能の GNSS 解析に適用する手法を開発することで本目標の達成を効率的に実施できる。 

【有効性】 

本成果を適用して得られる地殻情報を用いることで地震等の発生モデルの精密化が可能

となり、将来の活動予測など防災対策が推進される。また、火山活動の活発化時におい

て、従来半日程度を要するマグマ状態の推定が 1 時間程度で可能となることで、噴火の

兆候などの推移予測等に重要な情報を火山噴火予知連等に速やかに提供することがで

き、迅速な避難指示等への活用が期待される。 

外部評価の結果 本研究は、地震活動の推移等の監視にも非常に有用な手段になる重要な課題であり、

緊急性も高いので、速やかに成果を上げるべく努力していただきたい。なお、実施に当

たっては、他機関及び他分野と連携・協調をより密にやっていただきたい 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２５年６月１０日、国土地理院研究評価委員会） 

委員長 大森博雄  東京大学名誉教授 

委 員 厳 網林  慶應義塾大学教授 

 大野 邦夫 職業能力開発総合大学校顧問 

 里村 幹夫 神奈川県温泉地学研究所長 

 鹿田 正昭 金沢工業大学環境・建築学部教授 

 島津 弘  立正大学地球環境科学部地理学科教授 

 田部井 隆雄  高知大学教育研究部教授 

     中村 浩美 科学ジャーナリスト 

 日置 幸介 北海道大学理学部教授 

 山本 佳世子  電気通信大学大学院情報システム学研究科准教授 

詳細は、国土地理院 HP＞研究開発＞国土地理院の研究評価を参照 

（http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka-1.html） 

※研究費総額は現時点の予定であり、今後変わりうるものである。 
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（事前評価）【Ｎｏ．２２～２４】

制度の概要 建設技術研究開発助成制度は、研究者から課題を公募し、複数の候補の中から優れ

た研究開発課題を競争的に採択し、補助金を交付する制度である。採択にあたっては

外部専門家による評価を実施する。 

担当課 

（担当課長名） 

大臣官房技術調査課  

（課長：田村 秀夫） 

研究開発課題名 研究開発概要 評価※注） 

状態可視化点検および構造

応答発電センシングによる

診断技術の高度化 

本研究では、構造物の実用的診断技術を構築することを目

指し、目視による点検が困難な部位等の「構造物の状態を

可視化する点検技術の開発」、および、点検間の状態を確

認し将来の劣化予測を可能とするため、無電源環境でも構

造物の状態監視を自律的に行う「構造応答発電を利用した

センシング技術の開発」を行うことにより、点検と監視の

融合による統合的な診断技術の提案・高度化を図る。 
【公募区分：政策課題解決型一般タイプ】 

【研究期間: 平成２５年度 研究費総額 26.26 百万円】 

【交付申請者：東京工業大学 佐々木 栄一】 

新規性）優れている 

実現可能性）優れている 

導入効果・事業化計画）優れている 

ヒアリング評価）良好である 

鋼床版のデッキプレートと

U リブとの溶接部に発生す

る疲労クラックの高精度検

査システムの開発 

橋梁の床版は舗装の下部にあるが、自動車などの輪荷重を

直接受ける構造となっているため、損傷がもっとも激しい

部位の一つである。ここでは、鋼製の床版に発生する疲労

き裂を確実に検出し、精度よく評価するシステムを開発す

る。従来システムに比較して、き裂を早期検出することが

できるため、対策が講じやすくなることが期待できる。進

展方向で 2 種類の疲労き裂が存在するが、従来型では検

出できなかった溶接ビード進展タイプも検出対象とする。
【公募区分：政策課題解決型一般タイプ】 

【研究期間:平成２５年度 研究費総額 25.74 百万円】 

【交付申請者：東京都市大学 白旗 弘実】 

新規性）優れている 

実現可能性）優れている 

導入効果・事業化計画）優れている 

ヒアリング評価）良好である 

変状を伴う老朽化トンネル

の地質評価・診断技術の開

発 

本研究では、老朽化トンネルにおける、路面隆起や覆工コ

ンクリートのひび割れ等の異状発生原因となる地質に対

する健全性評価技術および診断技術を開発し、実用化に向

けた検討を行う。この技術開発によって、トンネル建設段

階から供用後にわたって通行止めを伴わずに継続的な調

査、診断が可能となり、地域社会の安全・安心および利便

性の向上、補修対策コストおよび経済損失の低減に寄与す

る。 
【公募区分：政策課題解決型一般タイプ】 

【研究期間:平成２５年度 研究費総額 18.20 百万円】 

【交付申請者：独立行政法人土木研究所寒地土木研究所 伊東 

佳彦】 

新規性）優れている 

実現可能性）優れている 

導入効果・事業化計画）優れている 

ヒアリング評価）優れている 

外部評価の結果 建設技術研究開発評価委員会の審査の結果、新規応募課題６１課題のうち、実施す

べき課題として上記３課題が採択された。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

・建設技術研究開発評価委員会（平成２５年４月） 

委員長   神田 順    日本大学理工学部建築学科特任教授 

副委員長  道奥 康治   神戸大学大学院工学研究科教授 

委  員  加藤 信介   東京大学生産技術研究所第 5 部教授 

鎌田 敏郎   大阪大学工学研究科地球総合工学専攻教授 

清水 英範   東京大学大学院工学系研究科教授 

田中 哮義   京都大学名誉教授 

二羽 淳一郎  東京工業大学大学院理工学研究科教授 

安田 進    東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授 

山口 栄輝   九州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授 

野城 智也   東京大学生産技術研究所教授 
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本橋 健司   芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

野口 宏一   国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官 

牧 哲史    国土交通省国土技術政策総合研究所企画部評価研究官 

 

 

※注）評価について 

研究開発課題ごとに下記の評価項目について、「優れている」、「良好である」、「やや劣っている」、「劣っ

ている」の４段階で評価を実施。 

 

【政策課題対応型（一般タイプ）の評価項目】 

○新規性 

既存の技術に比べた場合の新規技術研究開発要素があるか、当該技術の優位性などについて審査 

○実現可能性 

提案された技術研究開発の目標の達成及び実用化が技術的に可能であるか、提案者が技術研究開発を

実施するだけの技術研究開発計画、技術開発体制を整えているか、費用対効果の妥当性などについて審

査 

○導入効果・事業化計画 

提案された技術研究開発が実用化となった場合に想定される、導入効果（品質確保、工期短縮、コス

ト縮減、環境への影響、安全性）が期待できるか、また、当該研究開発成果の事業化計画（現場への採

用予定や、具体的な販売計画、「地域再生法」に基づく地域再生計画への位置づけ等）などについて審

査 
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（事前評価）【Ｎｏ．２５～２９】 

制度の概要 ○交通運輸技術開発推進制度 

国土交通省の交通運輸分野の政策課題の解決に資する研究

開発を民間の有望な技術シーズを活用して実施するため、毎

年度、民間から研究課題を公募、採択した上で、委託により

研究開発を推進する制度。 

担当課 

（担当課長名） 

総合政策局技術政策課 

（課長：吉田 正彦） 

研究開発課題名 研究開発概要 評価 

コンテナクレーンの耐震化

技術及び維持管理技術の向

上による国際競争力強化の

研究開発 

国際物流を支える港湾コン

テナクレーンについて、効率

的・効果的な免震機構とその

施工手法を開発するととも

に、磁気を活用した鋼板内部

腐食の非破壊検査装置の開

発を行う。 

【研究期間：平成２５年度】 

【研究費総額：約４０百万円】

必要性：優れている 

効率性：優れている 

有効性①：優れている 

有効性②：優れている 

機上の乱気流事故防止シス

テムに対する信頼性評価の

研究開発 

航空運送の安全阻害要因の

一つである乱気流を事前に

検知することにより安全性

の向上を図るため、レーザー

光を活用して航空機の機上

から乱気流を検知できるシ

ステムの開発を行う。 

【研究期間：平成２５年度】 

【研究費総額：約３３百万円】

必要性：優れている 

効率性：優れている 

有効性①：優れている 

有効性②：優れている 

離島の交通支援のためのシ

ームレス小型船システムの

開発 

少子高齢化、人口減少が著し

い離島交通の確保・維持を図

るため、陸上のハイブリット

自動車と船舶の動力源を有

機的に連携させて、旅客の利

便性、輸送の効率性を向上さ

せた新たな交通手段の研究

開発を行う。 

【研究期間：平成２５年度】 

【研究費総額：約４５百万円】

必要性：特に優れている 

効率性：優れている 

有効性①：優れている 

有効性②：優れている 
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海洋鉱物資源開発における

交通運輸分野の技術開発に

関する研究 

我が国の領海・ＥＥＺ内の海

洋鉱物資源開発の商業化に

資するため、資源の掘削・採

取から船上への揚収、輸送、

残渣処分までの海洋鉱物資

源開発の一連のプロセスに

おける技術的な課題を抽出

し、適用・応用可能な既存技

術の選定するともに当該技

術の高度化を図るための技

術開発を行う。 

【研究期間：平成２５年度】 

【研究費総額：約３１百万円】

必要性：優れている 

効率性：優れている 

有効性①：優れている 

有効性②：優れている 

沿道騒音対策策定のための

インテリジェント化された

アコースティックイメージ

ングシステムの実用化研究 

複数車線を有し交通流が激

しい道路での騒音に関して、

タイヤ音やエンジン音とい

った複数存在する騒音要因

の騒音全体への寄与度を評

価するとともに、その情報を

画像処理化することによっ

て、通過した車両の特定を可

能とするシステムの開発を

行う。 

【研究期間：平成２５年度】 

【研究費総額：約２７百万円】

必要性：優れている 

効率性：優れている 

有効性①：標準的である 

有効性②：標準的である 

外部評価の結果 応募課題については、外部評価委員会である交通運輸技術開

発推進委員会において次の観点から審査を実施し、その結

果、新規応募課題３７課題のうち、実施すべき課題として上

記５課題を採択した。 

【必要性】 

研究内容が交通運輸技術としての独創性、革新性、先導性、

発展性等を有すること 

【効率性】 

明確かつ具体的な研究目標を掲げており、それを達成する

ために適正な研究計画、研究手法を有すること 

【有効性①】 

研究成果が交通運輸技術の著しい向上につながること 

【有効性②】 

業界における普及の見込み等の実用化・事業化の見通しが
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あること 

※評価については、研究開発課題ごとに「特に優れている」、

「優れている」、「標準的である」、「劣っている」の４段階で

評価を実施。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

○交通運輸技術開発推進委員会（平成２５年５月） 

委 員 長 高木 健  東京大学大学院新領域創成科学研

究科教授 

委 員 岩倉 成志  芝浦工業大学工学部土木工学科

教授 

委 員 上野 誠也  横浜国立大学大学院環境情報研

究院教授 

委 員 鈴木 宏二郎  東京大学大学院新領域創成科

学研究科教授 

委 員 田中 光太郎  茨城大学工学部機械工学科講

師 

委 員 平石 哲也  京都大学防災研究所流域災害研

究センター教授 

（五十音順 敬称略）
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（事前評価）【Ｎｏ．３０～３８】 

制度の概要 住宅・建築関連先導技術開発助成事業は、環境問題等の住宅政策上緊急に対応すべ

き政策課題について、先導的技術の導入により効果的に対応するため、民間事業者等

から技術開発課題を公募し、優れた技術開発に対し支援を行うことにより、当該技術

の開発とそれを用いた住宅等の供給の促進を図る制度である。 

担当課（担当課長名） 住宅局住宅生産課 （課長：橋本 公博） 

研究開発課題名 研究開発概要 評価 

液状化対策ドレ-ン/地

中熱利用熱交換井のハ

イブリッドシステム 

液状化対策において、グラベルドレン等の「間隙

水圧消散工法」の効果は 3.11 でも十分実証され

た。本開発では、この液状化対策ドレーンを地中

熱利用の高効率対流型熱交換井として利用できる

システム（特許第 4928644 号等）を実用化開発し、

コスト髙が課題である両システムを複合利用する

ことで、普及に弾みをつける。 

【研究期間：平成 25 年度】 

【研究費総額：約 67 百万円】 

必要性、緊急性： 優れている 

先導性： 優れている 

実現可能性： 優れている 

実用化・市場化の見通し： 

良好である  

コンクリートスラッジ

の中和剤としての酸性

廃水への用途開発 

コンクリートスラッジの再資源化製品(PAdeCS®)

の新たな用途開発として、鉱害となっている酸性

温泉水や鉱山における酸性坑廃水の中和剤として

の活用方法の開発を行う。 

【研究期間：平成 25 年度～平成 26 年度】 

【研究費総額：約 62 百万円】 

必要性、緊急性： 優れている 

先導性： 良好である 

実現可能性： 良好である 

実用化・市場化の見通し： 

良好である  

「メゾネットハウス」

の技術開発 

メゾネットハウスは、木造住宅を丈夫な外箱と可

変する内箱で構成することで百年以上の長命化を

実現します。 

【研究期間：平成 25 年度】 

【研究費総額：約 23 百万円】 

必要性、緊急性： 普通 

先導性： 良好である 

実現可能性： 良好である 

実用化・市場化の見通し： 

良好である  

解体と恒久的再使用が

容易で一般住宅にも応

用可能な木造応急仮設

住宅の工法技術開発 

合板工場向けの４ｍ材を歩留りよく活用し、空間

容量が大きく解体や部材の再使用が容易で、不要

となった（仮設）住宅を廃棄物化せず、炭素固定

の延長をも考慮した木造軸組み新工法の技術開発

【研究期間：平成 25 年度】 

【研究費総額：約 9百万】円 

必要性、緊急性： 良好である 

先導性： 優れている 

実現可能性： 良好である 

実用化・市場化の見通し： 

良好である 

入戸火砕流堆積物（シ

ラス）を利用した建築

分野における次世代型

コンクリートの技術開

発 

開発しようとしているコンクリートは宅地造成な

どの際に産業廃棄物として処理される入戸火砕流

堆積物（シラス）をコンクリート用材料として用

い、さらに高耐久化することで、有用な枯渇性天

然資源の使用料削減を図るものである。 

【研究期間：平成 25 年度～平成 27 年度】 

【研究費総額：約 151 百万円】 

必要性、緊急性： 優れている 

先導性： 良好である 

実現可能性： 良好である 

実用化・市場化の見通し：  

良好である 
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木造家屋解体廃棄物

（粘土瓦・ガラス陶磁

器くず・床浚い残渣）

の再資源化に関する技

術開発 

木造家屋解体時に発生する粘土瓦、サイディング

等のガラス陶磁器くず及び床浚い残渣のセメント

原料化を実現するために、品質基準の策定と長距

離輸送に資する物流システムの構築を含めた資源

化システムの開発を行う。 

【研究期間：平成 25 年度～平成 27 年度】 

【研究費総額：約 130 百万円】 

必要性、緊急性： 良好である 

先導性： 良好である 

実現可能性： 良好である 

実用化・市場化の見通し： 

良好である  

拡底率 7.29 倍、最大傾

斜角 21.1°の拡底部を

有する場所打ちコンク

リート杭の技術開発 

杭の先端部に拡底率 7.29 倍、最大傾斜角 21.1°

の拡底部を設けることで支持力及び引抜き抵抗力

を増大し、省資源化、発生残土の抑制、低コスト

化とともに建築物の耐震性の向上を可能にする場

所打ちコンクリート杭工法の開発を行う。 

【研究期間：平成 25 年度】 

【研究費総額：約 101 百万円】 

必要性、緊急性： 良好である 

先導性： 普通 

実現可能性： 良好である 

実用化・市場化の見通し： 

良好である 

住宅等におけるアレル

ギー対策を目的とした

集中換気システムの開

発 

平成 15 年の建築基準法改正により住宅に換気設

備設置と共に 24 時間換気の義務が生じたが、東日

本大震災後の空間線量の増大とアレルギー物質に

対する対策として室内の微粒子をろ過できる換気

システムを開発する。 

【研究期間：平成 25 年度～平成 27 年度】 

【研究費総額：約 110 百万円】 

必要性、緊急性： 良好である 

先導性： 普通 

実現可能性： 良好である 

実用化・市場化の見通し： 

良好である 

耐力の低減を受けない

高性能増設耐震壁補強

工法の開発 

増設耐震壁補強は、既存架構への付加耐力、経済

性等の観点から、有用な耐震補強工法の一つであ

るが、現行の設計指針では、開口の有無や既存躯

体との一体性によってはせん断耐力が大きく低減

される。そのため、開口によるせん断耐力の低減

を受けず、さらに既存躯体と高い一体性を確保で

きる、新たな耐震補強壁工法を開発する。 

※本提案においては、新設および増し打ち耐震壁

補強を『増設耐震壁補強』と定義する。 

【研究期間：平成 25 年度】 

【研究費総額：約 13 百万円】 

必要性、緊急性： 良好である 

先導性： 普通 

実現可能性： 良好である 

実用化・市場化の見通し：  

良好である 
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外部評価の結果 応募課題については、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会において、次の点か

ら総合的に審査を実施。新規応募課題１２課題のうち、上記９課題を採択した。 

【必要性、緊急性】 

本助成制度として行われることの必要性、他の技術開発よりも先んじて行う緊急

性について審査。 

【先導性】 

既存の技術と比較しての技術革新性や技術開発の方向性等に対し審査。 

【実現可能性】 

目標達成の技術的可能性及び技術開発を実施するために必要な資金、体制等に係

る計画等に対し審査。 

【実用化・市場化の見通し】 

実用化・市場化に向けた生産体制の整備、関連する規制等への対応、低コスト化

の見通し等に対し審査。 

 

＜外部審査委員一覧＞（平成２５年８月、住宅･建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長  久保 哲夫  東京大学名誉教授 

副委員長  桝田 佳寛  宇都宮大学名誉教授 

委  員  秋澤 淳   東京農工大学大学院工学研究院 

先端機械システム部門教授 

委  員  河合 直人    工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員  坂本 雄三  独立行政法人建築研究所理事長 

委  員  本橋 健司  芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員  金井 昭典  国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員  足永 靖信  国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

             環境・設備基準研究室長 

専門委員  小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

             構造基準研究室長 

専門委員  鹿毛 忠継  国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

             建築品質研究官 

（順不同 敬称略）

 

※詳細は国土交通省ＨＰ 住宅・建築関連先導技術開発助成事業を参照 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000067.htm

l 
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（終了時評価）【Ｎｏ．１】                            

研究開発課題名 

 

低炭素・水素エネルギー活用社会に向けた

都市システム技術の開発 

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村秀夫） 

研究開発の概要 本技術開発は、化石燃料に代わるエネルギー媒体と考えられている水素及び燃料電池技

術を活用した都市エネルギーシステムの確立を目指すものである。具体的には、地域内や

建物内における水素配管敷設等の建設技術、都市エネルギーセンターを中心とする業務建

築用水素活用トータルエネルギーシステム技術や水素エネルギーシステムに係る化石燃料

依存度の評価手法の開発を行うものである。 

【研究期間：平成２１～２４年度   研究費総額：約４５２百万円】 

研究開発の目的 化石燃料に依存しないエネルギー媒体である水素を用いた都市エネルギーシステムの実現

に向け、水素配管を安全に、かつ二酸化炭素排出量の最小化を実現するための建設技術を開

発整備し、建築側での負荷削減や、高効率設備機器の活用、再生エネルギー設備の活用等の

様々なエネルギー源を合わせて、都市の化石燃料依存度を極小化する手法を確立する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 建築・住宅からの二酸化炭素排出量は年々増加の傾向を示しており、1990 年と比べ、2011

年度は業務その他部門で 50.9 %、家庭部門で 48.1%の増加が見られる。エネルギーの化石燃

料への過度の依存から脱却することは喫緊の課題である。そのため、化石燃料に代わるエネ

ルギー媒体と考えられている水素及び燃料電池技術を活用した都市エネルギーシステムの確

立が、温暖化対策として国家的課題となっている（「科学技術イノベーション総合戦略」）（平

成２５年６月７日閣議決定））。 

【効率性】 

国土技術政策総合研究所、独立行政法人建築研究所、学識、民間、関係団体等から構成さ

れる検討委員会（全体会）及び３つの専門部会（配管、建築、都市）を設置して研究を進め

た。これにより、官・学が安全性、評価法等に関する要求性能と技術基準の開発を担当し、

民間が個別の研究開発を主に担うなど、効率的に研究開発を行うことができた。 

【有効性】 

建築基準法等における水素配管を想定した技術基準の検討を行い、建物壁を貫通する水素

配管の設置条件、建物空間内の水素検知器の適切な配置等に関する技術開発を実施した。ま

た、都市の化石燃料依存度（および経済性）の面から、水素を含めた都市エネルギーシステ

ムの評価を行う技術開発を行い、水素パイプライン、燃料電池等の導入計画の評価が可能に

なった。今後、省エネ基準、CASBEE や自治体の低炭素まちづくりなど国交省関連の各種施策

に、本総プロで取り組んだ水素活用技術が反映されていくと考えられる。 

外部評価の結果 建築空間等での水素利用に際し、水素配管の耐震性能、延焼防火性能、漏洩検知等、安全

利用に関する複数の視点からの知見を得たこと、都市域の水素導入により大幅な CO2 削減が

可能であることを明らかにしたこと、「スマート水素ハウス」モデル実験から建築側での負荷

削減の知見を得たこと、更に自治体等の都市域の水素導入検討に活用できる「都市 CO2 計量

ツール」等を開発したこと等から、当初設定した研究目標は十分達成されたと評価できる。

今後は、研究成果を各種法令へ反映させると共に、自治体や水素事業者との連携を図るな

ど、都市域の水素導入を実現させるための更なる取組が重要になると考えられる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26年 2月 20日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5部教授）  神田 順（日本大学理工学部建築学科特任教授）

清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）   田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研究科教授）

本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）  野城 智也（東京大学生産技術研究所教授） 

安田 進 （東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授） 

山口 栄輝（九州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．２】                             

研究開発課題名 

 

社会資本の予防保全的管理のための点

検・監視技術の開発 

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 社会資本の予防保全的管理を推進するためには、劣化や損傷あるいは変状の状態について、

精度良くかつ効率的に検知可能な点検・監視手法の構築が必要となる。そこで本研究では、こ

れまで損傷が相当進行し表面上に現れてから把握され、あるいは空間的制約により適切な頻

度・方法での検査が実施されていない、構造物の埋込部、狭隘部、高所、閉所等の目視困難な

場所の点検を可能とする技術、及び人海戦術や目視のみで把握していた変状を効率的かつ確実

に検知することが可能となる技術の開発を行った。 

【研究期間：平成２２～２４年度   研究費総額：約４０７百万円】 

研究開発の目的 これまでの「見えるところを見る」から「診るべきところを診る」へ点検・監視手法を転換

させ、点検の効率化や実施率向上を図るため、①構造物の目視困難な部位を対象とした迅速・

簡便で汎用性の高い点検・検査技術、及び②目視では評価が困難な構造物の変状を検知する技

術を開発することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

産業分野において基本技術の開発は進められているものの、社会資本施設を対象とした効率

的な維持管理に資することが可能な非破壊検査技術や遠隔検査技術、あるいは目視では評価が

困難な構造物の変状を検知するための技術については、開発の余地が大いにあり、調査手法の

確立が求められている。 

【効率性】 

測定機器の要求性能、評価基準の開発、実験フィールドの設定は官、数値化・解析手法の検

証は官学共同、測定部の装置製作、検査機器の移動技術や制御技術については民が有する技術

開発能力を活用するなど、産学官が適切に役割分担し効率的に研究開発を進めた結果、当初目

標とした成果を概ね得ることができた。 

【有効性】 

本総プロでは、構造物の目視困難な部位や、目視では評価が困難な構造物の点検診断技術の

なかで、構造物や施設の分野を超えて応用がきく技術を選定し、異なる分野の研究者が共通の

問題意識をもって研究開発を分担した。その成果として、高所、狭所等を動作し診断できるロ

ボットの基本形、今後の製品開発や点検要領等への反映に向けての課題を共有しつつ、効果的

な研究開発を実施することができた。また、汎用カメラ等の既存の製品や管理用ツールを、概

略点検や日常モニタリング点検に生かすための適用法を提案し、実測精度等を検証して、各構

造物や施設の実際の管理目標に見合うかどうかの目安を知ることができた。 

外部評価の結果 鋼材腐食や亀裂、外壁や床下の損傷、下水道破損や道路陥没等、様々な種類の社会インフ

ラの劣化・損傷に対応するため、目視困難な部位を対象とした迅速・簡便で汎用性の高い点

検・検査技術や、目視では評価が困難な構造物の変状を検知する技術を開発成果として得た

ことから、当初設定した研究目標は十分達成されたと評価できる。また、技術開発にとどま

らず、その成果の一部を維持管理指針へ反映させるなどの取組を通じて、予防保全的管理の

実現に資する技術の導入にも努めていることも評価できる。 

今後は、引き続き開発成果を製品化し、具体のガイドラインや技術指針等へ導入すること

で適切な維持管理の一層の推進を図ると共に、本研究で得られた知見を基に、社会インフラ

の予防保全管理の在り方を総合的・体系的に整理する必要がある。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26年 2月 20日、建設技術研究開発評価委員会） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第 5部教授）  神田 順（日本大学理工学部建築学科特任教授）

清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授）   田中 哮義（京都大学名誉教授） 

二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授）道奥 康治（神戸大学大学院工学研究科教授）

本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）  野城 智也（東京大学生産技術研究所教授） 

安田 進 （東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授） 

山口 栄輝（九州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．３】 

研究開発課題名 

 

ミリ波・マイクロ波を用いた住宅大壁内の

非破壊診断装置の開発 

（京都大学大学院農学研究科 藤井 義久）

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 電磁波を用いた非接触・非破壊での木造住宅の壁体（大壁）の診断装置を開発した。開発

では、反射型の 3次元イメージング装置を試作し、大壁の内部構造（各種部材の検出）や劣

化（腐朽や虫害）の診断性能を検証した、また装置の小型化や高機能化などの技術開発を行

い、装置の実用化のための道筋を明らかにした。 

【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：約３２．６百万円】 

研究開発の目的 木造住宅の外壁や内壁について、その内部構造（部材の配置や種類など）や生物劣化（腐

朽や虫害、それらを誘因する水分状態）を非接触・非破壊で可視化する装置の原理を明らか

にし、装置の試作と性能検証を行うこと。また装置の実用化のための技術開発を行うこと。

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

本開発成果は、電磁波を用いた構造や材料の非破壊診断技術の開発において、新規で実用

的な解決策を提示するものであり、住宅に限らず多くの社会資本の維持管理と長寿命化にと

って有効なツールとなるものである。 

【効率性】 

開発に当たっては一般的な木質住宅の大壁を対象に絞りこみ、その構造や劣化特性、誘電

的特性を調査し、それに基づいて装置の原理を明らかにした上で、検出性能の目標を定めて

試作と改良を繰り返した。また住宅メーカーや電波関係の専門家の助言を得て開発を進めた。

【有効性】 

設定した目標は概ね達成できた。本課題の成果は、住宅など木造建築だけでなく広く建築

物の非破壊診断に関して新規な装置の原理を提供するものといえる。特に電磁波を用いた反

射型の非破壊診断装置は多くの社会資本の維持管理や長寿命化に対して重要な貢献を果た

す。また本開発をめぐって新規な建築関連分野での人材や市場の創造が可能になる。 

外部評価の結果 木造住宅の外壁や内壁の内部状態の可視化という点においては、現時点では、シャープな

形状の金属と水分の区別が出来るレベルではないが、金属や含水箇所の検出可能性について

は、本研究によって明確に示されたと評価できる。 

 今後、実壁を用いた実験に着手し、構造や劣化状況の調査・診断への応用可能性を明らか

にすることで、本装置の実用化への道は十分に示されると思われる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年２月２０日、建設技術研究開発評価委員会） 

神田 順（理工学部建築学科特任教授）               道奥 康治（神戸大学大学院工学研究科教授） 

加藤 信介（東京大学生産技術研究所第５部教授）     清水 英範（東京大学大学院工学系研究科教授） 

田中 哮義（京都大学名誉教授）                     二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科教授） 

本橋 健司（芝浦工業大学工学部建築工学科教授）   野城 智也（東京大学生産技術研究所教授）           

安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系教授）          

山口 栄輝（九州工業大学大学院工学研究院建設社会工学研究系教授） 

野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官） 

高橋 敏彦（国土交通省国土技術政策総合研究所企画部評価研究官） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた         Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった      Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．４】 

研究開発課題名 

 

ライフライン地中埋設管の経済的・効果的

な液状化対策技術の開発 

（東京大学 東畑 郁生） 

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 ライフライン地中埋設管の液状化対策手法を開発した。既設の地中埋設管の液状化対策と

老朽化対策を兼ねた非開削での対策と、地震で既に液状化被害を受けた地中埋設管の将来の

液状化対策を兼ねた復旧を、それぞれ経済的・効果的に実施できる技術を開発した。 

【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：約１９百万円】 

研究開発の目的 既設地中埋設管の非開削による液状化対策と老朽化対策として、埋め戻し土への薬液注入

と老朽化防止シースの管への挿入を利用した技術を開発する。また被災した埋設管復旧時の

対策として、リサイクル埋め戻し材料の利用と管の変位防止治具の設置による技術を開発す

る。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

2011 年東北地方太平洋沖地震では、液状化により、上下水道管などのライフライン地中埋

設管も広域的に甚大な被害を受けた。ライフラインの被害は、地震後の住民の生活に、長期

にわたり深刻な困難をもたらすため、既設の埋設管を強化し、被災箇所の復旧にあたっても、

単なる原形復旧ではなく、液状化対策も同時に実施できる技術が望まれる。一方で、都市の

ライフラインの総延長は膨大であり、経済的・効果的な対策技術が必須である。 

【効率性】 

ライフラインの震災被害の精査について、東北地方太平洋沖地震の液状化災害情報の集積

と取りまとめに従事した研究メンバー全員で担当した。各技術の開発は、模型振動実験、土

槽実験、模型載荷実験、土質試験に分けて、それぞれの研究手法に経験の深い者が担当した。

【有効性】 

過去の被害、復旧の調査結果を踏まえて、既設埋設管の対策については、周辺地盤を少量

の薬液注入で強化する方法を提案した。被災埋設管の復旧および新設時の対策については、

埋め戻し材料に、砕石、セメント改良砂やリサイクル材料を用いる方法、管の変位防止治具

や継ぎ手にシース管を用いる方法を提案し、効果と妥当性を検証した。 

外部評価の結果 ガラスビーズの有効性、配水管挿入の間隔に関する知見など高い研究成果が認められ

る。今後の実用化に向けた課題としては、今後の地震が懸念される地域を対象とした埋

設管の補強等について、各工手での費用効果分析が必要である。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成２５年４月１９日、建設技術研究開発評価委員会 液状化対策技術審査部会） 

龍岡 文夫（東京理科大学理工学部土木工学科 嘱託教授）  

安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系 教授）  岸田 隆夫（公益社団法人地盤工学会 専務理事） 

野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官） 

鎌田 秀一（国土交通省都市局市街地整備課 拠点整備事業推進官） 

加藤 永（国土交通省都市局都市安全課 都市防災対策推進室長） 

明石 達生（国土交通省国土技術政策総合研究所 都市計画研究室長） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた         Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった      Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．５】 

研究開発課題名 

 

地下水位低下工法と排水工法を併用した

既存戸建て住宅の液状化対策の開発 

（東京工業大学 時松 孝次） 

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 本技術開発では、既存戸建て住宅の液状化による不同沈下対策として、地下水位低下工法

と排水工法を併用した安価な液状化対策手法を開発し、その有効性を、遠心振動実験と数値

解析より確認するとともに、実用化に向けた検討を行う。  
【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：約２０百万円】 

研究開発の目的  既存戸建て住宅ならびに道路宅地一体の液状化対策として、経済的で容易に実施可能な、

地下水位低下工法と排水工法を併用した工法を開発する。（従来の液状化対策に比べて低コス

トで、レベル１地震動に対し、液状化による戸建て住宅の不同沈下量を 6/1000 程度以下に

する。）  

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 既存住宅に対し、経済的で施工が容易な液状化対策工法は見当たらない。そこで、本研究

では、地下水位低下工法と排水工法を併用した低コストで液状化被害を軽減する対策工法を

提案する。これらの工法は、いずれも建物直下の地盤を直接改良することなく、液状化被害

を軽減できる可能性があるため、その有効性が確認されれば、社会的・経済的意義が大きい。

【効率性】 

 本研究に参加する研究者は、いずれも、液状化予測・対策に関する研究経験と実績を有し、

しかも、少人数で、地盤調査から、室内要素試験・振動実験、数値解析、基礎設計までをカ

バーできるため、本技術開発を短期間に遂行することが可能と考えられる。なお遠心載荷装

置による液状化振動実験は、研究分担者の所属する京都大学防災研、鹿島建設で行える。 

【有効性】 

遠心振動実験と数値解析により、地下水位低下工法と排水工法のいずれかまたは両方を併

用することで、従来の液状化対策に比べて低コストで、レベル１地震動に対し、液状化によ

る戸建て住宅の不同沈下を6/1000 程度以下に押さえられることを確認した。 

外部評価の結果 地下水位を地表面下から 3ｍ程度まで下げることで、不同沈下を抑制できることが示され

た。また、地下水位低下工法を採用する上での制約条件がある場合、ドレーン材の施工と組

み合わせることで対応できる範囲を拡げることが可能であることを証明した点で評価でき

る。 

 今後、排水工法の材料や施工法を工夫する研究を進めるとともに、コスト縮減を含め実用

化に結び付く研究を進める必要がある。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成２５年４月１９日、建設技術研究開発評価委員会 液状化対策技術審査部会） 

龍岡 文夫（東京理科大学理工学部土木工学科 嘱託教授）  

安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系 教授）  岸田 隆夫（公益社団法人地盤工学会 専務理事） 

野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官） 

鎌田 秀一（国土交通省都市局市街地整備課 拠点整備事業推進官） 

加藤 永（国土交通省都市局都市安全課 都市防災対策推進室長） 

明石 達生（国土交通省国土技術政策総合研究所 都市計画研究室長） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた         Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった      Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．６】 

研究開発課題名 

 

浅層盤状改良による宅地の液状化対策の

合理的な設計方法の研究 

（横浜国立大学 谷 和夫） 

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 文献調査、被害調査、遠心模型実験、数値解析、経済性評価を行い、地盤の液状化に対す

る戸建て住宅の要求性能、浅層盤状改良の液状化対策として有効性、改良のメカニズム、各

種工法のコストを明らかにした。 

【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：約１９百万円】 

研究開発の目的 浅層盤状改良工法が、従来の全層改良による液状化対策に比べて、非常に経済的な戸建て

住宅・宅地の液状化対策であることを示すことを研究の目的とした。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

浅層（表層の3m程度）を盤状に改良する（剛性の高い一体化した地盤とする）ことで、従

来手法（全層改良）より 30～50%のコストダウンが期待できることを示し、戸建て住宅・宅

地を対象とした経済的な液状化対策の推進に多大な貢献をした。 

 

【効率性】 

研究チームは、大学 4名・ゼネコン 3名・地盤調査コンサルタント1名・住宅メーカー1

名の合計 9名の研究者で構成される。文献調査・被害調査・模型実験・数値解析・経済性評

価により多面的かつ総合的に検討する上で、産学連携による実施体制は効率性が高かった。

 

【有効性】 

５つのテーマそれぞれについて、当初掲げた研究目標を概ね達成することができた。 

成果の公表については、住民説明会や（公社）地盤工学会の委員会報告などで公表してき

た。さらに、現在、地盤工学ジャーナルへの投稿を準備中である。 

外部評価の結果  液状化の被災事例調査を行い、経済性に優れた表層改良の効果を明確にし、それを設計法

のレベルまで達成できた点は評価できる。また、家の傾斜被害と工法との関係は興味深く、

今後の他研究にも利用される可能性があると考えられる。 

 今後は、実現場に適用されるよう、施工機械の小型化などの工夫を進められたい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成２５年４月１９日、建設技術研究開発評価委員会 液状化対策技術審査部会） 

龍岡 文夫（東京理科大学理工学部土木工学科 嘱託教授）  

安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系 教授）  岸田 隆夫（公益社団法人地盤工学会 専務理事） 

野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官） 

鎌田 秀一（国土交通省都市局市街地整備課 拠点整備事業推進官） 

加藤 永（国土交通省都市局都市安全課 都市防災対策推進室長） 

明石 達生（国土交通省国土技術政策総合研究所 都市計画研究室長） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた         Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった      Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．７】 

研究開発課題名 

 

鋼矢板囲い込み・地下水位低下併用による

液状化抑止工法の開発 

（千葉大学 中井 正一） 

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 本研究開発では、液状化層と軟弱な粘土層からなる地盤を対象に、軽量鋼矢板を用いた小
街区の囲い込みと多段階での地下水位低下の併用により、有効応力の増加に伴う液状化抵抗
の増大、液状化範囲の縮小、不飽和層の増加に伴う地表への影響の緩和、多段階での地下水
位低下による沈下量分布の平準化、などの効果を得ようとするものである。 
【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：約１８百万円】 

研究開発の目的 上記概要に記載した効果の確認として、遠心模型実験を用いて街区内地下水位低下による
液状化抑止効果を検証し、振動台実験を用いて鋼矢板囲い込みによる建物の不同沈下抑止効
果を検証する。また、数値解析により即時・圧密沈下量を推定し、影響が少ないことを確認
する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

既存宅地を対象とする従来からの液状化対策法は一般に高コストであり、戸建て住宅等の
小規模建築には適していない。しかしながら、地下水位低下工法は低コストな液状化対策法
としての可能性を有すると判断された。この方法が実際に液状化抑止効果を有し、また、既
存建物への影響も少ない工法であることを示すことは大きな意義がある。 

【効率性】 

軽量鋼矢板を止水壁として採用し、多段階で地下水位を低下させる工夫を加えている。こ
れらの効果を確認するため、遠心模型実験を用いた液状化抑止効果の検証、振動台実験を用
いた建物の不同沈下抑止効果の検証、数値解析による即時・圧密沈下量の推定を行った。こ
れらは、千葉大学、日鐵住金建材、東電設計が分担して担当した。 

【有効性】 

まず、遠心模型実験により、地下水位低下による効果は非液状化層を地下水位よりもさら
に下方へ拡大する効果のあることが分かった。また、1g場の振動台実験により、建物の不同
沈下抑止効果は大きくないものの、軽量鋼矢板では、重量鋼矢板に見られる有害な加振効果
が押さえられることが分かった。また、浦安市を想定した地盤に本提案工法を適用した場合
には、液状化層下部の圧密による不同沈下はほぼ無視しうる程度であることが分かった。 

なお、提案工法を基本とする液状化対策の実施に向けた実証実験を計画している。 

外部評価の結果 原状での地下水位のレベルが、液状化抑止効果に大きな影響を与えることが示された点は、

実用面で利用可能な貴重な知見であると言える。また、併せて、重量鋼矢板による施工の問

題点が副次的成果として得られており、現地での対策検討において問題発生の防止に繋がる

ものと考えられる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成２５年４月１９日、建設技術研究開発評価委員会 液状化対策技術審査部会） 

龍岡 文夫（東京理科大学理工学部土木工学科 嘱託教授）  

安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系 教授）  岸田 隆夫（公益社団法人地盤工学会 専務理事） 

野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官） 

鎌田 秀一（国土交通省都市局市街地整備課 拠点整備事業推進官） 

加藤 永（国土交通省都市局都市安全課 都市防災対策推進室長） 

明石 達生（国土交通省国土技術政策総合研究所 都市計画研究室長） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた         Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった      Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 

 

  

36



 

 

（終了時評価）【Ｎｏ．８】 

研究開発課題名 

 

周辺道路も含めた既設宅地及び既設インフラ

の液状化対策として薄壁改良が可能な自由形

状・大口径高圧噴射攪拌工法による効果的な改

良形状および簡易設計手法の開発 

（前田建設工業（株） 清水 英樹） 

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 本研究は、狭隘地における既設戸建て住宅、社会基盤施設、産業施設等に対して目標性能

を設定し、経済的かつ効果的な液状化対策工法およびその設計法、更にその工法を迅速に普

及させるために対象エリアの簡易土質条件があれば平易に概略設計が可能となる設計図表を

提案することを目的とする。なお、本研究は、千葉県浦安市において、道路や下水道などの

公共施設と民間の宅地とを一体化した「市街地液状化対策事業」をモデルとし、経済的かつ

効果的な改良形状の開発とその簡易設計図表の研究を行なった。なお、ここで得られた研究

成果を応用することで既設宅地だけでなく、社会基盤施設、産業施設等全般に用いることが

可能となる。 

【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：約１６百万円】 

研究開発の目的 1）合理的な改良形状の提案 

2）合理的な改良形状の簡易設計手法の提案 

3）合理的な改良形状の試験施工による施工性確認 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

道路や下水道などの公共施設と民間の宅地とを一体化した「市街地液状化対策事業」が多

くの地域で進められることが期待されている。現在、このように既設戸建て住宅、社会基盤

施設、産業施設等に対して、経済的で効果的な液状化対策工法の必要性は高い。同時に、簡

易土質条件等があれば、平易に概略設計が可能となる設計図表により液状化対策を迅速に普

及させることができる。 

【効率性】 

３つの研究項目（目的）に対して、５つのフェーズ（模型実験、解析、試験施工等）を設

定し、進捗・成果を産官学テーマ推進委員会に報告しながら、全体工程の進捗を管理した。

【有効性】 

３つの研究項目において、当初目標を十分に達成することができた。 

（参考）研究におけるモデルとした浦安市市街地液状化対策事業において、合理的な改良形

状を実施すると個人負担額コスト 100～200 万円（中地震動相当）程度となり、事業推進に貢

献できる。 

外部評価の結果  十分な実験や解析、設計法の提案が行われており、実地の対策の検討に繋がる有効な成果

が得られていると言える。また、「蓋付き格子」の有効性を示した点は、工学的な意義が大き

い。住宅地だけでなく、他の構造物への適用可能性もあり、今後多様な範囲での実用化が期

待できる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成２５年４月１９日、建設技術研究開発評価委員会 液状化対策技術審査部会） 

龍岡 文夫（東京理科大学理工学部土木工学科 嘱託教授）  

安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系 教授）  岸田 隆夫（公益社団法人地盤工学会 専務理事） 

野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官） 

鎌田 秀一（国土交通省都市局市街地整備課 拠点整備事業推進官） 

加藤 永（国土交通省都市局都市安全課 都市防災対策推進室長） 

明石 達生（国土交通省国土技術政策総合研究所 都市計画研究室長） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた         Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった      Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 

37



 

 

（終了時評価）【Ｎｏ．９】 

研究開発課題名 

 

基礎地盤不飽和化による液状化対策工法

の実証的研究（千葉工業大学 畑中 宗憲）

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 本研究では、マイクロバブル水あるいは空気を注入して飽和地盤を不飽和化するシステム

を確立した。地盤の飽和度を測定する各種方法を検討し、不撹乱試料を採取して地盤の飽和

度および不飽和地盤の液状化強度を直接求めて、不飽和化による液状化強度の増加を確認し

た。動的遠心載荷試験を行い、不飽和化工法の液状化による被害の低減効果を確認した。 

【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：１８百万円】 

研究開発の目的 本研究開発は、低コストで環境に優しく、戸建住宅の敷地の様な狭小な敷地でも施工が可

能な既存建物がある基礎地盤の液状化対策工法の開発を目的とした。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

東北地方太平洋沖地震で液状化被害を受けた戸建住宅に対して、現時点ではその敷地地盤

についての合理的な液状化対策工法がない。その研究開発が急がれている。本工法は、空気

の高い圧縮性により過剰間隙水圧の上昇を抑制し、かつ、地盤沈下を引き起こす危険性は殆

どない。施工機械は小型で、騒音・振動が殆どなく、狭小敷地にも適用可能である。本工法

は既存建物がある基礎地盤の液状化対策としてだけではなく、インフラ施設の液状化対策に

も費用対効果の面で有用である。 

【効率性】 

要素試験や模型地盤実験による基礎研究で、本工法が原理的に有望であることを確信し（研

究者代表者）、それらの結果を踏まえて、建設会社の技術研究所と共同で原位置試験を実施し、

実用化にあたっての基本的な問題点を把握し（JSTでの共同研究者）、それらの検討で蓄積し

た知見を踏まえて、地盤調査や施工にかかわる技術に豊富なノウハウを持つ地盤調査会社（共

同研究者）と共同でこの技術の開発はまさに最適の体制だった。 

【有効性】 

下記 4つの課題で、①と②は十分な成果が得られ、③と④は実用化への道筋を立てた。 

課題①：遠心載荷試験による実大規模不飽和地盤の液状化被害低減効果の確認 

課題②：不撹乱試料を用いた不飽和砂地盤の液状化強度の評価 

課題③：原位置におけるマイクロバブル水および空気の注入システムの確立 

課題④：地盤中の飽和度および不飽和領域の評価法の確立 

外部評価の結果 原地盤から不攪乱試料を採取して、不飽和化の効果を確認したことに合理性と妥当性を認

めることができるが、施工法について、マイクロバブル水あるいは空気の注入量の検討や注

入量と沈下量の関係性など課題が残る。 

 今後、コストや効果の継続性などの検証が必要である。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成２５年４月１９日、建設技術研究開発評価委員会 液状化対策技術審査部会） 

龍岡 文夫（東京理科大学理工学部土木工学科 嘱託教授）  

安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系 教授）  岸田 隆夫（公益社団法人地盤工学会 専務理事） 

野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官） 

鎌田 秀一（国土交通省都市局市街地整備課 拠点整備事業推進官） 

加藤 永（国土交通省都市局都市安全課 都市防災対策推進室長） 

明石 達生（国土交通省国土技術政策総合研究所 都市計画研究室長） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた         Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった      Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．１０】 

研究開発課題名 

 

周辺地盤影響の少ない地中拡翼型地盤改良工

法のモニタリング・制御方法の開発 

（大成建設（株）技術センター 石井 裕泰）

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 原位置で機械撹拌方式により地盤を固化改良する際、撹拌回転速度、改良延長方向の移動

速度、セメントミルク吐出状況をモニタリング、制御するシステムを開発する。また、実際

に施工を行い、システムの機能を確認するとともに、施工上の課題を明らかにした上で、地

盤改良技術とモニタリング・制御システムを一体化した工法として確立する。 

【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：約１７．５５百万円】 

研究開発の目的 「施工状況のリアルタイムモニタリングシステムを利用した制御システム」を開発した上で、

「モニタリング・自動制御システムを含む地盤改良工法としての一体化技術の確立」に取り

組む。これらを通して、従来型の機械撹拌系の地盤改良工法と同水準以上の改良品質を実現

する施工方法を確立する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

本研究開発課題は、将来発生する地震対策に向けた地盤の液状化対策・耐震補強に向け、

既存施設直下、周辺狭隘部等での施工を実現するための技術を提供するためのものである。

さらに、作業の自動化によるコスト削減、作業員の負担軽減を実現する点で、技術的・経済

的意義の高い取り組みと考えられる。 

【効率性】 

地盤改良専業者と連携しながら、当社の本社、支店、関連会社とも連携した体制で、研究

開発を推進した。施工実験の実施にあたっては、浦安市による液状化対策技術実証実験事業

を通じて、東日本大震災の際に実際に液状化を生じた浚渫地盤で地盤改良技術、モニタリン

グ・制御システムの検証にあたることができた。  

【有効性】 

セメントミルク供給の最適化を図るモニタリング・制御システムの開発・実用化を果たし、

砂主体の均一性の高い地盤での施工を通しては、セメントミルクの過添加を防ぎオペレータ

の負担を低減しながら、改良強度のばらつきを一定水準に抑える施工が可能であることを実

証した。一方で、浚渫地盤での施工を通しては、異物や粘性の影響により施工時の動作に不

規則な変動を起こし、制御の精度低下を招く一面も確認された。地盤条件に由来する変動要

因も調査、分析した結果、今後の実務展開に向けた改善策の方向性について見通しを得た。

外部評価の結果 深層混合処理工法を狭隘部で利用できるまで小型化できた点、また、セメントミルク

供給の最適化を図るためのモニタリング・制御システムの開発・実用化がなされた点は

評価できる。 

今後、住宅地だけでなく、河川堤防や道路盛土など種々の構造物への適用を期待したい。

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成２５年４月１９日、建設技術研究開発評価委員会 液状化対策技術審査部会） 

龍岡 文夫（東京理科大学理工学部土木工学科 嘱託教授）  

安田 進（東京電機大学理工学部建築/都市環境学系 教授）  岸田 隆夫（公益社団法人地盤工学会 専務理事） 

野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官） 

鎌田 秀一（国土交通省都市局市街地整備課 拠点整備事業推進官） 

加藤 永（国土交通省都市局都市安全課 都市防災対策推進室長） 

明石 達生（国土交通省国土技術政策総合研究所 都市計画研究室長） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた         Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった      Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．１１】 

研究開発課題名 

 

津波堆積土砂からのがれき分別と土砂の

分級による良質な建設材料の有効利用 

（東亜建設工業（株） 御手洗 義夫） 

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 本研究開発では、当社が開発した「ソイルセパレータ・マルチ工法」を用い、津波堆積土

砂の内、非汚染土を対象とし、がれき類の分別と土砂部分から安全で良質な地盤材料を効率

よく取り出す連続処理システムの実証実験を行った。 

【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：約１９百万円】 

研究開発の目的 1)津波堆積土砂からのがれき分別と、土砂分級・リサイクル技術の確立 

津波堆積土砂からがれき類を分別し、さらに小礫、砂、シルトを分級して取り出し、良質な

地盤材料として地盤の嵩上げなどに有効利用できる連続処理システムを確立する。 

2)分級後の土砂の品質向上 

・分級後の砂分主体土の細粒分（シルト・粘土分）含有率 10％以下 

 ・分級後の含水比：分級砂 25％以下、分級シルト 50％以下 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

加水を伴う湿式分級工法である本技術（ソイルセパレータ・マルチ工法）によって分別・

分級し得られた土砂は、ごみ等が混入されていない良質なものであり、復興資材としてのニ

ーズに応えられるものであることが実証された。 

【効率性】 

実証実験は、当社がすでに浚渫土砂分級技術として保有していた「ソイルセパレータ・マ

ルチ工法」を用いたため、研究開発テーマ採択から実証実験、および成果とりまとめまで、

およそ半年間で完了することができた。 

【有効性】 

本技術により実証実験を通じて、津波堆積土砂からがれき、ごみ（ビニール類、木片など）

を分別し良質な地盤材料を取り出すことが可能であると確認された。また、取り出された土

砂の品質は、いずれの項目においても当初の目標を達成した。 

外部評価の結果 一般的な処理工法に比べてコスト面、性能面で優れた技術を開発することができた点は評

価できるが、現段階では、廃棄処分量が多くなると、現実の適用は難しいという印象である。

 処分費と再生材のコストを合算した適用の仕組み作りが、今後の展開のために必要だと考

えられる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成２５年４月２２日、建設技術研究開発評価委員会 がれき・土砂処理対策技術審査部会）

嘉門 雅史（香川高等専門学校 校長）      二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科土木工学専攻 教授）

土屋 幸三郎（社団法人日本建設業連合会土木工事技術委員会副委員長）      

野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官） 

光成 政和（国土交通省総合政策局公共事業企画調整課 事業総括調整官） 

宮武 裕昭（独立行政法人土木研究所 地質・地盤研究グループ施工技術チーム 上席研究員） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた         Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった      Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．１２】 

研究開発課題名 

 

がれき残渣の有効活用によるアップサイ

クルブロックの開発 

（（財）先端建設技術センター  加納 敏行）

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 地震や津波等で大量に発生したがれきのうち、選別・分級してもリサイクルできない残渣

を有効活用し、かつ重金属等の有害物質が溶出しない建設資材“アップサイクルブロック”

（二次製品ブロック、盛土用ブロック）を製造する技術を開発する。 

【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：約１７百万円】 

研究開発の目的 １）アップサイクルブロックの配合、製造方法を確立するとともに、開発技術の信頼性を実

証する。 

２）重金属等の有害物質の不溶化技術を確立するとともに、開発技術の信頼性を実証する。

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

最終処分場の残存容量がひっ迫している現状において、最終処分場へ埋め立てざるを得な

いがれき残渣を削減し、復興事業において絶対的に不足する盛土材、コンクリート二次製品

として有効活用できる当研究の社会的意義は大きい。また、災害がれきは発生源を特定でき

ない故に、有害物質の混入を否定できない。有害物質を不溶化する手法を確立する技術的意

義は大きい。研究目標は妥当であった。 

【効率性】 

コンクリート工学、地盤工学、環境工学をそれぞれ専門とする研究員 19名で実施した。う

ち 13名は企業内の技術研究機関に長期間所属する者であり、供試体の作製、力学試験・化学

分析試験の計画、実施および結果の評価を効率的に遂行することができた。また、産官学テ

ーマ推進委員会の先生方から的確なご指導をいただけた。計画・実施体制は妥当であった。

【有効性】 

物理特性に関する目標（外圧に抵抗できる強度を有する、大量のがれきを活用できる）、化

学特性に関する目標（重金属類などの有害物質の溶出を防止できる）ともに達成できた。製

造方法を確立してマニュアルも作成し、実用化できた。 

外部評価の結果 技術的には目標を達成していると評価できるが、今後は、材料としての残渣の条件を明確

にする等、実用化に向けたスペックやマニュアル作り等が望まれる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成２５年４月２２日、建設技術研究開発評価委員会 がれき・土砂処理対策技術審査部会）

嘉門 雅史（香川高等専門学校 校長）      二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科土木工学専攻 教授）

土屋 幸三郎（社団法人日本建設業連合会土木工事技術委員会副委員長）      

野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官） 

光成 政和（国土交通省総合政策局公共事業企画調整課 事業総括調整官） 

宮武 裕昭（独立行政法人土木研究所 地質・地盤研究グループ施工技術チーム 上席研究員） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた     Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった  Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．１３】 

研究開発課題名 

 

コンクリートがらを母材としたCSGの開発

（大成建設（株）技術センター 丸屋 剛）

担当課 

（担当課長名）

大臣官房技術調査課 

（課長：田村 秀夫） 

研究開発の概要 本研究では、粗く破砕したコンクリートがれきを母材としてセメントと水を混合し、セメ

ント硬化体として利用する技術を開発した。これにより、品質管理されたセメント硬化体を

提供することが可能になり、コンクリートがれきの用途拡大などに寄与できる。 

【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：１７.７５百万円】 

研究開発の目的 室内試験や実施工実験により、コンクリートがれきを母材としたセメント硬化体が所定の

品質を有することを確認し、実用化のための品質管理手法を確立する。また、コンクリート

がれきの粒度を迅速に評価するために、画像解析処理を用いた粒度分布推定手法を確立する。

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

本開発技術により、コンクリートがれきの用途拡大や、短期間に大量処分すること、処理

コストを縮減することを可能としたことから、十分な技術的意義、社会的・経済的意義を有

すると考える。 

【効率性】 

本研究では、産学官評価委員会（委員：7 名）を適宜 4 回開催し、実用化を考慮した適切

な助言と評価を受けつつ、実験の計画や実施、取りまとめにあたった。また、研究代表者や

共同研究者は、コンクリートの製造や品質管理に関して、深い知識と広い経験、および公的

資格を有し、必要な研究開発を短期間で立案して実施し、成果を得たことから、効率的な技

術開発体制を整えられたと考える。 

【有効性】 

コンクリートがれきを用いたセメント硬化体の製造方法や品質管理手法を確立できた。こ

れにより、コンクリートがれきの処理に要する費用や労力を大きく削減し、不足しているコ

ンクリートを補てんする建設資材としても活用できることから、当初の研究目標を十分に達

成できたと考える。 

外部評価の結果 現場での実用例はまだ無いが、技術的には実用化レベルに達したと評価できる。また、価

格競争力も見込めそうである。今後の具体的な現場適用に期待したい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成２５年４月２２日、建設技術研究開発評価委員会 がれき・土砂処理対策技術審査部会）

嘉門 雅史（香川高等専門学校 校長）      二羽 淳一郎（東京工業大学大学院理工学研究科土木工学専攻 教授）

土屋 幸三郎（社団法人日本建設業連合会土木工事技術委員会副委員長）      

野口 宏一（国土交通省大臣官房技術調査課建設技術政策分析官） 

光成 政和（国土交通省総合政策局公共事業企画調整課 事業総括調整官） 

宮武 裕昭（独立行政法人土木研究所 地質・地盤研究グループ施工技術チーム 上席研究員） 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた         Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった      Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．１４】 

研究開発課題名 戸建住宅･小規模建築用地中熱ヒートポン

プシステムの開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 戸建住宅用直膨方式 HPS において、ボアホ－ル深度 50～75ｍまで、高効率システムの構

築が確認出来、実用化の目処をつけることができた。さらに、暖房（加温）サイクルに限

定すると、100ｍ深度まで高効率運転が確認出来、直膨方式の更なる可能性を示すことが出

来た。 

【研究期間：平成２３年度   研究費総額：約３９百万円】 

研究開発の目的 地中熱ヒートポンプシステム（HPS）は、非常に省エネ性に優れているが、設備コストが

高く、国内での普及が遅れている。戸建住宅や小規模建築の場合、さらに、難しくなる。

そこで、戸建住宅や小規模建築で経済性の確保できる HPS を開発するものである。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】 

地中熱を利用した直膨方式の冷暖房システムを実用化したことに、先導性が認められる。

【効率性】 

当初設定の目標を達成するために、適切な構成員が配置され、高い効率性で進められた。

【有効性】 

市場投入には導入コストの低減が必要であるものの、技術的には完成された。 

外部評価の結果 コストダウンと先行技術との差別化が求められるものの、地中熱を利用した直膨方式の

冷暖房システムを実用化したことに、先導性が認められる。 

今後は、寒冷地への普及に向けて一層のコストダウンが期待される。機能を絞る（ex.

暖房のみ）ことで経済性を高めるなどの導入モデルを明示するほか、コストダウンのため

の数量的な展望と目標をつくり、具体化していくことが効果的と考えられる。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 

 

 

  

43



 

 

（終了時評価）【Ｎｏ．１５】 

研究開発課題名 

 

住宅の環境負荷を削減する先導的評価お

よび普及技術の開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 住宅の環境負荷低減技術レベルをボトムアップするため、工務店等の建設事業者や施主

を対象とした低環境負荷要素技術の導入を促進する設計技術、居住者の省エネ行為など需

要抑制方法の普及技術の開発を行った。 

【研究期間：平成２３年度   研究費総額：約２６百万円】 

研究開発の目的 すべての新築住宅を省エネ住宅にするという目標を迅速確実に実施するため、先進的技

術開発と広く普及させるための普及推進技術は不可欠であり、住宅の環境負荷低減技術レ

ベルをボトムアップするため、普及技術の開発を行った。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】  

省エネ技術に関する多様な評価手法とその普及ツールの開発であり、その先導性を高く

評価する。 

【効率性】 

産官学の協力が適切に行われており、限られた期間で効率的に開発が進められた。 

【有効性】 

快適性評価などの課題はあるが、省エネ性能評価ツールとして一定の完成度は確保され

ている。 

外部評価の結果 

 

快適性等、エネルギー消費量の関連付けが難しい要素については、エネルギー消費量の

評価に直接つながるところまでは到達していないため、今後、省エネルギー評価への連携

方法等の検討が望まれるものの、産官学が効率的に連携して着実に成果を上げていること

が認められる。開発された成果の一部が改正省エネルギー基準の評価方法等、様々な形で

活用されているほか、住宅のエネルギー消費量推計ツールも web ベースで公開されており、

省エネ技術普及への貢献を評価する。 

今後は、継続的な調査・開発による精度向上や普及拡大が期待される。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 

 

  

44



 

 

（終了時評価）【Ｎｏ．１６】 

研究開発課題名 

 

オフィスの知的創造性を高める省エネル

ギーサーカディアン照明・温熱環境制御手

法の開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 知的創造性のモデルを構築し、的確に評価する手法として「生産力テスト」を開発し、

サーカディアンリズムに着目した照明制御手法を考案した。また、一日の体温の変動に同

調する空調温度によって、体温、その他の心理・生理的影響があるか、確認した。 

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約３２百万円】 

研究開発の目的 オフィスの知的創造性を高める室内環境を実現することを目的とし、サーカディアンリ

ズムを考慮した光環境・温熱環境の省エネルギー制御手法の開発を実施した。また、制御

手法開発時に必要となる、知的創造性の測定方法を開発した。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】  

照明環境による人の生理現象・生産性等への影響に着目した点については、応用性のあ

る先導的な技術開発と評価する。 

【効率性】 

大学と民間企業が連携して適正に技術開発が進められた。 

【有効性】 

照明・温熱制御と生産性向上などの関連性の実証で不明な点もみられるが、簡単な調光

で効果が得られるのであれば、目標は達成されている。 

外部評価の結果 知的創造性がもたらす効用とその限界について、分りやすく説明し、普及に努めること

が求められるものの、温度環境よりも照明の調光によって人の生理現象に効果をもたらす

ことを見出せたことが評価される。 

知的創造性の測定手法は、今後もデータを蓄積し、評価手法の妥当性を確認することが

必要である。照明制御手法は、データを蓄積し、効果的設計方法を確立することを期待す

る。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．１７】 

研究開発課題名 

 

雨水利用壁面緑化による暑熱環境の改善

および省エネルギーの効果を定量化する

熱・水収支的評価技術の開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 ①壁面緑化植物による室内への日射熱負荷軽減量の算定モデル ②同総熱負荷の算定モ

デル ③壁面緑化植物の水資源消費量算定モデル の各要素技術を開発し「緑のカーテン」

室温シミュレーションソフトとしてパッケージ化した。 

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約２１百万円】 

研究開発の目的 雨水利用型の壁面緑化がどの程度空調にかかるエネルギーを削減し、また一方で水資源

を必要とするのか、その見える化ツールである「緑のカーテンによる暑熱環境の改善およ

び省エネルギー効果の定量化プログラム」の開発を目的とした。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】  

応用性のある先導的な技術開発と評価する。 

【効率性】 

大学と民間企業が連携し適正な役割分担で技術開発が進められた。 

【有効性】 

現在は、農学分野での技術開発にとどまっているものの、建築分野における省エネ評価

への組み込みを進めていくことが必要である。 

外部評価の結果 壁面緑化を施工した場合の室内の熱負荷の評価手法を導いたことを評価する。 

壁面緑化ツールを用いて緑化の有用性を定量化し、設計者・導入ユーザに対して普及し

ていくことが重要であり、行政との連携による広報等の取り組みに期待する。 

今後は、多様な省エネ技術との連携など、建築分野と連携しながら開発を進めていくこ

とや、成果活用の一例として、学校等への普及の観点から教育プログラム化することも期

待される。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．１８】 

研究開発課題名 

 

靭性が高く、軽量で施工がしやすい断熱コ

ンクリートの開発による基礎又は躯体断

熱工法の検証と確立 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 断熱性能を有するコンクリートを開発することにより、基礎部分の断熱性を確保し、耐

久性や施工性を向上させ、施工時の省力化、CO2排出量の削減などを可能にした。また、床

下地盤の熱容量の活用を可能にするなど、住宅におけるエネルギーの効率的な利用を可能

にした。 

【研究期間：平成２２～２３年度   研究費総額：約７百万円】 

研究開発の目的 基礎部分の断熱性の確保と耐久性や施工性の向上を目指すとともに、床下地盤の熱容量

の活用を容易にするなど、住宅におけるエネルギーの効率的な利用を可能にすることを目

指し、さらに、施工時の省力化、CO2 排出量の削減などを可能にすることを目指した。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】  

超軽量骨材を用いた断熱コンクリートの強度と断熱性能の両立を目指したことに、先導

性が認められる。 

【効率性】 

大学との連携の効果について、もう少し明示的になるとよい。 

【有効性】 

実用化、市場化に向けた課題がいくつか認められることから、所定の開発目標の達成に

は、もう少し時間を要する。 

外部評価の結果 生産体制の確立や、実例での施工性や省エネ性能の効果に関する評価が必要であるもの

の、軽量コンクリートにおける断熱性能（λ≦0.1）と強度（≧30M ㎩）のハイブリット化

を評価する。 

実用化・市場化に向けた課題がいくつか認められることから、今後は開発体制の強化を

行い、よりよい成果の獲得とスピードアップを期待する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．１９】 

研究開発課題名 太陽エネルギー利用と蓄電・蓄熱技術を融

合した高自立循環型エネルギー供給シス

テムに関する技術開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 太陽エネルギーと蓄電・蓄熱を融合したエネルギー供給を行うため、①電力需要予測機能

による蓄電・蓄熱の最適化を図る統合制御システムの開発、②車載用蓄電池を活用した電

力供給システムの開発、③ハイブリットシステムによる個室熱供給・除湿システムの開発、

④太陽熱温水パネル高効率暖房・給湯システムの開発を行った。 
【研究期間：平成２２～２３年度   研究費総額：約１８１百万円】 

研究開発の目的 太陽エネルギー利用と蓄電・蓄熱技術を融合した高自立循環型エネルギー供給システム

を開発し、運用時に二酸化炭素を排出しないネットカーボンマイナス住宅の構築を目指し

た。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】  

開発項目が４つあり、各項目それぞれに高い先導性があるとはいえないが、各項目の重

みや項目どうしの組合せ効果についての検証・言及があれば先導性が認められる。 

【効率性】 

ややコスト偏重である面もありそうだが、役割分担等が適正に行われた。 

【有効性】 

既往で類似の取り組みもみられる分野であることから、4 項目全体としての開発目標と

市場化戦略を明示することが求められる。 

外部評価の結果 全体としての総合化の効果が明確ではないものの、個別の技術開発はそれぞれ達成され

ている。低コスト化に課題がみられることから、個々の要素技術のうち、有用なものを切

り出して先行させるなど焦点を絞った取り組みが求められる。 

今後は、個別技術をそれぞれ切り分け、戸建て住宅に限らず市場化を進めるなど、個々

の開発項目に対する市場化戦略、市場への導入計画を作る必要がある。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．２０】 

研究開発課題名 

 

蒸暑期にも有効な超高断熱・高気密住宅

（パッシブハウス）に関する技術開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 蒸暑期の冷房・除湿負荷を削減する外皮構成を創造し、暖房と冷房・除湿負荷の平準化

や削減に有効な設備システムを開発した。外皮熱・湿気性能および耐久性能と室内温熱快

適性の検証、熱回収換気システムの風量制御、蓄熱空間システムの制御論理改修と性能評

価を行った。 

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約７０百万円】 

研究開発の目的 この技術開発の目的は、暖房負荷を限りなくゼロに削減するための木質系の超高断熱・

高気密外皮設計技術に着目し、蒸暑期の冷房・除湿負荷削減にも効力を発揮する外皮構成

を創造するとともに、暖房と冷房・除湿負荷の平準化に削減に有効な設備システムの組み

合わせを探ることである。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】  

既存技術であるが、適用条件を明確にした研究として評価する。 

【効率性】 

大学と民間企業が連携して技術開発が進められた。 

【有効性】 

蒸暑地域の高断熱・高気密住宅において、必須の条件や研究結果を明示する必要がある。

 

 

外部評価の結果 コスト性能についての課題が残るものの、各要素技術の当初の開発目標が達成されてい

ることを評価する。個別の要素技術を総合化する方法論が確立されることを期待するほか、

市場化にあたっては、様々な地域区分を想定した検討が求められる。 

外断熱は有用な技術であるが、多様な要素技術が盛り込まれすぎているため、今後は技

術開発の焦点や要点を絞っていくことが必要と考えられる。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．２１】 

研究開発課題名 

 

個別送風ファンを用いた次世代省エネ型

建築・全館空調システムに関する技術開発

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要  高気密高断熱住宅内に空調室を設け、各居室から戻ってくるリターン空気と熱交を介し

て供給される外気を、空調室内で熱処理を行い、個別送風ファン（ＤＣファン）によりダ

クトを介して各居室へ冷温風を搬送するシステムを開発した。 

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約４０百万円】 

研究開発の目的  当該技術開発では、高気密・高断熱住宅の熱的特性を生かした快適で、従来システムと

比較して省エネルギーであり、かつ更新が容易にできる、次世代型建築・全館換気空調シ

ステムを開発することが目的である。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】  

既存技術のアセンブルの技術開発であるが、優れたアイデアであり、応用性のある先導

的な技術開発と評価する。 

【効率性】 

大学と民間企業が連携して適正に技術開発が進められた。 

【有効性】 

応用や展開において今後の進展が見込まれるが、技術的に完成され、市場化も進んでい

ることから、所期の目標は達成できたといえる。 

外部評価の結果 1 台の空調機と複数台の個別送風ファンによる住宅用セントラル空調の可能性をひらく

成果である。デシカント空調ともつながりやすくなり、住宅の省エネ性能の向上につなが

るものと評価する。様々な地域区分を想定した検討などいくつかの課題は残っているが、

実例を蓄積する中で解決されることを期待する。 

着実な実績が期待できる技術開発であることから、今後は普及に向けて組織的な取り組

みを発展させることを期待する。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員  鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．２２】 

研究開発課題名 戸建住宅における領域統合システム開発 担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 植栽による微気候調整、断熱と遮熱、外気導入、重力換気、井水利用放射壁システム、

夜間蓄冷などを統合させ、エアコンに頼らないパッシブな快適空間の実現手法・運用シス

テムを構築した。  

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約１００百万円】 

研究開発の目的 本開発の目的は、樹木や風といった環境ポテンシャルを活用し、植栽による微気候調整、

断熱と遮熱、外気導入、重力換気、井水利用放射壁システム、夜間蓄冷などを統合させ、

パッシブな快適空間の実現手法・運用システムを構築することである。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】  

井水利用に着目した応用性のある先導的な技術開発と評価する。 

【効率性】 

適正な役割分担で技術開発が行われた。 

【有効性】 

市場投入には導入コストの低減が必要であるが、技術的には一定の完成度は認められる。

パッシブ技術であるので、定量的な設計法についての言及がみられるとよい。 

外部評価の結果 シンプルでわかりやすい仕組みである。建築内部にとどまらず街並環境の形成にもつな

げて考えている点を評価する。実証データの積上げ等により省エネ効果の定量的な設計法

の開発を期待する。 

顧客の賛同を得ることがポイントになることから、わかりやすい普及への取り組みが求

められる。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員  鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．２３】 

研究開発課題名 

 

二酸化炭素を利用したコンクリートスラ

ッジの再資源化に関する技術開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 生コン及びコンクリート製品製造時に発生するコンクリートスラッジと二酸化炭素を、

炭酸カルシウムとリン除去剤に再資源化し、廃棄物の削減とリン回収事業化のための技術

開発を行った。 

【研究期間：平成２２～２３年度   研究費総額：約１１８百万円】 

研究開発の目的 生コン及びコンクリート製品製造時の廃棄物である、コンクリートスラッジと二酸化炭

素を利用して、炭酸カルシウム及びリン等の吸着材に再資源化する技術の開発を行い、廃

棄物量の削減及びリン資源の回収・リサイクル事業化を図る。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】  

基本的な考え方は非常に有効であり、応用性のある先導的な技術開発と高く評価する。

【効率性】 

適正な役割分担で技術開発が行われた。 

【有効性】 

市場投入には導入コストの低減が必要であるが、技術的には完成されている。 

外部評価の結果 課題の実施にあたって、成果の目標（数値）が具体的に示され、技術的にそれらが達成

されていることが評価できる。技術的には完成度が高い。 

 残された課題は装置の小型化、移動化などと、複数の工場を対象とした適正な配置の強

化と考えられる。 

普及にあたっては、プレキャストコンクリート工場のみならず、生コン工場での検証も

必要と考えられる。そのため、いくつかのケーススタディ等を行い、本技術の有効性をさ

らに検証して行くことが求められる。 

 

 

 
＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．２４】 

研究開発課題名 薄型ＡＬＣパネルのプレカットシステム

に関する技術開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 木造住宅用薄型ＡＬＣパネルの外壁工事において、現場での材料加工をなくしプレカット

加工を行うことで、廃棄物の削減を進めた。現場施工の場合と同程度の人工数でできる施

工技術を確立し、図面作成システムを完成させた。 

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約２１百万円】 

研究開発の目的 木造住宅用薄型ＡＬＣパネルの施工において、材料の有効活用と廃棄物削減を目的とし

たプレカットシステムの開発を行った。循環型社会の実現に向けた建築現場の廃棄物発生

量削減が推進されるとともに、建築現場の騒音や粉塵といった環境対策の面でも改善が図

られる。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】  

実用的な新しい施工システムの確立であり、今まで実現していないという観点から先導

性が認められる。 

【効率性】 

適正な役割分担で技術開発が行われた。 

【有効性】 

市場投入には機器の開発等が必要であるが、基本技術は完成されていると認められる。

外部評価の結果 加工技術としては成功している。機械の普及が課題であると考えられるものの、材料の

取り回し効率が向上し、残材の削減に寄与している。また、開発において成果の目標(数値)

および達成度が具体的に示されていることを評価する。 

今後は、プレカットシステム販売店や薄型パネル業界において広く展開・普及されるこ

とが望まれる。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 

 

 

53



 

 

（終了時評価）【Ｎｏ．２５】 

研究開発課題名 

 

改修工事におけるエコ生産のための３次

元レーザースキャナーを用いた計測の技

術開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 改修工事に先立ち、既存建物の躯体、仕上げ、設備等の位置や寸法を３次元レーザース

キャナーで正確に計測し、部材の工場での事前加工・切断を行うための、計測技術、デー

タ処理技術、図面作成技術、施工技術等を開発した。 

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約４１百万円】 

研究開発の目的 改修工事において、現場合わせによる切断を無くし、残材廃棄物をゼロにするとともに、

無騒音・無粉塵のエコ生産を目指す。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】  

計測技術は優れたものが出来たと考えられる。応用性のある先導的な技術開発と評価す

る。 

【効率性】 

大学と民間企業が連携して技術開発が進められた。 

【有効性】 

基本的技術の開発・検証については達成されている。実用化に向けた技術の有効利用研

究のための体制整備には工夫が必要であるが、実用化を目標とした検討を引き続き継続し

ていくことが求められる。 

外部評価の結果 このシステムが広く普及されるためには多くの課題が残されているものの、改修工事の

合理化等のために、今後必要な技術の一つであると考えられる。内装仕上げ工事への適用

だけではなく、設備改修工事への適用も検討することが望まれるが、計測システムが完成

されていることや、いくつかの課題に対して継続的に検討されていることを評価する。 

今後は、ＩＣタグ等を改修施工後の維持管理に使うことも視野に入れて展開することが

期待される。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 

 

  

54



 

 

（終了時評価）【Ｎｏ．２６】 

研究開発課題名 建築分野における土の高度利用と新構法

の研究・開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 建築現場で製造した非焼成土ブロックを用い、組積耐力壁を構築する技術の開発を目的

として、材料・構造・施工性等の面からの建築構法の研究・開発を行った。 

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約４２百万円】 

研究開発の目的 建築における土素材の高度利用の一例として、建築現場で製造した非焼成土ブロックを

用い、組積耐力壁を構築する技術の開発を目的とした。検証結果をもとに更なる環境性能

の向上を目指し、新構法としての技術の提供を可能にしている。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】  

工法開発が課題として残されるが、素材、材料の開発として先導性が認められる。 

【効率性】 

各機関の役割分担が有効に機能した。 

【有効性】 

どこにでもある材料である土は、性能品質のバラツキが大きいため、地域性・用途等か

らの要求性能の仮定が重要である。また本技術の普及・活用にあたっては（簡易な）機械

化も必要ではないかと考える。耐久性などを含め、今後の継続的な検討を期待する。 

外部評価の結果 技術開発の発想および目標について高く評価するとともに、酸化マグネシウムの固化材

としての有効性が示される等、具体的な成果の活用が示されていることを併せて評価する。

実用化するには耐久性等について未知な点が多く、土ブロックに必要と考えられる性能

について、今後もデータの蓄積を図ることが求められる。土の種類によっては製造技術が

異なる場合も考えられる。 

土は地域ごとに性質が異なるため、高度な要求に応えるよりも使用目的を明確にする等

（例えば、ターゲットの絞り込み）が求められる。今後の方向性の検討も含め、継続的な

研究開発を期待する。 

 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員  鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．２７】 

研究開発課題名 安全安心な建物建設に資する配筋検査シ

ステムに関する技術開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 配筋検査時に検査対象の写真を撮ることで、タブレット PC 上で検査位置を自動把握し、

さらに配筋検査結果の履歴管理に関する技術開発および３次元 CAD データを活用した照

合・判定に関する技術開発を行った。 

【研究期間：平成２２～２３年度   研究費総額：約２４百万円】 

研究開発の目的 ①配筋検査のヒューマンエラー排除や改竄防止による社会・建物利用者にとっての｢安全

安心｣ の提供 ②検査業務効率 50％以上の向上、及び手直し発生予防による品質確保と工

期遵守 ③維持管理段階での設計 3 次元 CAD データを介した施工品質情報可視化による建

物資産価値 の向上 ④個人差のない安定した品質・検査を確保することによる国内建設産

業の国際競争力向上 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】  

煩雑な配筋施工検査を効率化させるため、三次元カメラ、位置・方向認識システムなら

びに三次元物体計測の画像処理手法を利用して鉄筋コンクリート構造の配筋を認識するシ

ステムの開発であり、先導的な技術開発として評価する。 

【効率性】 

現場に於いて実地の検証実験を行うなど、現場における課題・ニーズを取り入れること

により効率的な開発が行われた。 

【有効性】 

鉄筋モックアップを対象とした検証によって、技術の実現可能性が評価できるまで技術

開発が進められている。実用化に向けた更なる展開が求められる。 

外部評価の結果 本システムによって画像処理システムに任せることのできる範囲と現場管理の人間が行

うべきことの範囲を明確化する必要があるものの、鉄筋モックアップを対象に、三次元カ

メラ、位置・方向認識システム、３次元物体計測手法等の最近の画像認識システムを組み

合わせて鉄筋の配筋を現場において認識することができるシステムを開発する着眼につい

て評価する。 

今後は、施工現場での多種多様な配筋形態に対する本検証システムの適用の可能性につ

いて、検証を進めることが必要である。また、施工現場での実績を積み重ねることにより、

技術の完成度を一層高めていくことが望まれる。さらに、建物改修時における配筋記録の

管理に活用されることも考えられることから、原提案システムがそのまま適用できるか、

本目的に対して改良、改善の事項があるか等の検討を継続することを期待する。 

 
＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．２８】 

研究開発課題名 鉄骨造建築物の安全性向上に資する新自

動溶接技術の開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 ロボット溶接において、従来の溶接開先角度 35°に対して 25°狭開先を開発した。溶接

量を約 30%低減し、製作効率の向上、環境負荷の軽減を実現した。 

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約３０百万円】 

研究開発の目的 狭開先化による溶接断面積の減少により、溶接入熱低減による継手品質信頼性の向上及

び安定化やダイアフラムの変形減少等柱製作精度の向上を図ると共に、溶接時間を短縮し、

シ－ルドガス（CO2 ガス）の低減を図ること、更には、ロボットによる溶接自動化によっ

て、溶接条件の安定化を図り、且つまた安定したロボット溶接に必要な柱部材の組み立て

精度向上による柱製作精度の向上及び溶接品質の安定化を達成することを目指している。

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】 

 鉄骨構造建築物に使用される溶接に関し、現状の接合性能を低下させることなく溶接の

開先角度を現状の 35°より小さい 25°にとる溶接技術を開発し、作業負荷の低減ならびに

溶接作業時に使用される二酸化炭素量を低減することにより地球環境保全につながる技術

開発として、その先導性が評価される。 

【効率性】 

産官学の委員会構成など、適正な役割分担で効率良い技術開発が行われた。 

【有効性】 

実大試験で従来の 35°開先と同等の性能が確認されており、現時点に於いて作成中の転

用マニュアルが整備されれば当初設定されていた技術目標はほぼ達成されたようである。

今後は実建物の適用や普及に向けた課題のクリア、規準類への反映などの基盤整備が求め

られる。 

外部評価の結果 課題設定を溶接接合部の開先角度に具体的に絞り込んで技術開発を進めたことにより、

溶接部における 35°から 25°への狭開先化が実現されている。また、開先を狭めることの

部材性能への影響まで検証していることを評価する。 

本技術開発で設定された開先角度25°が最適な値であったのかの確認作業が、構造性能、

作業性、二酸化炭素削減等の事項に関して必要と考えられる。技術普及に当たっては、開

先を狭めることの一般的な問題点も示した上で、本技術適用に当たっての留意点や適用範

囲を明確化しておくことが期待される。 

本技術は、溶接量低減と溶接時間短縮のために有効であり、その普及のため、ここで得

られた成果の規準・標準類への反映に、引き続き、精力的に取り組むことを期待する。ま

た普及活動を推進するとともに、新規開発の技術であることより作業に係わる技術者の教

育・啓発活動を併せて推進することが望まれる。 
 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．２９】 

研究開発課題名 湿式外断熱工法外壁に係る火災安全性能

評価基準、及び、燃え拡がりを抑制する施

工技術の開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 燃焼危険性の高い有機系外断熱材を使用する湿式外断熱工法外壁について、火災安全性

能を適切に評価できる基準を開発し、断熱材の燃え拡がりを抑制する施工技術の開発を実

施した。 

【研究期間：平成２２～２３年度   研究費総額：約４百万円】 

研究開発の目的 建築基準法に基づく防耐火性能を確保しても、外壁全体が火災に包まれたり、外壁に施

された材の脱落により、避難者や消防活動に影響を及ぼす恐れを否定できない。そこで本

研究では、湿式外断熱工法外壁について、火災安全性能を評価する基準を開発すると共に、

断熱材の燃え拡がりを抑制する施工技術を開発することを目的とした。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 既存の試験法の問題点を改良し、湿式外断熱工法の火災時の問題点を評価するための基

準を開発した点に先導性が認められる。 

【効率性】 

大学と関係団体が連携した技術開発体制となっており、大学の知の財産が生産現場に活

用される仕組みとなっている。 

【有効性】 

業界内の規格として試験法・評価法を完成させ、JIS 原案を作成するまでに至っており、

技術開発の完成度、目標達成度は高いものと認められる。評価方法については、通気層内

部や胴縁の延焼が評価されていない点や最適な評価水準について、今後の検討が求められ

る。 

外部評価の結果 外壁面で開口上部に庇・バルコニーが設置されている状況など、実際の建築物の多様な

形態への適用性検証の実施が求められるものの、試験方法の提案の他、試験結果の評価基

準が具体的に決められており、また燃え拡がり抑制のための具体的な処理方法を提示した

ことは成功点と考えられる。 

今後は、試験方法の JIS 化など一般化への取り組みが期待される。本技術開発で得られ

た成果が、より広い範囲で活用されるよう、引き続き精力的に取り組まれることを期待す

る。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．３０】 

研究開発課題名 既存 RC フレームに合成接合される枠付き

鉄骨ブレースを用いた耐震補強法に関す

る技術開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 耐震補強工法として、鋼板とグラウト材を用い、枠付き鉄骨ブレースを PC 鋼棒で側柱に

緊結合し、一体化を図る「合成接合法」を開発した。あと施工アンカーの使用が激減し、

側柱が鋼板補強され、かつ現場工事環境の改善と現場工事期間が短縮され、コストも下が

った。 

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約７６百万円】 

研究開発の目的  中低層鉄筋コンクリート（RC）造建物への簡便で低コストな耐震補強技術を開発する。

耐震補強で一般的に使用される枠付き鉄骨ブレースを既存 RC フレームに取り付ける際の

合理的な接合技術の開発を行う。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】 

 既存の鉄筋コンクリート造建築物に、あと施工アンカーを用いずに耐震補強ブレースを

取り付ける新たな接合方法を開発した点に先導性が認められる。 

【効率性】 

地域の建築工事組織、設計組織と大学組織が連携し、それぞれの課題を分担することに

より、高い効率性をもって開発が行われた。 

【有効性】 

耐震補強効果が実験により示されているほか、設計・施工マニュアルまで作成を終えて

おり、技術開発の目標は十分に達成されている。技術的ならびに適用制度的には完成域に

達しており、技術開発の完成度は高い。 

外部評価の結果 既存 RC フレームに、あと施工アンカーを用いずに耐震補強ブレースを取り付ける新たな

合成接合法を具現化した上で、その耐震補強効果を実験により示したほか、設計・施工マ

ニュアルまで完成させており、改修工事のニーズに応える工法を提案したことを評価する。

提案工法における門型フレームとすることによる下枠の切除については、現時点におい

ては賛否が交錯する課題となっている。補強架構の構造性能については別工法を含めて広

く性能検証および性能評価を継続的に進めていくことが必要である。多種多様な実際の既

存ＲＣフレームに対し、本工法をできるだけ広い範囲で適用していくための接合ディテー

ルの展開が、課題として残されている。 

提案工法の普及のための他機関との連携、情報提供を推進し、本工法を採用することの

メリットをより明確化し、そのメリットを強くアピールしていくことで、本工法の普及発

展につながるよう、引き続き本技術開発に係る活動に取り組むことを期待する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．３１】 

研究開発課題名 中高層建築物の大幅な重量軽減を目的と

したプレストレスト集成材床スラブシス

テムの技術開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 大型建物に適用可能な超軽量のプレストレスト集成材床スラブシステムを開発した。構

造性能や耐火性を改善し、広範囲な構造躯体で使用できる。建物重量を軽減して耐震性能

を大幅に向上させた。 

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約４０百万円】 

研究開発の目的  大型建築物のコンクリートスラブは、建物重量が大きくなって地震時水平力が増加し、

地震被害を大きくする要因の一つであり、またポルトランドセメント製造に必要な二酸化

炭素排出量が多大である。そこで、木造スラブを一般化し、大型の事務所建築や集合住宅

で使用可能な超軽量のプレストレスト集成材床スラブシステムの技術開発を行った。  

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 集成材による床スラブにより建物の軽量化をはかることで耐震性確保をはかり、かつ木

材利用促進にも貢献するという点で先導的な技術開発と認められる。 

【効率性】 

大学と民間との連携により、理論的及び実務的な高い見地から、木質構造へのプレスト

レス技術の適用が効率的に図られた。 

【有効性】 

耐火性能の具体的な確保方策について課題が残るものの、多くの構造実験に基づき、構

造面での課題をクリアするための接合詳細や非剛床の場合の設計手法が確立されており、

当所の目標はほぼ達成されている。 

外部評価の結果 鉄筋コンクリート構造もしくは鉄骨構造の主架構に、木質材料によるスラブを組み合わ

せて計画することに着眼し、視点を絞ったことが本提案課題の成功につながっている。ま

た提案技術の構造的な実現可能性を、数多くの実験によって提示できたことを評価する。

提案の木質材料によるスラブを組み合わせた鉄筋コンクリート構造もしくは鉄骨構造に

対する設計規準類が整備されておらず、また主課題として防火・耐火に対する性能が確認

されないと実用化・市場化には次のステップを踏み出せない。また、クリープに対する検

証はある程度の時間を要するため、現時点で完全に特性が明らかにされていないことは止

むを得ないところであり、実験を継続していく必要があると考えられる。 

今後は、木質系材料による中層・高層の純木質系建築物に対する本提案技術による混用

構造（スラブが木質材料）建築物の計画・構造・環境計画等において優れている事項を、

不利と推測される事項を整理するとともに、実用化・市場化における課題事項を併せて整

理しておくことが望まれる。また、本構造の魅力をアピールし続けることが、実建物への

適用につながると考えられる。 

 
＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．３２】 

研究開発課題名 新型ボルトにより補強した木造軸組工法

の技術開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 木造軸組工法を存続させるため、先端に溝を設けた新型ボルトを開発し、これとドリフ

トピンを併用して仕口の強度を向上させ、CAD/CAM ソフトにより設計とプレカットが結び

ついた木造軸組工法を開発した。 

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約４０百万円】 

研究開発の目的 在来軸組工法の接合方法は、意匠上端正であるが、断面欠損がはり自体の断面性状を低

下させており、接合方法では水平荷重に関する考慮がない。そこで、接合具を構造体内部

に納めそれをドリフトピンにより接合する方法で接合耐力を向上させた。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

【必要性】 

 従来型に比して断面欠損が小さくてすみ、金物の発錆による欠損が小さい新型ボルトを

用いる木造軸組工法に関する一つの工法の提案として評価される。 

【効率性】 

適切な役割分担によって技術開発が遂行された。 

【有効性】 

技術的にはほぼ完成され、実物件への適用も既に実現しており、目標は十分に達成され

たと言える。ただし、管柱間接合については、偏心の問題があり、改良の必要がある。 

外部評価の結果 提案する接合方法について実験データを蓄積し、所用の性能を有することが検証されて

いるほか、実物件への適用も実現されていることが成功点として評価できる。 

 本開発技術が広く活用されるためには、施工実績を積み重ねることにより、製品の信頼

性を確立していくこととともに、本開発による成果と技術が広く公表・公開されることが

必要である。 

本接合方法には、接合金具を構造内部に収め、断面欠損を減らすという明らかなメリッ

トが認められるので、このようなメリットをより広く活かせるようにするための適用範囲

拡大と信頼性向上のための取組みが、今後の課題になると考えられる。また、認定プログ

ラムへ本課題の成果を反映させ、本技術開発者集団の枠を越えて広く利活用がはかられる

ように情報の公表・公開の一層の推進をはかることが求められる。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員 鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 

 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．３３】 

研究開発課題名 既存小規模木造住宅の基礎の耐震補強工

法の開発 

担当課 

（担当課長名）

住宅局住宅生産課 

（課長：伊藤 明子） 

研究開発の概要 膨張樹脂体技術を応用して、既存小規模木造住宅の基礎補強工法を構築した。基礎下に

形成された樹脂体と柱脚の直接接合による基礎の引き抜き軽減に加え、膨張樹脂体による

支持力効果と地盤の補強効果など柱脚部、基礎および地盤を複合的に補強する技術である。

【研究期間：平成２１～２３年度   研究費総額：約２１百万円】 

研究開発の目的 地震時における既存小規模木造住宅の建物転倒、破壊を防ぎ、許容程度まで地震動被害

を低減させる基礎耐震性能向上を目的とした膨張樹脂体応用の基礎補強工法を構築した。

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】  

無筋もしくは鉄筋量が少ない基礎を有する小規模木造住宅の改修において、基礎構造に

生じる引抜力処理の解決提案の一つの技術開発として、その先導性を評価する。 

【効率性】 

建築物沈下修正工用の素材製造者、基礎構造設計のエンジニアリング組織と大学組織が

連携して技術開発が進められた。 

【有効性】 

地震時に建物に生じる転倒モーメントにより基礎構造に生じる引張力を、基礎梁を介し

て地中の基礎構造へ伝達する開発目標は技術的には達成されているが、その検証は補強金

物、接合部、アンカー定着部の柱状体それぞれについて確認がなされている段階である。

改修補強システムとしての全体系が必要な性能を有するかの確認を行うことが必要であ

る。 

外部評価の結果 樹脂膨張材利用により、既存小規模木造住宅に作用する圧縮力の他、引き抜き力を処理

するための方法を、接合金具まで含めて提示できたことを評価する。 

対象とする既存小規模木造住宅の耐震改修において課題となる問題点を整理すること

が、実用化・市場化をはかるための第一のステップとして必要である。本技術を導入する

に当たっての設計・耐震補強目標と、これを検証する方法を示した一連の設計・評価基準

類や施工マニュアル類を今後検討していくことが課題である。 

既存小規模木造住宅の耐震改修工法として提案するには、性能評価の対象とする物理量、

ここでは柱脚部の引張軸力、を明確にすることが求められる。対象が引張力であるとすれ

ば、本課題で素材として対象としている”膨張樹脂柱状体”が地中基礎構造として構造性

能、経済的性能の観点から適切な素材であるかを明確にする必要がある。本技術開発で取

りあげている”膨張樹脂柱状体”が柱状体の膨張により基礎下部地盤の締め固めを行う副

次的な効果に加えて、引張応力を負担する地下基礎構造体として用いられる必然性を明ら

かにする事由が明示されることが望まれる。 

 
＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 26 年 1月、住宅・建築関連先導技術開発審査委員会） 

委 員 長 久保 哲夫 東京大学名誉教授 

副委員長 桝田 佳寛 宇都宮大学名誉教授 

委  員 秋澤 淳 東京農工大学大学院工学研究院 先端機械システム部門教授 

委  員 河合 直人 工学院大学建築学部建築学科教授 

委  員 坂本 雄三 独立行政法人建築研究所理事長 

委  員 本橋 健司 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 

委  員 金井 昭典 国土交通省国土技術政策総合研究所副所長 

専門委員 足永 靖信 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部 

環境・設備基準研究室長 

専門委員 小豆畑 達哉 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室長 

専門委員  鹿毛 忠継 国土交通省国土技術政策総合研究所建築研究部建築品質研究官 
 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた        Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった     Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．３４】 

研究開発課題名 

 

地震後の早期運転再開支援システムに関

する研究 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室 

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 地震・地盤データを利用して地震直後に沿線地震動の推定・構造物の被害推定を行う運

転再開支援システム、上記システムとの連携し地震前に構造物の安全性評価を効率的に実

施するための地盤・構造物情報データベースとそれを用いた簡易モデルの効率的な作成手

法を開発した。さらに、沿線の地震動を遠隔で簡便に確認可能な簡易型地震計を開発した。

【技術開発期間：平成２１年度～２４年度 技術開発費総額：約１７４百万円】 

研究開発の目的 地震後の鉄道の安全確認をより的確にかつ効率よく実施し運転再開の早期化を図るた

め、地震前における構造物の安全性と地震発生後の鉄道沿線の揺れや被害を現状よりも詳

細にかつ精度よく評価・推定するシステムを構築することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

現在地震後の安全確認は、経験的な被害分析により設定された規制値を基準にした方法

で行われており、安全確認箇所の設定が必ずしも詳細な鉄道の被害予測に基づくものでは

ない。また、地震計が規制値を超えた場合は、地震計の受け持ち範囲（約 20～40km）全線

の点検を行う必要があり、運転再開遅延の最大の原因となっている。公共輸送機関である

鉄道の運転再開の不必要な遅延は、社会・経済活用において重大な影響を与えるため、適

正化が図られねばならない。このためには、地震前に構造物の安全性の評価と要注意箇所

の抽出を確実に行い、かつ地震発生時の鉄道沿線の被害を現状よりも詳細かつ精度よく推

定する方法を開発することが不可欠である。 

【効率性】 

鉄道総研は、地震時に地震の影響の有無を即時に判断し運転規制を行う早期地震警報シ

ステム等の開発、実用化を行ってきた。これらは現在ＪＲおよび民鉄の多くで導入されて

おり、高い評価を得ている。また、地震時の鉄道構造物の被害推定や車両脱線の危険度判

定についても、幅広く研究を進めてきた。これらの研究成果やノウハウを活用・発展させ

ることにより、本技術開発は効率的に進められた。 

【有効性】 

この技術開発により、地震前および地震後において被害発生の危険性が高い個所のより

確実な抽出が可能となるため、安全確認を行う区間を的確に絞り込むことができる。従っ

て状況によっては安全性を確保したまま運転再開までの時間を短縮することができる。こ

の技術開発は国民の安全、経済活動の維持に大きく貢献すると考えられる。 

外部評価の結果 ・簡易型地震計が商品化されるまでの成果が出たことは、評価できる。 

・難しい課題に取り組み、成果はあがっているが、最終的な目標達成までにはまだ研究の

余地がある。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年２月２８日、平成２５年度鉄道技術開発課題評価委員会）

委員長  吉本 堅一 東京大学 名誉教授  

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授     河村 篤男 横浜国立大学 教授  

古関 隆章 東京大学大学院 教授    須田 義大 東京大学 教授  

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．３５】 

研究開発課題名 

 

鋼橋・橋台・盛土一体化による老朽橋梁の

再生に関する研究 

担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室 

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 片持ち構造の旧橋台と、支承に支持された単純桁構造の老朽鋼桁に対し、①盛土に補強

材を打設するとともに隅角部を剛結することによってラーメン構造化を図る技術（鋼桁・

橋台・盛土一体化工法）、および②鋼桁にプレキャスト床版を結合することによって合成

構造化を図る技術（鋼桁の合成構造化工法）を確立し、老朽橋梁の再生工法を開発した。

【技術開発期間：平成２１年度～２４年度 技術開発費総額：約２１３百万円】 

研究開発の目的 3～4 万橋といわれる建設後 40 年以上の老朽鉄道橋梁を簡便で合理的に、改築、延命化

を図る工法を開発することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 鋼橋は建設後 60 年で架け替えられる傾向にあるが、JR だけでも建設後 60 年以上の鋼橋

が約 1.5 万橋、40～60 年の鋼橋はさらに約 1.5 万橋あり、民鉄を含めると、架け替えや補

修が必要となる老朽橋梁の急増が予想されている。しかしながら、現在の老朽化橋梁の架

け替えは、仮線を構築して新橋梁を建設するのが一般的であるため、工期・費用とも膨大

となる。また、小橋梁では終電通過後の数時間で桁だけを架け替える方法が採られるが、

旧橋台や旧基礎は現在の耐震設計に適合していないため、別途大掛かりな補強工事が必要

となる。したがって、架け替えなしで老朽化橋梁を長寿命化し、高耐災化可能な技術開発

が必要であった。 

【効率性】 

 鉄道総研では、平成 17～19 年度の自主テーマにおいて、既設の老朽鋼橋にプレキャスト

のコンクリート床版を設置して合成構造化する工法を考案しており、この成果の活用によ

り本テーマの一部は効率的に実施可能であった。また、実物大の施工実験が可能な盛土試

験場を有しており、実物大の試験橋梁での載荷試験や模型橋梁による地震時の挙動を確認

し、本技術開発を確実かつ、効率的に進めることができた。 

【有効性】 

 本成果により、架け替えなしで鉄道を運行しながら施工可能な長寿命化のための２工法

を確立した。鋼桁・橋台・盛土一体化工法では支承の維持管理が不要となるため、保守が

大幅に軽減し、耐荷力の向上により長寿命化が図られ、さらに L2地震対応の高耐災化が図

られる。一方、鋼桁の合成構造化工法では、桁の耐荷力の向上による長寿命化のほかに騒

音低減効果により環境改善効果を有することが明らかになった。これらを組み合わせるこ

とで、長寿命化・維持管理改善・環境改善・耐震化が可能となる。 

外部評価の結果 ・インフラの維持は重要な課題であり、本研究成果は実践で役立てられるものとして評価

できる。早急な実用化を望む。 

・用途別のオプションを意識しつつ、効率的に検討が進められている。 

・地震のエネルギーの吸収機構については、更なる検討を行うべき。 

・中小民鉄の維持管理に貢献する技術である。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年２月２８日、平成２５年度鉄道技術開発課題評価委員会）

委員長  吉本 堅一 東京大学 名誉教授  

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授     河村 篤男 横浜国立大学 教授  

古関 隆章 東京大学大学院 教授    須田 義大 東京大学 教授  

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．３６】 

研究開発課題名 

 

高効率誘導電動機の開発 担当課 

（担当課長名）

鉄道局技術企画課技術開発室 

（室長：岸谷 克己） 

研究開発の概要 電磁界解析等の数値計算技術を誘導電動機に対して適用することにより、出力特性や機

械的強度を低下させることなく損失を低減する新しい構造を開発するとともに、低損失電

磁鋼板等の低損失材料を使用し、高効率な誘導電動機を開発する。 

【技術開発期間：平成２３年度～２４年度 技術開発費総額：約４８百万円】 

研究開発の目的 在来線通勤電車の駆動用誘導電動機を対象とし、電車の走行に伴う消費エネルギーの多

くの割合を占めている誘導電動機のエネルギー損失を低減することを目指し、高効率な誘

導電動機を開発することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

地球環境問題対策は社会の共通課題であり、在来線通勤電車においても、更なる省エネ

化を進める必要がある。現在、インバータ車両を導入することにより省エネが推進されて

いるが、置き換えが完了した後はインバータ車両を今よりさらに省エネにする必要がある。

インバータ電車では電力回生が可能であるため、走行に伴うエネルギー損失は走行抵抗に

よる損失と駆動用機器の損失が主である。駆動用機器のうち、主電動機は効率が 90％程度

と比較的悪く、主電動機損失が通勤電車のエネルギー損失の半分近くを占めることもある。

よって、通勤電車の省エネのためには主電動機損失を低減する必要がある。 

【効率性】 

鉄道車両用主電動機の製造業者の協力を得て研究開発を進めることにより、実用性の高

い構造を開発し、実用化のための技術移転コストも低減する。 

【有効性】 

誘導電動機は多くの新製電車で用いられている電動機方式であり、開発成果は多くの車

両に対して適用可能である。また、誘導電動機は鉄道以外の様々な用途で幅広く用いられ

ており、開発成果が他分野の誘導電動機にも応用されれば、世界全体で更なる省エネ・排

出ＣＯ２の削減効果が期待できる。 

外部評価の結果 ・高効率なモーターの開発に成功している。 

・実用化のみならず、革新的な視点から成果を上げ、今後のモーター技術の飛躍に結びつ

く成果を期待したい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年２月２８日、平成２５年度鉄道技術開発課題評価委員会）

委員長  吉本 堅一 東京大学 名誉教授  

委 員  岩倉 成志 芝浦工業大学 教授     河村 篤男 横浜国立大学 教授  

古関 隆章 東京大学大学院 教授    須田 義大 東京大学 教授  

中村 芳樹 東京工業大学大学院 准教授 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．３７】 

研究開発課題名 

 

グリーン ITSの研究開発 担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 
高度情報化研究センター 
（センター長：塚田 幸広）

研究開発の概要 平成２１年度までのプロジェクト研究「セカンドステージ ITSによるスマートなモビリテ

ィの形成に関する研究」により、ITSサービスの情報提供・収集システムを開発した。 

これまでの研究開発では、ITSスポットを活用した情報提供・収集システムの開発を行っ

てきたが、自動車交通の環境負荷低減を引き続き推進するため、本研究では、ITSを活用し、

CO2排出量の削減等、環境負荷低減を主眼においた道路交通の円滑化を目指し、①自動車交

通の円滑化・効率化、②エコカー等の走行支援、③自動車交通量の抑制支援、④環境負荷低

減効果の推定及び評価の検討を行った。 

【研究期間：平成２２～２４年度   研究費総額：約７６０百万円】 

研究開発の目的 ITS 技術を活用し、①自動車交通の円滑化・効率化、②エコカー等の走行支援、③自動車

交通量の抑制支援、④環境負荷低減効果の推定及び評価の検討を行い、環境負荷低減に向け

た施策の展開に活用することを目的とした。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

京都議定書の発効により、我が国では対 1990 年比 6%の CO2 削減が義務付けられている。

運輸部門における CO2排出量全体の約 87%を自動車関連が占めており(2007 年)、自動車関連

に対する CO2排出量の削減を推進していく上で、本研究の成果を活用することができる。 

【効率性】 

国土技術政策総合研究所では、これまでに ITSスポットを用いた情報提供・収集システム

に関する研究開発を行ってきており、本研究ではこれらのノウハウを活用し、道路交通円滑

化システムの具体化等の検討を行った。また、研究開発にあたっては、得られた研究成果を

効率的に全国に展開できるよう、道路局、道路管理者、大学・研究機関及び民間等と連携し

て行った。 

【有効性】 

本研究開発にて得られた成果を全国展開することで、運輸部門の CO2排出量の削減を目指

した施策の推進に寄与することが可能である。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、本省、地方整備局、大学、高速道路会社、民

間企業（メーカー、物流事業者）等と連携するなど、適切であったと評価する。 

 目標の達成度については、サグについて、本研究によって社会的認知が広がったことは特

筆に値する。また、車線利用適正化システムやカーブ進入危険防止システム等の開発や、数々

の指針や仕様書等をとりまとめるなど大きな成果がでていることから、十分に目標を達成で

きたと評価する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 25年 12月 12 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会(第一部会)）

主査 古米 弘明 東京大学大学院教授 

委員 岡本 直久 筑波大学准教授      寶  馨  京都大学理事補 

執印 康裕 宇都宮大学教授            京都大学防災研究所教授 

高野 伸栄 北海道大学准教授     大村謙二郎 筑波大学名誉教授 

西村 修  東北大学教授            (一財)住宅保証支援機構理事長 

                        ＧＫ大村都市計画研究室代表 

※ 詳細は、国土技術政策総合研究所 HP>国総研について>研究評価>評価委員会報告>平成 25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定）。 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．３８】                         

研究開発課題名 

 

３次元データを用いた設計、施工、維持管

理の高度化に関する研究 
担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所
高度情報化研究センター 
（センター長：塚田 幸広）

研究開発の概要 本プロジェクト研究では、設計～施工～維持管理の業務プロセスで得られるデータの３次元化
と、それら電子データの「円滑な流通」と「十分な利活用」を実現する。あわせて、設計段階で
得られる３次元データを活用した情報化施工の普及・定着を図るための研究を実施する。 

【研究期間：平成２２～２４年度   研究費総額：約２１０百万円】 

研究開発の目的 予算・人材の確保が難しくなっている中で、建設生産プロセスの品質を確保するには、建
設生産システム全体の効率化・高度化が必要となっている。このため、３次元データを利用
した ICTを積極的に活用して、設計・施工・維持管理の効率化を図るため、具体的な研究テ
ーマとして①～③を設定し、実施した。 

①２次元で設計したデータを３次元化するデータ交換の標準の策定 

②設計～維持管理に渡り３次元データが流通・利用できる環境の構築 

③情報化施工技術を普及・定着させるための基準類の策定 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 
建設生産プロセスの品質を確保するには、建設生産システム全体の効率化・高度化が必要

である。製造業では、ICTの急激な発展により CAD、CAMにおける３次元技術が一般化し、生
産性向上に寄与している。一方、建設業では、一部において３次元技術を導入しているもの
の、全体としては２次元図面の電子化程度に留まっている。この現状において、建設事業へ
無理なく３次元技術を導入・普及するには、以下の実現が必要である。 
①【円滑なデータ流通と十分な利活用の実現】⇒ 従来の２次元に加えて３次元データの流通 

②【３次元データの流通・利活用の普及】⇒ ３次元データのメリットを享受できる環境・仕組み作り

③【予算・人材縮減の中での品質確保】⇒ 技術者の熟練度に依存しない出来形・品質管理技術の導入

【効率性】 
 本プロジェクトでは、本省が策定したCIMや情報化施工の施策および全体計画の下で研究
を実施すると共に、実務を行う建設業及びソフトウェア開発の関係団体と連携した研究体制
を構築した。この結果、実務に基づく有効性や実現性の高い研究成果が得られ、円滑に施策
へ反映できる等、成果利用の観点から効率的に研究を実施できた。 
 また、それぞれの研究テーマはお互いに関連していることから、並行して進めつつ相互に
情報を共有し連携することで、効率的に研究を実施できた。 
【有効性】 
 本プロジェクトでは、データ交換標準、ICT を活かした要領や運用ガイドライン、ソフト
ウェアへの実装を補助するマニュアル等を策定する等、実現場で利用できる多くの研究成果
を得た。また、策定した基準等の適用性、有効性を現場試行によって確認した。 
 以上より、概ね研究目標を達成できたと判断する。また、得られた成果は、情報化施工の
普及促進、３次元データの設計・施工・維持管理への流通、利用促進につながり、設計・施
工の効率化や品質向上、維持管理業務の高度化に大いに貢献すると考える。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、本省、地方整備局、各種協会等と連携、協力
するなど、適切であったと評価する。 
 目標の達成度については、設計・施工・維持管理の高度化にあたり極めて重要な技術開発
であり、「TS(ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ)を用いた出来形管理の使用原則化」等、地方整備局で活用されてい
ることから、十分に目標を達成できたと評価する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 25年 12月 12 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会(第一部会)）

主査 古米 弘明 東京大学大学院教授 

委員 岡本 直久 筑波大学准教授      寶  馨  京都大学理事補 

執印 康裕 宇都宮大学教授            京都大学防災研究所教授 

高野 伸栄 北海道大学准教授     大村謙二郎 筑波大学名誉教授 

西村 修  東北大学教授            (一財)住宅保証支援機構理事長 

                        ＧＫ大村都市計画研究室代表 
※ 詳細は、国土技術政策総合研究所 HP>国総研について>研究評価>評価委員会報告>平成 25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定）。 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．３９】 

研究開発課題名 

 

美しいまちづくりに向けた公共事業の景
観創出の効果分析に関する研究 

担当課 
（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 
道路研究部 緑化生態研究室
（室長：栗原  正夫） 

研究開発の概要  公共事業の景観創出にあたっては、個別事業における景観の質的向上のみならず、地域の
まちづくりに効果を及ぼすことが求められている。本研究では、先進的な景観創出事例から、
景観創出が美しいまちづくりに及ぼす効果とその発現に資する景観創出の取組み手法を整理
した上で、景観創出の取組みと効果との関係を分析し、美しいまちづくりに向けた景観創出
効果の発現メカニズムを解明する。さらに、分析結果を踏まえ、公共事業の現場技術者等が
地域のまちづくりに効果を及ぼすことを意識した景観創出を進めるための知見や情報をまと
めた「『まちづくり効果』を高める公共事業の進め方（案）」を作成する。 
【研究期間：平成２２～２４年度   研究費総額：約３３百万円】 

研究開発の目的  本研究は、先進的な景観創出事例の分析に基づき、これまで明らかにされてこなかった公
共事業の景観創出が美しいまちづくりに及ぼす効果とその発現メカニズムを解明し、直轄等
の公共事業における美しいまちづくりに向けた景観創出の取組みをより一層推進することを
目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 
 公共事業の景観創出と地域の景観形成が連携して景観向上に取組む持続的なまちづくり、すな
わち“美しいまちづくり”に及ぼす効果を意識した公共事業の景観創出や景観施策・制度の活用が
求められている。しかし、現状では、公共事業の景観創出が美しいまちづくりに及ぼす効果につい
ての知見が不足しており、効果を意識した景観創出の進め方や景観施策・制度の活用・改善方策
等を十分に検討できる状況に至っていない。そこで、地域と公共事業が連携した美しいまちづくり
の推進に向けて、これまで明らかにされてこなかった、公共事業の景観創出が美しいまちづくりに
及ぼす効果とその発現メカニズムを解明する研究が必要である。 
【効率性】 
 国土技術政策総合研究所旧環境研究部が主体的に検討を進め、事例収集にあたっては、国土
本省及び各地方整備局等との連携により、また、効果分析にあたっては、学会や大学等の研究機
関、土木研究所等との意見交換等を行うことにより、効率的に研究を進めることができた。 
【有効性】 
 「国土交通省所管公共事業における景観検討の基本方針（案）」をはじめとする景観施策・制度
の改正等に本研究の成果を反映するとともに、研修等の機会を活用した成果の周知により各地方
整備局等が実施する景観創出の実務支援を行うことで、美しいまちづくりの実現を視野に入れた
直轄等の公共事業の景観創出が促進され、公共事業の景観創出を契機としてその効果を最大限
に活用した美しいまちづくりが進展する。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、学識経験者を委員とした研究会を設置する他、研
究会のメンバー、地方整備局及び自治体担当者で構成した意見交換会を開催するなど、概ね適
切であったと評価する。 
目標の達成度については、「『まちづくり効果』を高める公共事業の進め方（案）」を作成するなど一
定の成果をあげていることから、概ね目標を達成できたと評価する。 
 今後は、景観創出の効果分析を深めると共に、本研究の主対象である公共事業に関連した各種
民間の土地利用、建築活動が景観へ悪影響を及ぼすことを防ぐ仕組み、合意形成についての研
究も期待したい。また、積極的に研究成果の公表に取り組まれたい。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 25年 12月 12 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会(第一部会)）
主査 古米 弘明 東京大学大学院教授 
委員 岡本 直久 筑波大学准教授      寶  馨  京都大学理事補 

執印 康裕 宇都宮大学教授            京都大学防災研究所教授 
高野 伸栄 北海道大学准教授     大村謙二郎 筑波大学名誉教授 
西村 修  東北大学教授            (一財)住宅保証支援機構理事長 
                        ＧＫ大村都市計画研究室代表 

※ 詳細は、国土技術政策総合研究所 HP>国総研について>研究評価>評価委員会報告>平成 25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定）。 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．４０】 

研究開発課題名 

 

社会資本 LCAの実用化研究 担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 
道路研究部 道路環境研究室
（室長：角湯 克典） 

研究開発の概要  近年、持続可能な社会に向けて、温室効果ガスや廃棄物等の地球環境に関する環境負荷に

対し、ライフサイクル全体（資源採取から廃棄まで）をとおした評価（＝ライフ・サイクル・

アセスメント（LCA））が求められている。本研究は、LCA 総プロ（H20-22）で開発した社会

資本 LCAを、総合評価入札制度やグリーン調達制度等へ試行し、運用時の課題の改善、評価

対象を拡大することで、社会資本の各意思決定段階に対応した本格的な LCAを用いた環境評

価制度の確立・定着を目指すものである。 

【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：約４０百万円】 

研究開発の目的  本研究では、LCA 総プロで開発した社会資本 LCA について、総合評価入札制度やグリーン

調達制度等への試行的実施を行い、環境負荷削減効果の算定・分析、評価事例蓄積及び制度

への導入に関する課題の抽出・対応方策を検討する。これらをフィードバックし、対象とす

る工種、事業、制度を拡大することで、より実用的な手法へブラッシュアップする。また、

社会資本 LCAの運用マニュアルを作成し、本格的な制度への導入を目指す。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 温室効果ガス削減については中長期目標を 2020 年までに 25％削減、2050 年までに 80％削

減（いずれも1990 年比）とすることなどを定めた地球温暖化対策基本法案が閣議決定されて

いる [プロジェクト研究設定当時] 。廃棄物については第二次循環型社会形成推進基本計画

において、2015 年度の目標年次として 14～15％の再利用率が設定されている。これらを達成

するためには環境負荷を定量的に把握できる LCAの活用が必要である。 

【効率性】 

 22 年度迄に LCAの核となる技術開発を行っており、引き続き実用化研究を行うための体制

（学識者、関係機関との協力体制等）が整っていた。本研究では、この学識者等との協力体

制を活用し、効率的に研究を行うことができた。 

【有効性】 

 LCA の実用化により、従来困難であった社会資本整備による環境負荷量の定量的評価が可

能となった。環境評価制度を定着させることで、環境負荷削減へのインセンティブを促進す

ることができ、更なる環境改善技術の開発を促すことが期待できる。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、本省、土木学会、民間企業等と連携し、委員

会・WGを設置するなど、適切であったと評価する。 

 目標の達成度については、建設工事における CO2排出量計算の道筋をつけた意義は大きく、

「二酸化炭素排出量の算出の手引き（案）」の日英版を作成するなど、大きな成果がでている

ことから、十分に目標を達成できたと評価する。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 25年 12月 12 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会(第一部会)）

主査 古米 弘明 東京大学大学院教授 

委員 岡本 直久 筑波大学准教授      寶  馨  京都大学理事補 

執印 康裕 宇都宮大学教授            京都大学防災研究所教授 

高野 伸栄 北海道大学准教授     大村謙二郎 筑波大学名誉教授 

西村 修  東北大学教授            (一財)住宅保証支援機構理事長 

                        ＧＫ大村都市計画研究室代表 

※ 詳細は、国土技術政策総合研究所 HP>国総研について>研究評価>評価委員会報告>平成 25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定）。 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．４１】                    

研究開発課題名 

 

住宅種別に応じたエネルギー消費性能評

価法の開発 
担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

住宅研究部 

（部長：水谷 明大） 

研究開発の概要 既存住宅における省エネルギー改修要素技術や省エネルギー改修を実施する居住者の動機

の調査、省エネルギー改修効果の定量的把握の方法等をとりまとめ、省エネ改修の設計法を

作成した。 

また、省エネ改修効果の評価を行うにあたり、改修前のエネルギー消費性能の簡易的把握

方法を検討した。 

【研究期間：平成２２～２４年度   研究費総額：約４０百万円】 

研究開発の目的 １．既存住宅における省エネルギー改修を推進するために、省エネルギー改修の設計方法を

整理すること 

２．および省エネ改修によるエネルギー消費量の削減効果を定量的に把握する方法を開発す

ること 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

既存住宅の省エネルギー改修は遅々として進まず、一因としてエネルギー消費量削減効果

を定量的に把握する方法も無いため、居住者にとってその効果は見えにくいことが挙げられ

る。これらの社会的課題を解決するために、本研究課題は、省エネルギー改修を実施するに

あたり設計法を取りまとめ、さらに省エネ改修効果の評価方法を作成するものである。 

【効率性】 

国総研が主体となり、既往の研究プロジェクト（自立循環型住宅開発プロジェクト（事務

局：建築環境・省エネルギー機構））や業務委託による設計実務者とのやりとりを通じて、省

エネルギー改修要素技術の収集や住宅躯体・設備性能の年代別把握を効率的に実施した。 

【有効性】 

当初の研究目標は概ね達成し研究資料等に取りまとめている。今後、研究成果を活用し、

以下の取り組みを行う。 

・研究資料等を改訂し設計実務者向けのガイドラインを作成 

・開発した既存住宅部位の省エネ性能の把握方法を活用し、省エネルギー改修のための評価

プログラム等の開発など、省エネルギー改修施策へと反映させる。 

外部評価の結果  研究の実施方法と体制の妥当性については、本省、大学、民間企業等との連携が図られて

おり、適切であったと評価する。 

 目標の達成度については、既存住宅の省エネ改修の設計手法、省エネ改修効果の簡易予測

法を開発する等、一定の成果を上げていることから、概ね目標を達成できたと評価する。 

 今後、早い時期に省エネ基準等の施策や、「住宅・住戸の省エネルギー性能判定プログラム」

へ反映して、設計者が本研究成果を活用することで、施主が積極的に省エネ改修を行う動機

を得る有効なツールとなるよう、研究成果を発展させていただきたい。 
 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 25年 12月 13 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会(第二部会)）

主査 野城 智也 東京大学生産技術研究所教授 

委員 伊香賀俊治 慶応義塾大学教授     大村謙二郎 筑波大学名誉教授 

   加藤 仁美 東海大学教授            (財)住宅保証機構理事長 

野口 貴文 東京大学准教授            GK 大村都市計画研究室代表 

長谷見雄二 早稲田大学教授      芳村  学 首都大学東京教授 

高野 伸栄 北海道大学准教授     中野  晋 徳島大学教授 
 

※ 詳細は、国土技術政策総合研究所 HP>国総研について>研究評価>評価委員会報告>平成 25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定）。 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．４２】                             

研究開発課題名 

 

作用・性能の経時変化を考慮した社会資

本施設の管理水準の在り方に関する研究

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

港湾研究部港湾施設研究室

（室長：宮田 正史） 

研究開発の概要 本研究では、既存の社会資本施設として港湾施設（防波堤）を対象とし、作用する外力

と施設性能の経時変化（劣化の累積）、および大規模被災発生に繋がる異常時の発生外力の影

響を考慮した「既存防波堤の管理水準の在り方（継続的かつ戦略的な維持管理）」を確立する

ため、以下の検討を行う。 

○防波堤の損傷程度を考慮した復旧工費モデルの構築 

○防波堤のライフサイクルコストの評価手法の開発 

○防波堤の維持管理における適切な管理水準の在り方に関する検討 

【研究期間：平成２１～２４年度   研究費総額：約３１百万円】 

研究開発の目的 既設防波堤の継続的かつ戦略的な維持管理を可能にすることを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

既存ストックを最大限に有効活用するという観点から、現状の防波堤における変状の点検結果を利用

して防波堤の耐波性能を再評価し、大規模被災を未然に防止する維持管理の在り方を可能とする手法を

構築することは、国民の安全確保や港湾の国際競争力の維持、我が国の社会資本ストックの有効活用に

直結するため、国が先導的に実施すべきものであり、その必要性は高いと評価される。 

【効率性】 

本研究は、国土交通省港湾局および国総研港湾研究部が主体となり、全国の地方整備局等や港湾空港

技術研究所と連携したＷＧを設置し、全国防波堤の被災事例等について詳細調査を実施することにより

信頼性の高い被災データ等に基づき検討を進め、かつ、ＷＧにおける意見等に基づき、現場実務や設計

基準への反映について十分留意したモデル化の検討を行うなど、効率的に研究を進めたものと評価され

る。 

【有効性】 

本研究成果を利用することにより、全国の各港湾管理者等において、既設防波堤の維持管理業務で得

られる点検結果等に基づき、大規模被災を未然に防止する耐波性能に配慮した上で、補修・補強費

用と被災時の復旧費用および被災に伴う間接被害（港湾物流迂回コスト）の大きさの観点から合理

的であると考えられる維持管理に取り組むことができるようになる。その結果、既存の防波堤のス

トックの最大限の有効活用を図ることができるようになり、国全体の適切な維持管理の観点におい

て、本研究成果の有効性は高いと評価される。 

外部評価の結果 研究の実施方法と体制の妥当性は、国土交通省本省および地方整備局と WGを設置し検討を

進めると共に、研究計画が明確かつ適切に設定されており、適切であったと評価する。 

目標の達成度は、「防波堤の維持管理方針の検討」及び「港湾施設基準」へ反映できる研究

成果が得られたことから、目標の達成度については、十分に目標を達成できたと評価する。

本研究は、国総研として非常に重要な研究であり、今後は、本研究を世界的な評価に結び

つけられるよう進めていただくと共に、防波堤の供用期間の延伸や予算制約がある場合にも

対応できるようなモデルの更なる発展を期待する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成25年 12月 13日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会 第三部会） 

主査 柴山 知也 早稲田大学教授 

委員 喜多 秀行 神戸大学教授   兵藤 哲朗 東京海洋大学教授 

窪田 陽一 埼玉大学教授   高野 伸栄 北海道大学准教授 

佐藤 尚次 中央大学教授   野口 貴文 東京大学准教授 

中野 晋  徳島大学教授    
※ 詳細は、国土技術政策総合研究所 HP>国総研について>国総研の紹介>研究評価>評価委員会報告>平成 25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定）。 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 

 

71



 

 

（終了時評価）【Ｎｏ．４３】                             

研究開発課題名 

 

物流の効率性と両立した国際輸送保安対

策のあり方に関する研究 

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

沿岸海洋・防災研究部 

（部長：鈴木 武） 

研究開発の概要 国際的な動向を踏まえて港湾の保安対策を強化するとともに、迅速かつ効率的な保安対策

を構築していくため、以下の取り組みを行った。 

・港湾における保安対策の海外の動向および国内の物流回復の事例把握 

・開発が進められつつある保安技術の調査分析 

・保安対策強化による物流効率低下の予測と対策の分析 

・物流情報の国際情報交換試験システムの要件分析と運用評価 

【研究期間：平成２２～２４年度   研究費総額：約１３百万円】 

研究開発の目的 国際貨物輸送における国際的な保安対策強化の動きに適切に対応すると同時に、物流効率

を阻害しない効率的な国際輸送保安対策を展開することが求められている。そのため、港湾

における保安対策に関する海外の動向等を把握し、保安強化による貨物輸送効率の低下を予

測し、効率低下を回避するための技術的知見を獲得する。また、保安対策の基礎となる物流

情報の把握を高度化するため、物流情報を国際交換するための技術を開発する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

各国は国際輸送の保安対策を強化する動きにあるが、過度な対策は物流効率を阻害する。

またテロや事故等に際し準備がなければ貿易回復に時間を要する。それらの問題を踏まえ、

本研究では物流効率に配慮した現実的な保安対策を実現していくための種々の知見を獲得し

た。それらは国際的なサプライチェーンの安定性・効率性を確保するうえで必要なものであ

る。 

【効率性】 

国土技術政策総合研究所が中心となり、海外動向は国際機関、物流業者、保安機関と連携

し、効率的な保安対策は港湾管理者等と連携し、国際物流情報交換は日中韓の関係部局と連

携するなど、関係部局の協力を得て効率的に研究を進めた。 

【有効性】 

保安対策の海外動向等の情報は保安強化を進めるうえで不可欠のものである。保安技術の

情報と保安対策強化による物流効率低下の分析は、効率的な保安対策を立案するうえで有用

性が高い。国際情報交換システムの試行の成功は、その進展に大きく貢献する。 

外部評価の結果 研究の実施方法と体制の妥当性は、国土交通省本省、港湾管理者等の国内実務機関との連

携および中国・韓国の関係機関との国際間における連携も図られており、概ね適切であった

と評価する。 

目標の達成度は、日中韓で物流情報システムの検討を進めるなど一定の成果を上げている

ことから、概ね目標を達成できたと評価する。 

本研究は、国が行うべき非常に重要な調査研究であるので、シミュレーション分析の高度

化を継続開発していただくと共に、危機管理能力開発手法や人材育成方法についても研究を

進める等、更なる発展を期待する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成25年 12月 13日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会 第三部会） 

主査 柴山 知也 早稲田大学教授 

委員 喜多 秀行 神戸大学教授   兵藤 哲朗 東京海洋大学教授 

窪田 陽一 埼玉大学教授   高野 伸栄 北海道大学准教授 

佐藤 尚次 中央大学教授   野口 貴文 東京大学准教授 

中野 晋  徳島大学教授    
※ 詳細は、国土技術政策総合研究所 HP>国総研について>国総研の紹介>研究評価>評価委員会報告>平成 25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定）。 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．４４】                             

研究開発課題名 

 

沿岸域の統合的管理による港湾環境の保

全・再生に関する研究 

担当課 

（担当課長名）

国土技術政策総合研究所 

沿岸海洋・防災研究部 

（部長：鈴木 武） 

研究開発の概要 港湾域を中心として海の環境再生を推進するための技術開発として、以下の研究項目を実

施する。 

・沿岸環境の理解・環境情報の共有促進を図るマップ、手法の開発 

・海の環境の特性を反映した、問題解決プロセスのための手法構築 

・海の再生活動の効果を総合的に評価する実用的な手法の開発 

【研究期間：平成２３～２４年度   研究費総額：約１１百万円】 

研究開発の目的 「海の再生プロジェクト」の再生行動計画のさらなる推進、次期行動計画の策定を支援す

ることを目標とし、統合的な沿岸域管理による、多様で錯綜する利害・目的を超えた連携を

可能とするような「海の再生」への取り組みを進展させる技術（環境情報の共有化、問題解

決のプロセス・考え方、環境評価）の開発を行う。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

現再生行動計画の目標はいまだ達成されているとは言い難い。その原因の一つとして、沿

岸域環境に関する各種情報を、関係者（行政、事業者、NPO、市民等）に提供するコミュニケ

ーションツールが十分に整備されていない点がある。海の再生プロジェクトの推進に加え、

次期計画の立案が迫っており（第 1期計画の終了：東京湾 H25、大阪湾 H26、伊勢三河湾・

広島湾 H29）、この問題の解決は緊急の課題である。 

【効率性】 

統合沿岸域管理の基盤となる情報、技術を多く蓄積してきている国総研が中心となり検討

を進めることが効率的であり、研究資源の有効活用の視点からも有効である。 

【有効性】 

本研究により、海の再生プロジェクトの次期計画の策定や統合沿岸域管理にむけた多くの

主体の参加を促進することができる。また、海域の環境に関係する横断的な組織・分野をま

たがった対応策・適応策の検討、実施に向けた行動計画の策定がこれまでよりも有効かつ効

率的になる。 

 

外部評価の結果 研究の実施方法、体制の妥当性は、国・地方自治体等の行政機関、民間企業、一般市民、

大学等幅広い関係者の参画による共同実施など、概ね適切であったと評価する。 

目標の達成度については、他研究機関では、やりにくいアプローチでの意義のある研究で

あり、環境改善施策について課題は残るが、概ね目標を達成できたと評価する。 

今後は、本研究で得られた環境データの積極的活用や市民参加型イベントの今後の展開方

法について整理を進める等、更なる発展を期待する。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成25年 12月 13日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会 第三部会） 

主査 柴山 知也 早稲田大学教授 

委員 喜多 秀行 神戸大学教授   兵藤 哲朗 東京海洋大学教授 

窪田 陽一 埼玉大学教授   高野 伸栄 北海道大学准教授 

佐藤 尚次 中央大学教授   野口 貴文 東京大学准教授 

中野 晋  徳島大学教授    
※ 詳細は、国土技術政策総合研究所 HP>国総研について>国総研の紹介>研究評価>評価委員会報告>平成 25年度 

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka/index.htm）に掲載（予定）。 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた 

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった 

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．４５】 

研究開発課題名 

 

プレート境界の固着状態及びその変化の

推定に関する研究 

担当課 

（担当課長名）

国土地理院 

地理地殻活動研究センター 

（センター長：齊藤 隆） 

研究開発の概要 地震被害の防止･軽減に資するため、GPS 連続観測点のデータから、プレート境界におけ

る固着域（プレートの境界にあって大地震発生前までは固着していて、このはがれが大地

震を発生させる領域）の状態の時空間的推移を短時間に検出し、高頻度に解析する手法を

開発し、一日ごとの短い間隔でプレート境界型地震の発生域における固着のはがれなどの

状態の変化の推定ができるようにする。また、開発した手法を用いて、東南海･南海地震等

巨大地震の発生が懸念されている西南日本のプレート境界の固着域の状態の時空間的推移

を推定する。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約３５百万円】 

研究開発の目的 プレート境界域の固着のはがれ等の現象を早期に検出し、プレート境界型地震発生予測

の向上を目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

西南日本のプレート境界型地震発生域では、地震発生前に、固着している海側と陸側の

プレートの境界が少しずつはがれ出す可能性が指摘されている。このような固着のはがれ

等を早期に捉えることができれば、地震発生予測の向上につながると考えられる。このた

めには、より高い時間分解能での固着域の状態の推定が必要である。 

【効率性】 

GPS 観測結果は保有者である国土地理院のデータを使用した。プレート境界上の固着及

び滑りの推定プログラム及び可視化のプログラムは国土地理院で構築されてきたプログラ

ムをひな型として改良し、効率的に開発された。前兆滑り検出可能性の検証においては、

気象研究所で行われたシミュレーション結果の提供を受け、効率的に検証を行った。 

【有効性】 

開発されたシステムにより、地殻変動データから短時間でプレート境界の固着及び滑り

状態を推定でき、その検出感度はシミュレーションの代表的な事例について南海地震発生

前の前兆的な滑りを推定できる程であることが示された。プレート境界地震（特に南海地

震）の発生予測に資する可能性を持つ有効なシステム開発ができたと考えられる。 

外部評価の結果 高い成果を上げており、十分目標を達成できたと評価できる。今後、解析のシステム化

を行い、組織として取り組めるよう検討していただきたい。３・11 以降のデータに基づい

て、現在の日本の状態を明らかにすることにも取り組んでいただきたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年３月１３日、国土地理院研究評価委員会） 

委員長 大森博雄 東京大学名誉教授 

委 員 厳 網林  慶應義塾大学環境情報学部教授 

 大野 邦夫 職業能力開発総合大学校顧問 

 里村 幹夫 神奈川県温泉地学研究所長 

 鹿田 正昭 金沢工業大学環境・建築学部教授 

 島津 弘  立正大学地球環境科学部地理学科教授 

 田部井 隆雄 高知大学教育研究部教授 

 中村 浩美 科学ジャーナリスト 

 日置 幸介 北海道大学理学部教授 

 山本 佳世子 電気通信大学大学院情報システム学研究科准教授 

詳細は、国土地理院 HP＞研究開発＞国土地理院の研究評価を参照 

http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka-1.html 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた   

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった   

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．４６】 

研究開発課題名 

 

測地観測に基づく地殻活動イベントの 

検知能力に関する研究 

担当課 

（担当課長名）

国土地理院 

地理地殻活動研究センター 

（センター長：齊藤 隆） 

研究開発の概要 地震・火山噴火に先行する地殻変動を捉え被害の軽減に資するため、これらに先行して

発生すると想定される断層すべり、力源の膨張・収縮・貫入等の地殻活動イベントによっ

て引き起こされる、GNSS 連続観測、水準測量等の測地観測の変動量を明らかにし、測地観

測で検知可能なイベントの場所と大きさを明らかする。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約３６百万円】 

研究開発の目的 地震・火山噴火等の先行現象を含む地殻活動イベントの測地観測の変動量把握と検知可

能なイベントの場所と大きさを明らかにすることにより、地殻活動モニタリングの高度化

を行い、地震・火山噴火等による被害の軽減に寄与することを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

科学技術・学術審議会建議「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の推進につい

て」では、大地震発生前等に発生が予測される地殻変動等の先行現象を検知することが防

災・減災上重要なテーマとされていた。先行現象の検知のためには、測地観測結果が通常

と異なるか否かを過去の事例とも比較しつつ評価する方法を確立することが必要であり、

測地観測で検知可能なイベントの場所と大きさを明らかにしておくことが必要とされてい

た。 

【効率性】 

 震源断層や火山力源モデル等の既存の研究成果、長期評価等の公表されている成果を活

用し、イベントの発生場所と発生様式を絞り込むことで検知可能なイベントの場所と大き

さの定量的な把握を効率的に実現することができた。 

【有効性】 

本研究の成果は、適切な観測手法・場所や観測点の新設・移設の選点時に有用な情報と

してすでに活用がされている。また通常とは異なる変動の検出時に迅速な変動メカニズム

の把握、先行現象か否か、先行現象の有無の判断ができ、効率的・効果的な地殻活動監視

に活用され、防災・減災への寄与が期待される。 

外部評価の結果 研究としての成果があがっており、大変評価できる。現在の観測網である 20 ㎞四方での

検知能力が成果として示されているが、検知能力をさらに精度を高める方向で研究を発展

させていただきたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年３月１３日、国土地理院研究評価委員会） 

委員長 大森博雄 東京大学名誉教授 

委 員 厳 網林  慶應義塾大学環境情報学部教授 

 大野 邦夫 職業能力開発総合大学校顧問 

 里村 幹夫 神奈川県温泉地学研究所長 

 鹿田 正昭 金沢工業大学環境・建築学部教授 

 島津 弘  立正大学地球環境科学部地理学科教授 

 田部井 隆雄 高知大学教育研究部教授 

 中村 浩美 科学ジャーナリスト 

 日置 幸介 北海道大学理学部教授 

 山本 佳世子 電気通信大学大学院情報システム学研究科准教授 

詳細は、国土地理院 HP＞研究開発＞国土地理院の研究評価を参照 

http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka-1.html 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた   

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった   

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．４７】 

研究開発課題名 

 

航空レーザーデータを用いた土地の脆弱

性に関する新たな土地被覆分類の研究 

担当課 

（担当課長名）

国土地理院 

地理地殻活動研究センター 

（センター長：齊藤 隆） 

研究開発の概要 樹高や植生の疎密度など土地の脆弱性に関連するとされる土地被覆データを、アーカイ

ブの航空レーザ測量データを中心に把握する事と、その成果によって土地の脆弱性評価を

高度化する手法の開発を行った。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約３１百万円】 

研究開発の目的 衛星リモートセンシング等による土地被覆分類では得られない樹高や植生の疎密度な

ど、土地の脆弱性の把握などに資する新たな土地被覆分類手法を構築し、その土地被覆分

類データにより土地の脆弱性の評価を高度化する手法を開発し、マニュアルにとりまとめ

る。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 土地の脆弱性に関連する土地被覆データを抽出する手法を開発したことで、国土地理院

の航空レーザ測量データを斜面災害対策の優先順位付けに活用するなど、防災情報支援活

動への新たな利活用が進展する。斜面防災分野以外でも、森林の三次元構造を必要として

いる環境影響評価分野、森林施行管理、CO2 固定量の評価、森林生態系の生物多様性の評

価などで活用可能であり、研究成果の社会的・経済的意義も大きい。 

【効率性】 

 毎木調査は外部委託とし、研究者はデータ解析等に専念した。国土地理院内の現場担当

者や森林総合研究所、国土政策技術総合研究所の研究者と意見交換の機会を持ち、効率的

に研究を進める事ができた。 

【有効性】 

 本研究で開発したデータ作成法やその周辺の技術的知見は、航空レーザ測量アーカイブ

データに関して広範囲に適用可能であり、本研究の成果は有効である。 

外部評価の結果 地形・地質に偏っていた土地の脆弱性を植物の樹高あるいは根系の影響を与えることで、

より精度高く推定することができるようになり高く評価する。今後、脆弱性という言葉を

含めて、もう少し他分野の人が理解のできる言葉遣いを検討していただきたい。また、地

形・地質が違うようなところでの事例を増やすことを検討していただきたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年３月１３日、国土地理院研究評価委員会） 

委員長 大森博雄 東京大学名誉教授 

委 員 厳 網林  慶應義塾大学環境情報学部教授 

 大野 邦夫 職業能力開発総合大学校顧問 

 里村 幹夫 神奈川県温泉地学研究所長 

 鹿田 正昭 金沢工業大学環境・建築学部教授 

 島津 弘  立正大学地球環境科学部地理学科教授 

 田部井 隆雄 高知大学教育研究部教授 

 中村 浩美 科学ジャーナリスト 

 日置 幸介 北海道大学理学部教授 

 山本 佳世子 電気通信大学大学院情報システム学研究科准教授 

詳細は、国土地理院 HP＞研究開発＞国土地理院の研究評価を参照 

http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka-1.html 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた   

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった   

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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（終了時評価）【Ｎｏ．４８】 

研究開発課題名 

 

公共的屋内空間における三次元 GIS デー

タの基本的仕様と効率的整備方法の開発 
担当課 

（担当課長名）

国土地理院 

地理地殻活動研究センター 

（センター長：齊藤 隆） 

研究開発の概要 公共的屋内空間の防災に必要となる三次元 GIS データの基本的な仕様案をまとめた。こ

の仕様案に基づくデータの試作と現地測量を実施し、作業量の把握とデータの精度検証を

行い、設計図を用いた屋内空間における三次元 GIS データ作成マニュアル案としてまとめ

た。 

【研究期間：平成２３～２５年度   研究費総額：約２３百万円】 

研究開発の目的 設計図から精度の明らかな三次元 GIS データを効率的に作成するための基本的仕様案と

作成方法を示すことにより、屋内空間の三次元 GIS データの整備と作成された三次元 GIS

データの利用を促進する。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

【必要性】 

 都市域の災害対策においては、屋外と同等以上に地下街や駅構内などの公共的屋内空間

が重要となっている。しかし、災害対策検討の基盤となる GIS データの整備は、屋内空間

については進んでいない。三次元 GIS データの適切な整備と作成された三次元 GIS データ

の利用を促進することは、都市域の防災対策を高めるために必要不可欠な研究であった。

【効率性】 

 屋内空間の三次元 GIS データを作成している者や専門家と情報や意見を交換しながら研

究を実施することで、優先度の高い課題に集中して効率的に研究を進めることができた。

【有効性】 

 設計図から都市計画基本図と同等の精度の屋内三次元 GIS データを現地測量と比べて５

割程度の作業人日で作成できることを実証した。専門の機器や技術を有しない者でも実行

可能な有効性のある方法を、平易な説明と図表を用いたマニュアル案で示すことができた。

外部評価の結果 設計図等を用いた新たな三次元空間のデータを取得するという方法論上は大変新しい試

みで、成果もそれなりに上がっているということで高く評価する。ただし、民間のほうで

も若干進んでいる分野なので、民間との連携、あるいは統一性みたいなものを一層進めら

れたい。 

 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成２６年３月１３日、国土地理院研究評価委員会） 

委員長 大森博雄 東京大学名誉教授 

委 員 厳 網林  慶應義塾大学環境情報学部教授 

 大野 邦夫 職業能力開発総合大学校顧問 

 里村 幹夫 神奈川県温泉地学研究所長 

 鹿田 正昭 金沢工業大学環境・建築学部教授 

 島津 弘  立正大学地球環境科学部地理学科教授 

 田部井 隆雄 高知大学教育研究部教授 

 中村 浩美 科学ジャーナリスト 

 日置 幸介 北海道大学理学部教授 

 山本 佳世子 電気通信大学大学院情報システム学研究科准教授 

詳細は、国土地理院 HP＞研究開発＞国土地理院の研究評価を参照 

http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka-1.html 

総合評価 Ａ 十分に目標を達成できた   

Ｂ 概ね目標を達成できた 

Ｃ あまり目標を達成できなかった   

Ｄ ほとんど目標を達成できなかった 
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